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はじめに

本書類は、平成１７年度の山県市の決算状況について、地方自治法第２３

３条第５項の規定による主要な施策の成果を説明する書類として作成したもの

です。



－ 2 －

目 次

○ は じ め に ･････････････････････････････････････････１

○ 目 次 ･････････････････････････････････････････２

１ 一般会計・特別会計の決算状況等 ･････････････････････････３

２ 会計別決算額総括表 ･････････････････････････････････････６

３ 一般会計款別歳入決算額対前年度比較表 ･･･････････････････７

４ 一般会計歳入決算額所属別内訳表 ･････････････････････････８

５ 一般会計款別歳出決算額対前年度比較表 ････････････････････９

６ 一般会計節別歳出決算額対前年度比較表････････････････････１０

７ 一般会計歳出決算額所属別内訳表 ････････････････････････１１

８ 一般会計決算額各種財政指標等一覧表 ････････････････････１２

９ 会計別地方債の内訳表 ･･････････････････････････････････１５

10 会計別基金の運用状況表 ････････････････････････････････１６

】【所管別主要な施策の成果説明書
（１） 一 般 会 計

① 議会費 ････････････････････････････････････････････１７

② 総務費 ････････････････････････････････････････････１８

③ 民生費 ････････････････････････････････････････････２９

④ 衛生費 ････････････････････････････････････････････４５

⑤ 農林水産業費 ･･････････････････････････････････････５３

⑥ 商工費 ････････････････････････････････････････････６１

⑦ 土木費 ････････････････････････････････････････････６４

⑧ 消防費 ････････････････････････････････････････････７４

⑨ 教育費 ････････････････････････････････････････････７７

⑩ 公債費 ････････････････････････････････････････････９３

⑪ 災害復旧費 ････････････････････････････････････････９４

（２） 特 別 会 計

① 国民健康保険 ･･････････････････････････････････････９５

② 老 人 保 健 ･･････････････････････････････････････９９

③ 介 護 保 険 ････････････････････････････････････１０１

④ 簡易水道事業 ････････････････････････････････････１０７

⑤ 農業集落排水事業 ････････････････････････････････１０９

⑥ 公共下水道事業 ･･････････････････････････････････１１０

⑦ 地域情報化事業 ･･････････････････････････････････１１１

［参考資料］

バランスシート（普通会計）等･････････････････････････１・

バランスシート附属書類･･･････････････････････････････３・

バランスシート財務分析･･･････････････････････････････５・

平成１７年度山県市行政コスト計算書･･･････････････････７・

平成１７年度山県市キャッシュ・フロー計算書･･･････････８・



－ 3 －

１ 一般会計・特別会計の決算状況等

【一般会計】

［全 体］

平成１７年度一般会計の決算は、歳入総額が14,090,731,509円、歳出総

額が13,460,142,079円となり、歳入歳出差引額は630,589,430円で、翌

年度に繰り越すべき財源22,064,000円を除いた実質収支額は608,525,43

0円となりました。

また、前年度比較では歳入で716,903,598円、歳出では1,000,282,886

円それぞれ減額となっています。

［歳 入］

歳入決算額で最も大きなウェイトを占めるのは地方交付税44億5,876万3

千円で、歳入全体の31.6％を占めています。このうち普通交付税は大幅な削

減を強いられた前年度に対し1.3%の増、金額にして5,025万7千円の増額と

なっています。また、特別交付税については、地方財政計画で前年度に対し6.

4％の大幅減少となった影響を受け、前年度に対する減少率は8.5％、金額に

して4,413万9千円の減となりました。地方交付税に次いで歳入決算額の中で

大きなウェイトを占めるのは自主財源の市税約28億7,914万４千円で歳入全

体の20.5％を占め、前年度との比較では0.5％増、金額では約1,48４万６千

円の増額となっています。次いで市債が28億1,460万円で、歳入全体の20.0

％を占めており、内訳は、合併特例債17億620万円、臨時財政対策債5億3,9

10万円、過疎対策事業債2億5,090万円、地域再生事業債2億2,200万円が

主なものとなっています。前年度に対する減少率は28.9％、額にして11億4,

400万円の減額となっています。

［歳 出］

款別歳出決算額で最も大きなウェイトを占める費目は民生費で約27億6,52

6万1千円、歳出全体の20.5％を占めています。以下、構成率の高い順に教育

費約27億3,815万6千円、公債費約17億9,000万6千円、総務費約17億3,6

43万2千円、土木費12億1,079万9千円となっています。また、前年度との

比較において全体では減少率6.9%となっています。減額の大きいものは公債

費の5億2,291万8千円で、これは主に平成７年度、平成８年度借入分の減税

補てん債を平成１６年度に一括償還したことによるものです。次いで土木費

の3億5,120万9千円で、南～八京線道路改良事業及び公共下水道事業特別会

計繰出金の減が主なものとなっています。その他減額の大きいものは、ふる

さと林道開設事業の減少による農林水産業費、防災行政無線整備事業の減少

による消防費となっています。一方増額の主なものは総務費で、地域情報化

事業特別会計繰出金の増が要因となっています。
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［財政指標等］

各種財政指標につきましては、公債費負担比率が18.2％（前年度19.0％）

と高い比率を示しているものの、地方交付税において基準財政需要額として

算入された償還金の割合が高いため、起債制限比率としては9.7％（前年度9.

2%）となっています。また、平成１８年度より地方債の協議制移行に伴い設

けられた自治体の財政健全化を表す指標の実質公債費比率は、11.１%と比較

的健全な数値を示しています。この数値が１８％を超えると地方債の発行は

国の許可制となります。

その他、標準財政規模が77億7,601万8千円、財政力指数は0.466（前年

度0.445）と微増、経常収支比率は90.4％（前年度88.7%）で義務的経費の

増加により1.7ポイント増加、実質収支比率は7.8％（前年度4.2%）と3.6ポ

イント高くなっています。

【特別会計】

国民健康保険特別会計については、歳入総額が3,016,482,208円、歳出総

、 。額が2,913,760,114円で 歳入歳出差引額は102,722,094円となりました

老人保健特別会計については、歳入総額が2,999,938,959円、歳出総額が

2,984,777,145円で、歳入歳出差引額は15,161,814円となりました。

介護保険特別会計については、歳入総額が1,604,631,293円、歳出総額が

1,425,843,340円で、歳入歳出差引額は178,787,953円となりました。前

年度比較では、居宅及び施設介護サービス増により歳入で約1億2,873万円、

歳出で約8,849万6千円の増額となっています。

簡易水道事業特別会計については、歳入総額が413,662,330円、歳出総額

が356,434,282円で、歳入歳出差引額は57,228,048円となりました。

農業集落排水事業特別会計については、歳入総額が429,533,222円、歳出

総額が429,482,566円で、歳入歳出差引額は50,656円となりました。歳出

で、通常の維持管理費と起債償還が主なものとなっており、前年度比較での

増額は主に公債費の増加によるものです。

公共下水道事業特別会計については、歳入総額が1,045,820,231円、歳出

、 。総額が1,036,801,030円で 歳入歳出差引額は9,019,201円となりました

高富財産区特別会計については、歳入総額が3,160,589円歳出総額が1,83

7,463円で、歳入歳出差引額は1,323,126円となりました。

地域情報化事業特別会計については、歳入総額が1,808,251,460円、歳出

総額が1,808,245,546円で、歳入歳出差引額は5,914円となりました。地域

情報化の有線テレビ施設整備事業は前年度と当年度の２箇年で整備したもの

で、平成１７年１０月１日に開局し、テレビ及びインターネット通信サービ

スを開始しました。
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【地方債・基金】

［地方債］

地方債の一般会計分については、合併特例債17億620万円をはじめ臨時財

政対策債5億3,910万円、地域再生事業債2億2,200万円など、総額で28億1,

460万円発行、これら市債は、地域再生事業債を除き後年度に元利償還金又

は許可額に対し地方交付税措置されることとなっています。当該年度の元金

償還は約14億3,072万9千円で、地方債残高は約205億3,016万円となり、

当該年度末において約13億8,387万1千円（増加率約7.2％）の増額となりま

した。

特別会計は、簡易水道事業債1億5,300万円、公共下水道事業債3億6,800

万円、地域情報化事業に合併特例債12億8,430万円を発行し、1億6,738万

3千円を償還。地方債残高は約89億5,178万6千円となりました。

［基 金］

一般会計の基金については、合併特例債及び基金運用益の預金利子を財源と

して、合併振興基金に1億7,670万6千円を積立てたほか、財政調整基金、減

債基金等の積立型基金の運用益など、それぞれ基金に積立てを行いました。

取崩しでは当初予算ベースで、年度内で不足する財源分として財政調整基金

8億2,963万2千円及び減債基金4億円のほか、事業の特定財源として魅力あ

るまちづくり基金4億円、文化の里施設整備基金650千円を見込んでいました

が、合併特例債など有利な地方債の発行や経費節減等の結果、基金の取り崩

しを大幅に削減し決算することができました。

また、特別会計については高富財産区調整基金200万円を取り崩したほか、

各基金の運用益である預金利子44万円を積立て、当年度末の基金残高は約8

億6,766万9千円となりました。



２　　会　　計　　別　　決　　算　　額　　総　　括　　表

 

決算額   a
執 行
率

決算額　b   
執 行
率

a  -  b 増減率

歳 入 14,090,731,509 100.6 14,807,635,107 97.7 △ 716,903,598 △ 4.8

歳 出 13,460,142,079 96.1 14,460,424,965 95.4 △ 1,000,282,886 △ 6.9

差 引 630,589,430 347,210,142 283,379,288 81.6

歳 入 3,016,482,208 97.2 3,017,648,889 104.3 △ 1,166,681 △ 0.0

歳 出 2,913,760,114 93.9 2,844,833,596 98.3 68,926,518 2.4

差 引 102,722,094 172,815,293 △ 70,093,199 △ 40.6

歳 入 2,999,938,959 95.5 2,995,510,959 97.9 4,428,000 0.1

歳 出 2,984,777,145 95.0 2,995,488,028 97.9 △ 10,710,883 △ 0.4

差 引 15,161,814 22,931 15,138,883 66,019.3

歳 入 1,604,631,293 91.5 1,475,901,407 90.3 128,729,886 8.7

歳 出 1,425,843,340 81.3 1,337,347,786 81.8 88,495,554 6.6

差 引 178,787,953 138,553,621 40,234,332 29.0

歳 入 413,662,330 111.7 641,913,383 102.9 △ 228,251,053 △ 35.6

歳 出 356,434,282 96.2 585,991,232 94.0 △ 229,556,950 △ 39.2

差 引 57,228,048 55,922,151 1,305,897 2.3

歳 入 429,533,222 98.6 394,709,038 98.9 34,824,184 8.8

歳 出 429,482,566 98.6 394,603,244 98.9 34,879,322 8.8

差 引 50,656 105,794 △ 55,138 △ 52.1

歳 入 1,045,820,231 87.2 1,077,413,066 98.1 △ 31,592,835 △ 2.9

歳 出 1,036,801,030 86.4 1,077,412,691 98.1 △ 40,611,661 △ 3.8

差 引 9,019,201 375 9,018,826 2,405,020.3

歳 入 3,160,589 137.4 1,989,685 81.0 1,170,904 58.8

歳 出 1,837,463 79.9 1,567,712 63.8 269,751 17.2

差 引 1,323,126 421,973 901,153 213.6

歳 入 1,808,251,460 98.8 840,312,333 99.8 967,939,127 115.2

歳 出 1,808,245,546 98.8 840,312,230 99.8 967,933,316 115.2

差 引 5,914 103 5,811 5,641.7

歳 入 11,321,480,292 95.6 10,445,398,760 99.0 876,081,532 8.4

歳 出 10,957,181,486 92.6 10,077,556,519 95.5 879,624,967 8.7

差 引 364,298,806 367,842,241 △ 3,543,435 △ 1.0

歳 入 25,412,211,801 98.4 25,253,033,867 98.2 159,177,934 0.6

歳 出 24,417,323,565 94.5 24,537,981,484 95.4 △ 120,657,919 △ 0.5

差 引 994,888,236 715,052,383 279,835,853 39.1

平成１６年度 比較増減

2,300,000

農 業 集 落 排 水 事 業

介 護 保 険 1,753,444,000

平成１７年度 

予 算 現 額会 計 名 区 分

370,405,000

公 共 下 水 道 事 業

合     　　　　　計 25,838,260,000

11,837,408,000

地 域 情 報 化 事 業 1,830,611,000

小 計

特

別

会

計

老 人 保 健

（単位：円、％）

1,199,417,000

高 富 財 産 区

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険

14,000,852,000

3,103,005,000

3,142,647,000

435,579,000

簡 易 水 道 事 業
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３　　一　般　会　計　款　別　歳　入　決　算　額　対　前　年　度　比　較　表

 （単位：円、％）

予算現額

決算額　a 構成比 執行率   決算額　b 構成比 執行率 a　－　b 率

1 市 税 2,842,351,000 2,879,144,122 20.5 101.3 2,864,298,048 19.4 102.3 14,846,074 0.5

2 地 方 譲 与 税 320,845,000 329,497,000 2.4 102.7 274,021,000 1.9 113.4 55,476,000 20.2

3 利 子 割 交 付 金 18,900,000 19,241,000 0.1 101.8 32,677,000 0.2 83.8 △ 13,436,000 △ 41.1

4 配 当 割 交 付 金 5,000,000 7,378,000 0.1 147.6 5,143,000 0.0 93.5 2,235,000 43.5

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 1,500,000 11,936,000 0.1 795.7 4,981,000 0.0 110.7 6,955,000 139.6

6 地 方 消 費 税 交 付 金 250,000,000 258,109,000 1.8 103.2 279,494,000 1.9 115.5 △ 21,385,000 △ 7.7

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 40,500,000 45,213,910 0.3 111.6 46,408,110 0.3 96.7 △ 1,194,200 △ 2.6

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 111,000,000 119,237,000 0.8 107.4 122,720,000 0.8 103.1 △ 3,483,000 △ 2.8

9 地 方 特 例 交 付 金 103,000,000 103,532,000 0.7 100.5 104,916,000 0.7 100.0 △ 1,384,000 △ 1.3

10 地 方 交 付 税 4,458,763,000 4,458,763,000 31.6 100.0 4,452,645,000 30.1 104.3 6,118,000 0.1

内 普 通 交 付 税 3,980,571,000 3,980,571,000 28.2 100.0 3,930,314,000 26.6 100.0 50,257,000 1.3

訳 特 別 交 付 税 478,192,000 478,192,000 3.4 100.0 522,331,000 3.5 100.0 △ 44,139,000 △ 8.5

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 4,400,000 4,319,000 0.0 98.2 4,174,000 0.0 90.7 145,000 3.5

12 分 担 金 及 び 負 担 金 135,598,000 142,853,278 1.0 105.4 161,114,382 1.1 103.2 △ 18,261,104 △ 11.3

13 使 用 料 及 び 手 数 料 157,458,000 163,404,026 1.2 103.8 196,755,667 1.3 105.3 △ 33,351,641 △ 17.0

14 国 庫 支 出 金 727,691,000 757,786,202 5.4 104.1 963,482,553 6.5 89.7 △ 205,696,351 △ 21.3

15 県 支 出 金 810,039,000 799,838,113 5.7 98.7 742,897,263 5.0 91.1 56,940,850 7.7

16 財 産 収 入 15,263,000 19,323,290 0.1 126.6 12,474,095 0.1 180.2 6,849,195 54.9

17 寄 附 金 1,035,000 1,434,799 0.0 138.6 801,500 0.0 259.4 633,299 79.0

18 繰 入 金 605,190,000 554,227,921 3.9 91.6 71,559,171 0.5 15.9 482,668,750 674.5

19 繰 越 金 328,935,000 347,210,142 2.5 105.6 318,502,652 2.2 100.0 28,707,490 9.0

20 諸 収 入 242,784,000 253,683,706 1.8 104.5 189,970,666 1.3 111.2 63,713,040 33.5

21 市 債 2,820,600,000 2,814,600,000 20.0 99.8 3,958,600,000 26.7 96.5 △ 1,144,000,000 △ 28.9

14,000,852,000 14,090,731,509 100.0 100.6 14,807,635,107 100.0 97.7 △ 716,903,598 △ 4.8

比較増減

合 計

款 名
平成１７年度 平成１６年度
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４　　一　般　会　計　歳　入　決　算　額　所　属　別　内　訳　表

 （単位：円、％）

調定額 構成比 執行率 収入済額 構成比 執行率 収入未済額 構成比 未済率

0.0 － 0 0.0 － 0 0.0 0.0

99,985,000 101,990,907 0.7 102.0 101,990,907 0.7 102.0 0 0.0 0.0

3,050,000 4,167,969 0.0 136.7 4,167,969 0.0 136.7 0 0.0 0.0

3,051,671,000 3,338,320,828 23.3 109.4 3,109,051,306 22.1 101.9 222,058,250 91.3 6.9

61,430,000 60,066,178 0.4 97.8 60,066,178 0.4 97.8 0 0.0 0.0

8,681,480,000 8,725,394,262 60.9 100.5 8,725,394,262 61.9 100.5 0 0.0 0.0

0 0 0.0 - 0 0.0 - 0 0.0 -

111,203,000 121,289,334 0.8 109.1 121,289,334 0.9 109.1 0 0.0 0.0

98,985,000 111,403,741 0.8 112.5 111,403,741 0.8 112.5 0 0.0 0.0

701,685,000 652,758,920 4.6 93.0 650,515,870 4.6 92.7 2,211,250 0.9 0.3

89,386,000 92,792,348 0.6 103.8 92,792,348 0.7 103.8 0 0.0 0.0

16,291,000 17,674,751 0.1 108.5 17,674,751 0.1 108.5 0 0.0 0.0

30,148,000 28,676,751 0.2 95.1 28,676,751 0.2 95.1 0 0.0 0.0

118,569,000 122,196,545 0.9 103.1 119,468,856 0.9 100.8 2,727,689 1.1 2.2

26,926,000 31,316,321 0.2 116.3 30,642,913 0.2 113.8 673,408 0.3 2.2

250,540,000 251,823,152 1.8 100.5 251,248,566 1.8 100.3 574,586 0.2 0.2

87,524,000 87,784,109 0.6 100.3 87,784,109 0.6 100.3 0 0.0 0.0

203,691,000 198,516,315 1.4 97.5 183,504,135 1.3 90.1 15,012,180 6.2 7.6

46,812,000 46,003,475 0.3 98.3 46,003,475 0.4 98.3 0 0.0 0.0

0 0 0.0 － 0 0.0 － 0 0.0 －

0 0 0.0 － 0 0.0 － 0 0.0 －

292,240,000 316,160,224 2.2 108.2 316,160,224 2.2 108.2 0 0.0 0.0

4,071,000 3,660,854 0.0 89.9 3,660,854 0.0 89.9 0 0.0 0.0

13,821,000 16,893,804 0.1 122.2 16,893,804 0.1 122.2 0 0.0 0.0

11,344,000 12,341,156 0.1 108.8 12,341,156 0.1 108.8 0 0.0 0.0

14,000,852,000 14,341,231,944 100.0 102.4 14,090,731,509 100.0 100.6 243,257,363 100.0 1.7

建 設 課

水 道 課

都 市 計 画 課

下 水 道 課

消 防 本 部

文 化 課

教 育 総 務 課

学 校 教 育 課

生 涯 学 習 課

農 林 水 産 課

産 業 振 興 課

管 理 課

決　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額
予算現額

情 報 政 策 課

秘 書 課

税 務 課

総 合 企 画 課

財 政 課

合 計

所 属 名

議 会 事 務 局

総 務 課

市 民 課

環 境 衛 生 課

社 会 福 祉 課

長 寿 福 祉 課

農 山 村 整 備 課

健 康 課
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５　　一　般　会　計　款　別　歳　出　決　算　額　対　前　年　度　比　較　表

 （単位：円、％）

予算現額

決算額　a
構成
比
執行
率

決算額　b
構成
比
執行
率

a　－　b 率

1 議 会 費 184,524,000 182,511,462 1.4 98.9 178,770,131 1.3 98.1 3,741,331 2.1

2 総 務 費 1,799,992,000 1,736,431,886 12.9 96.5 1,450,831,665 10.0 95.6 285,600,221 19.7

3 民 生 費 2,880,052,000 2,765,260,986 20.5 96.0 2,721,153,361 18.8 96.5 44,107,625 1.6

4 衛 生 費 902,839,000 883,106,403 6.6 97.8 882,031,653 6.1 96.2 1,074,750 0.1

5 労 働 費 3,046,000 3,040,000 0.0 99.8 3,046,000 0.0 100.0 △ 6,000 △ 0.2

6 農林水産業費 849,076,000 794,301,545 5.9 93.5 1,017,224,156 7.0 92.0 △ 222,922,611 △ 21.9

7 商 工 費 273,463,000 262,138,281 1.9 95.9 227,692,145 1.6 96.1 34,446,136 15.1

8 土 木 費 1,380,191,000 1,210,799,218 9.0 87.7 1,562,008,255 10.8 85.5 △ 351,209,037 △ 22.5

9 消 防 費 1,101,212,000 1,081,559,750 8.1 98.2 1,243,473,309 8.6 97.8 △ 161,913,559 △ 13.0

10 教 育 費 2,811,738,000 2,738,155,863 20.3 97.4 2,813,850,501 19.5 97.0 △ 75,694,638 △ 2.7

11 公 債 費 1,792,542,000 1,790,005,685 13.3 99.9 2,312,924,094 16.0 99.9 △ 522,918,409 △ 22.6

12 災 害 復 旧 費 13,000,000 12,831,000 0.1 98.7 47,419,695 0.3 77.2 △ 34,588,695 △ 72.9

13 予 備 費 9,177,000 0 0.0 - 0 0.0 - 0 -

14,000,852,000 13,460,142,079 100.0 96.1 14,460,424,965 100.0 95.4 △ 1,000,282,886 △ 6.9

比較増減

合 計

款 名
平成１７年度 平成１６年度
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６　　一　般　会　計　節　別　歳　出　決　算　額　対　前　年　度　比　較　表

 （単位：円、％）

決算額　a 構成比 執行率 決算額　b 構成比 執行率 a  - b 増減率

1 報 酬 212,115,000 207,099,556 1.5 97.6 202,162,905 1.4 97.6 4,936,651 2.4

2 給 料 1,427,752,000 1,424,898,826 10.6 99.8 1,470,725,980 10.2 99.9 △ 45,827,154 △ 3.1

3 職 員 手 当 等 1,064,379,000 1,018,297,975 7.6 95.7 1,051,288,146 7.3 95.8 △ 32,990,171 △ 3.1

4 共 済 費 405,817,000 397,337,891 3.0 97.9 403,595,498 2.8 99.0 △ 6,257,607 △ 1.6

5 災 害 補 償 費 1,050,000 105,636 0.0 10.1 118,220 0.0 11.3 △ 12,584 △ 10.6

7 賃 金 219,856,000 211,411,385 1.6 96.2 195,999,377 1.4 95.2 15,412,008 7.9

8 報 償 費 65,279,300 57,657,679 0.4 88.3 53,116,628 0.4 85.3 4,541,051 8.5

9 旅 費 42,390,000 34,120,230 0.3 80.5 32,813,263 0.2 75.0 1,306,967 4.0

10 交 際 費 1,600,000 621,915 0.0 38.9 497,947 0.0 17.1 123,968 24.9

11 需 用 費 586,055,700 536,754,661 4.0 91.6 561,075,743 3.9 89.7 △ 24,321,082 △ 4.3

12 役 務 費 108,552,000 94,836,931 0.7 87.4 115,375,253 0.8 88.3 △ 20,538,322 △ 17.8

13 委 託 料 1,235,101,000 1,163,773,243 8.6 94.2 1,181,882,051 8.2 96.3 △ 18,108,808 △ 1.5

14 使 用 料 及 び 賃 借 料 133,556,000 127,172,211 0.9 95.2 146,412,038 1.0 93.8 △ 19,239,827 △ 13.1

15 工 事 請 負 費 2,814,587,500 2,750,391,730 20.4 97.7 3,328,982,676 23.0 91.3 △ 578,590,946 △ 17.4

16 原 材 料 費 987,000 692,005 0.0 70.1 634,247 0.0 47.0 57,758 9.1

17 公 有 財 産 購 入 費 104,366,000 100,412,668 0.7 96.2 115,373,973 0.8 95.7 △ 14,961,305 △ 13.0

18 備 品 購 入 費 200,421,100 193,729,602 1.4 96.7 192,202,934 1.3 97.6 1,526,668 0.8

19 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 860,973,500 815,099,232 6.1 94.7 830,598,333 5.7 95.0 △ 15,499,101 △ 1.9

20 扶 助 費 924,949,000 876,206,905 6.5 94.7 805,844,582 5.6 97.0 70,362,323 8.7

21 貸 付 金 63,120,000 63,000,000 0.5 99.8 63,000,000 0.4 99.4 0 0.0

22 補 償 補 填 及 び 賠 償 金 16,070,000 12,570,720 0.1 78.2 168,663,373 1.2 98.6 △ 156,092,653 △ 92.5

23 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料 1,802,911,000 1,800,229,490 13.4 99.9 2,320,835,238 16.0 99.8 △ 520,605,748 △ 22.4

24 投 資 及 び 出 資 金 24,552,000 23,776,265 0.2 96.8 14,097,477 0.1 100.0 9,678,788 68.7

25 積 立 金 179,404,000 179,397,955 1.3 100.0 179,635,918 1.2 100.0 △ 237,963 △ 0.1

27 公 課 費 3,060,900 2,549,880 0.0 83.3 2,412,449 0.0 81.3 137,431 5.7

28 繰 出 金 1,492,770,000 1,367,997,488 10.2 91.6 1,023,080,716 7.1 93.8 344,916,772 33.7

29 予 備 費 9,177,000 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

14,000,852,000 13,460,142,079 100.0 96.1 14,460,424,965 100.0 95.4 △ 1,000,282,886 △ 6.9

比較増減

合 計

節 名 予算現額

平成１７年度 平成１６年度
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７　　一　般　会　計　歳　出　決　算　額　所　属　別　内　訳　表

 （単位：円、％）

決算額　a 構成比 執行率 決算額　b 構成比 執行率 a -b 増減率

149,214,000 147,571,537 1.1 98.9 144,906,626 1.0 97.7 2,664,911 1.8

648,443,000 631,595,757 4.7 97.4 820,504,988 5.7 96.2 △ 188,909,231 △ 23.0

2,835,854,000 2,775,108,071 20.6 97.9 2,837,069,427 19.6 98.1 △ 61,961,356 △ 2.2

71,214,000 69,554,989 0.5 97.7 66,045,690 0.5 92.7 3,509,299 5.3

157,532,000 152,607,108 1.1 96.9 159,786,949 1.1 98.4 △ 7,179,841 △ 4.5

1,984,411,000 1,972,386,647 14.6 99.4 2,495,440,322 17.2 99.8 △ 523,053,675 △ 21.0

435,491,000 415,282,465 3.1 95.4 120,528,813 0.9 88.4 294,753,652 244.6

207,059,000 205,809,039 1.6 99.4 207,606,476 1.5 97.7 △ 1,797,437 △ 0.9

608,569,000 601,675,428 4.5 98.9 621,553,809 4.3 96.7 △ 19,878,381 △ 3.2

1,465,496,000 1,380,996,350 10.3 94.2 1,334,041,591 9.2 95.8 46,954,759 3.5

468,714,000 460,728,516 3.4 98.3 405,562,890 2.8 96.5 55,165,626 13.6

108,554,000 100,854,338 0.7 92.9 103,739,429 0.7 92.4 △ 2,885,091 △ 2.8

90,752,000 83,427,352 0.6 91.9 90,296,566 0.6 95.9 △ 6,869,214 △ 7.6

237,298,000 226,288,340 1.7 95.4 258,328,584 1.8 96.5 △ 32,040,244 △ 12.4

114,073,000 108,631,990 0.8 95.2 112,536,380 0.8 96.8 △ 3,904,390 △ 3.5

626,043,000 587,964,889 4.4 93.9 621,636,526 4.3 88.5 △ 33,671,637 △ 5.4

317,829,000 287,253,643 2.1 90.4 538,944,050 3.7 77.6 △ 251,690,407 △ 46.7

291,004,000 260,461,873 1.9 89.5 399,997,523 2.8 84.4 △ 139,535,650 △ 34.9

306,872,000 291,702,580 2.2 95.1 305,926,604 2.1 93.9 △ 14,224,024 △ 4.6

41,365,000 39,955,065 0.3 96.6 32,183,715 0.2 95.2 7,771,350 24.1

443,920,000 338,392,000 2.5 76.2 379,704,000 2.6 90.3 △ 41,312,000 △ 10.9

1,637,046,000 1,629,421,304 12.1 99.5 1,117,665,209 7.7 98.1 511,756,095 45.8

400,601,000 372,614,751 2.8 93.0 381,514,698 2.6 92.3 △ 8,899,947 △ 2.3

0 0 － － 778,087,250 5.4 97.1 △ 778,087,250 皆減

0 0 － － 126,816,850 0.9 94.4 △ 126,816,850 皆減

237,598,000 215,997,563 1.6 90.9 0 － － 215,997,563 皆増

115,900,000 103,860,484 0.8 89.6 0 － － 103,860,484 皆増

14,000,852,000 13,460,142,079 100.0 96.1 14,460,424,965 100.0 95.4 △ 1,000,282,886 △ 6.9合 計

所 属 名

議 会 事 務 局

総 務 課

秘 書 課

税 務 課

総 合 企 画 課

財 政 課

下 水 道 課

農 林 水 産 課

産 業 振 興 課

管 理 課

建 設 課

水 道 課

平成１６年度

長 寿 福 祉 課

健 康 課

情 報 政 策 課

市 民 課

環 境 衛 生 課

社 会 福 祉 課

予算現額

平成１７年度

社 会 教 育 課

社 会 体 育 課

比較増減

文 化 課

消 防 本 部

教 育 総 務 課

学 校 教 育 課

生 涯 学 習 課

都 市 計 画 課

農 山 村 整 備 課
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８　　一 般 会 計 決 算 額 各 種 財 政 指 標 等 一 覧 表

１．決算額、単年度収支状況等 （単位：千円）

平成１７年度 平成１６年度

14,090,731 14,807,635 a

13,460,142 14,460,425 b

630,589 347,210 c

22,064 28,669 d

608,525 318,541 e

841 918 f

415,719 0 g

0 0 h

△ 124,894 △ 698,359 ｉ

２．性質別決算額内訳表 （単位：千円）

平成１６年度

2,967,850

888,483

2,312,924

6,169,257

1,865,845

122,960

984,582

179,636

77,097

1,101,511

3,912,119

47,418

3,959,537

14,460,425

3,167,820

13,043

投
資
的
経
費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

小 計 3,180,863

投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付 金

繰 出 金

86,776

1,442,492

220,588

5,637,517

1,752,488

義
務
的
経
費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

性 質 別

小 計

物 件 費

維 持 補 修 費

財政調整基金積立

財政調整基金取崩し

繰 上 償 還 額

実 質 単 年 度 収 支

積 立 金

960,020

179,398

区 分 備　　　　　　　　　考

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

翌 年 度 繰 越 額

実 質 収 支

13,460,142合計

a-b

c-d

e-前年度のｅ+f-g+h

平成１７年度

2,878,586

968,925

1,790,006

補 助 費 等

－ 12 －



３．財政分析指標①

平成１７年度 平成１６年度

7,776,018千円 7,645,159千円 　ｋ

7.8% 4.2% 　e／ｋ

18.2% 19.0%

４．財政分析指標② （単位：千円）

平成１６年度

1,676,002

3,710,927

7,681,459

1,739,247

14,807,635

1,538,869

3,709,140

7,959,482

1,252,934

14,460,425

区 分

特 定 財 源

3,087,624

7,771,096

財 政 力 指 数

平成１７年度

2,072,009

地方債の円滑な発行確保、地方財源の保
障、地方財政の健全化を図るため平成１８年
度より許可制から協議制になることに伴って
設けられた指標で、起債制限比率に公営企
業債の元利償還金に対する繰出し、組合が
発行した地方債の元利償還に対する負担金
等を加味し算出するもの。１８％を超えると財
政運営が厳しくなり地方債の発行は許可制と
なる。３ケ年平均で表すが１６年度は２ケ年平
均の数値。

基準財政収入額/ 基準財政需要額の３年平
均。指数が「１」に近く、あるいは「１」を超える
ほど財源に余裕があり、この指数が「１」を超
える団体は普通交付税の不交付団体となる。

備 考

一 般 財 源

特 定 財 源

区　　　　　　分

歳入

臨時

経常

計

一 般 財 源

特 定 財 源

一 般 財 源

交付税措置のある分を差し引いた公債費/
（標準財政規模＋臨時財政対策債-公債費へ
の交付税措置分）の３年平均。２０％を超える
と起債の制限を受ける。

標 準 財 政 規 模

実 質 収 支 比 率

実 質 公 債 費 比 率

9.7% 9.2%

公 債 費 負 担 比 率

起 債 制 限 比 率

11.1%

公債費充当一般財源/歳入一般財源総額(減
税補てん債一括償還除く）

0.466

10.6%

0.445

90.4% 88.7%経 常 収 支 比 率

減税補てん債及び臨時財政対策債を経常一
般財源等に加えた比率。一般的には、都市に
あっては７５％、町村にあっては７０％程度が
妥当とされ、率が高くなるほど財政の弾力性
が失われる。当市では公債費、繰出金、扶助
費等により年々高くなることが予想される。ち
なみに全国的にも上昇傾向にあり「地方財政
白書、１９９８から２００４年度決算」では、都市
で２００４年が９０．５となっており、５年前より
５．８ポイントも上昇している。

7,509,420

1,166,345

歳出

臨時

経常

計

一 般 財 源

特 定 財 源

13,460,142

1,160,002

14,090,731

1,703,096

3,081,281

－ 13 －



５．財政分析指標③ （単位：千円）

平成１７年度 平成１６年度

計 14,090,731 14,807,635

義 務 的 経 費 5,637,517 6,169,257

投 資 的 経 費 3,180,863 3,959,537

そ の 他 経 費 4,641,762 4,331,631

計 13,460,142 14,460,425

６．人口１人当たり指標

平成１７年度 平成１６年度

92,384円 91,517円

431,899円 462,024円

187,085円 197,057円

231,162円 240,997円

658,757円 611,742円

945,995円 845,426円

31,165人 31,298人

基金残高 （全会計）

地方債残高（全会計）

年度末人口

地方債残高（一般会計）

住 民 基 本 台 帳 人 口

歳 出 決 算 額

基金残高（一般会計）

備　　　　　　　考区 分

市 税

土地開発基金除く

区　　　　　分 備　　　　　　　　考

歳入

自 主 財 源 4,361,281 3,815,476
市税、分担金及び負担金、使用料及び手
数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越
金、諸収入

依 存 財 源 9,729,449 10,992,159

地方譲与税、利子割交付金、配当割交付
金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費
税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動
車取得税交付金、地方特例交付金、地方
交付税、交通安全対策特別交付金、国庫
支出金、県支出金、市債

歳出

人件費、扶助費、公債費

普通建設事業費、災害復旧事業費

上記以外の経費

－ 14 －



９　　会　計　別　地　方　債　の　内　訳　表

 （単位：千円）

増 加 額 減 少 額

１ 13,293,897 307,300 1,321,971 12,279,226

(1) 総 務 債 1,938,259 156,060 1,782,199

(2) 民 生 債 549,414 52,098 497,316

(3) 保 育 所 債 13,184 1,196 11,988

(4) 衛 生 債 1,042,648 158,837 883,811

(5) 農 林 債 1,471,134 51,000 164,298 1,357,836

(6) 土 木 債 4,004,844 212,800 393,600 3,824,044

(7) 消 防 債 558,579 32,500 67,229 523,850

(8) 教 育 債 3,715,835 11,000 328,653 3,398,182

２ 73,393 500 9,405 64,488

３ 884,824 39,500 64,526 859,798

４ 135,275 9,127 126,148

５ 2,408,400 539,100 25,700 2,921,800

６ 1,939,600 1,706,200 3,645,800

７ 410,900 222,000 632,900

19,146,289 2,814,600 1,430,729 20,530,160

1,222,400 153,000 11,857 1,363,543

4,937,369 155,526 4,781,843

545,200 368,000 913,200

608,900 1,284,300 1,893,200

7,313,869 1,805,300 167,383 8,951,786

26,460,158 4,619,900 1,598,112 29,481,946合 計

一

般

会

計

特
別
会
計

簡 易 水 道 事 業 債

公 共 下 水 道 事 業 債

小 計

農 業 集 落 排 水 事 業 債

小 計

合併特例債（地域情報化事業）

地 域 再 生 事 業 債

平成１７年度中増減額

備　　　　　　　考

減 税 補 て ん 債

平成１７年度
末

現　在　高

合 併 特 例 債

平成１６年度
末

現　在　高

災 害 復 旧 債

臨 時 税 収 補 て ん 債

臨 時 財 政 対 策 債

普 通 債

区 分

－ 15 －



１０　　会　計　別　基　金　の　運　用　状　況　表

 （単位：千円）

増 加 額 減 少 額

財 政 調 整 基 金 2,305,498 841 415,719 1,890,620

減 債 基 金 1,292,297 712 100,000 1,193,009

教 育 施 設 整 備 基 金 121,829 47 0 121,876

魅 力 あ る ま ち づ く り 基 金 1,184,916 789 0 1,185,705

文 化 の 里 施 設 整 備 基 金 8,345 44 672 7,717

市 営 住 宅 建 設 基 金 49,858 30 0 49,888

消 防 施 設 整 備 基 金 184,422 157 0 184,579

クリーンセンター施設整備基金 80,545 72 0 80,617

福 祉 施 設 整 備 基 金 8,705 0 0 8,705

合 併 振 興 基 金 353,000 176,706 0 529,706

ふ る さ と 水 と 土 基 金 30,000 0 0 30,000

地 域 福 祉 基 金 548,083 0 0 548,083

途 中 計 6,167,498 179,398 516,391 5,830,505

土 地 開 発 基 金 506,000 0 0 506,000

合 計 6,673,498 179,398 516,391 6,336,505

国 民 健 康 保 険 基 金 567,226 321 0 567,547

高額療養費支払資金貸付基金 10,000 0 0 10,000

介 護 給 付 費 準 備 基 金 66,028 53 0 66,081

簡 易 水 道 基 金 91,055 66 0 91,121

高 富 財 産 区 調 整 基 金 134,920 0 2,000 132,920

計 869,229 440 2,000 867,669

特
別
会
計

備　　　　　　　考

一

般

会

計

区 分
平成１６年度

末
現　在　高

平成１７年度中増減額 平成１７年度
末

現　在　高

－ 16 －
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主要な施策の成果説明及び実績

この主要な施策の成果説明及び実績については、款項目すべてについて網羅するものではなく、各
目毎で人件費、旅費、需用費、役務費等事務的な経常経費を除き、主要な事業について成果の説明を
行っております。

【款 議会費 項 議会費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
議会費 １８４，５２４ １８２，５１２

議会費 １８４，５２４ １８２，５１２

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

議会費
【議会事務局】 （予算現額 760千円）○議会報発行 ７１４千円

議会報を各定例会終了の翌々月に発行し、山県市議会活動内容を市民
に提供し、議会に対する理解と協力を得るとともに、議会情報の周知を
図りました。

・発行日 １日発行（年間４回）
・仕 様 Ａ４版（カラ－）８頁
・発行数 ９，１００部×４回

（予算現額 2,640千円）○政務調査 ２，２０６千円

山県市議会議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として、議
会における会派に対し、政務調査費を交付しました。

＜政務調査費交付実績＞
会 派 名 人 数 交付金額
山 県 ク ラ ブ ８人 ９５９千円
市 政 ク ラ ブ １０人 １，０６７千円
＊民 主 ク ラ ブ １人 ３０千円
山県市議会公明党 １人 １２０千円
日 本 共 産 党 １人 ３０千円

計 ２１人 ２，２０６千円
＊ 平成１８年４月１日から自由クラブに変更

○主な議会活動

・定例会 ４回（６月、９月、１２月、３月）
・臨時会 ４回（４月、８月、１１月、１月）
・議会運営委員会 ２１回
・常任委員会 延べ１５回
・特別委員会 延べ１２回
・議員研修他



- 18 -

【款 総務費 項 総務管理費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
総務費 １，７９９，９９２ １，７３６，４３２

総務管理費 １，４７６，８１３ １，４２０，０４６

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

一般管理費
【総務課】 （予算現額 1,575千円）○防犯灯新設工事 １，５６６千円

防犯対策の一環として、市内の必要箇所に防犯灯を設置し、市民の生
活安全確保に努めました。

＜防犯灯設置状況＞
区 分 基 数

防犯灯新設工事 ８５基
市内総設置数 ２，８５３基 （平成１８年３月３１日現在）

【秘書課】 （予算現額 3,275千円）○職員研修事業 ２，１６４千円
【特定財源】

その他 １０８千円

職員の資質の向上及び能力開発に資するため各種研修を行いました。

＜職員研修実績＞
区 分 研 修 名 受講者数

岐阜県市町村職員研修センター研修 ５２人
岐阜県市町村行政情報センター研修 ６人
市 町 村 職 員 中 央 研 修 所 研 修 ６人
岐 阜 地 域 広 域 市 町 村 圏 研 修 ８人派遣研修
地 域 問 題 研 究 所 研 修 ６人
自 治 大 学 校 研 修 １人
市町村職員実務研修 岐阜県へ派遣 １人（ ）

小 計 ８０人
市単独一般研修（個人情報保護） １４３人
主任・主事・主事補対象単独研修
新 採 用 職 員 研 修 ８人

小 計 １５１人
合 計 ２３１人
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

文書広報費
〇広報やまがた発行【総合企画課】

（予算現額 10,987千円）１０，２６３千円
【特定財源】
県支出金 ７８６千円

市政に関する情報を広く市民に知らせるため 「広報やまがた」を毎月、
１日に発行し、自治会を通じて全世帯に配布しました。

、 、また 市内コンビニエンスストアー９店及び公共施設窓口にも配置し
希望者に配布しました。

＜広報やまがた発行状況＞
発 行 部 数 ９，１００部
自 治 会 配 布 ８，４００部
コ ン ビ ニ 配 布 １６０部
公共施設窓口配布 ５４０部

（予算現額 240千円）〇声の広報関係費 ２４０千円

目の不自由な方に市政に関する情報をお知らせするために、ボランテ
ィアの協力を得て、声による「広報やまがた」の収録テープを作成し、
市役所及び各中央公民館に配置し、希望者に貸し出しました。

・収録テープ作成本数 １１本

財政管理費
〇財務会計システム保守点検委託事業【財政課】

（予算現額 2,421千円）２，２９３千円

予算・執行・決算を一元管理する財務会計システムの保守点検委託を
行いました。

財産管理費
○基金積立事業【財政課】

（予算現額 179,363千円）１７９，３５８千円
【特定財源】
市債(合) １６７，６００千円 ※ 市債（合）は、合併特例債
その他 ２，８５８千円

基金の目的に応じ、基金の運用益及び予算に定める額をそれぞれ積み
立てました。

・合併振興基金積立 １７６，５００千円
・他 利子積立 ２，８５８千円
※ 詳細は、会計別基金の運用状況表を参照
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

自治振興費
〇自治会長等報償費【総務課】

（予算現額 7,473千円）７，４１１千円

市政の円滑な運営、住みよいまちづくりを目指すため、単位自治会長
に対して、防災防犯対策・社会福祉・青少年健全育成・人権問題の啓発
等の協力を依頼したほか、道路水路の維持管理、自治会内の行政要望等

、 。の聴取・調整 市広報紙・各種行政文書の配布や回覧等を依頼しました
また、各地区連合自治会長に対しては、所管する単位自治会との連絡調
整、単位自治会間での利害調整等を図っていただきました。

〇自治会等活動補助金
（予算現額 10,710千円）１０，６１０千円

地域に根ざした課題の解決、安全・安心の社会づくりに、自治会の役
割は欠かせません。特に、地方分権の進展とともに、地域住民が地域の
ことを知って愛着を持ち、住民の手によって主体的にまちづくりを進め
る重要性が再認識されてきています。こうした中で、住民自治を担う基
盤的な組織である自治会の活動を支援しました。

・地区自治会連合会 １４
・単位自治会 １５６
・自治会加入世帯総数 ８，３６８世帯（平成１７年４月１日現在）

〇自治会集会施設建設事業補助金
（予算現額 4,000千円）３，４２３千円

組織活動する上で、その拠点となる施設の存否価値は多大ともいえま
す。このため、住民自治を推進するため、自治会集会施設の建設、改良
・維持補修に必要な資金の支援をしました。

＜補助金交付実績＞ （単位：千円）
自治会名 内 容 工事費 補助金額
南 自 治 会 建替(257.8㎡) ３６，２２５ ３，０００
小田自治会 屋根等改修 ９３１ ９３
市場自治会 屋根等改修 ６３０ ６０
藤倉自治会 外壁・床面改修等 １，７８０ １７０
奥峠自治会 屋根改修 １，０２２ １００

計 ４０，５８８ ３，４２３

〇自治会遊具等設置事業補助金
（予算現額 2,100千円）２，１００千円

【特定財源】
その他 ２，１００千円

松尾自治会は、情操教育・世代間交流の場として、乳幼児から高齢者
までが利用できる公園を保持しており 当該公園への遊具設置事業が(財)、
自治総合センターによる一般コミュニティ助成（宝くじ助成）事業の対
象となったため、補助金として支出しました。

（単位：千円）
実施主体 内 容 工事費
松尾自治会 松尾児童公園遊具設置工事 ２，１９０
※ 設置遊具（すべり台、低鉄棒、ブランコ、シーソー、ベンチ等）
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

情報管理費
〇情報セキュリティ対策【情報政策課】

（予算現額 1,575千円）１，５７５千円

平成１６年度に策定した情報セキュリティポリシーをより定着させる
、 、 、ため 業務委託による実施手順書作成支援 対策基準への順守状況調査

インターネット利用状況調査を行いました。

〇ファイルサーバー購入
（予算現額 7,000千円）６，０９０千円

町村合併による電子ファイルの増加に対応するため、本庁に大容量の
ファイルサーバー専用機を導入しました。また、伊自良支所に同機種を

、 。導入して常時複製を取ることで バックアップ体制の強化を図りました

（予算現額 3,980千円）〇イントラネット構築 ３，６５０千円

各公共施設間を接続する情報通信ネットワークはこれまで、岐阜県情
報スーパーハイウエイやＮＴＴの公衆回線・専用線、無線など、複数の
回線を利用していましたが、すべて有線テレビ施設整備事業で整備した

、 。光ファイバーに切り替え 高速で安定したネットワークを構築しました

交通安全対策費
〇交通安全対策事業【総合企画課】

（予算現額 10,259千円）９，６５９千円
【特定財源】
県支出金 １３０千円

交通安全対策として、交通安全指導員による幼児、児童等の交通安全
教育、チャイルドシート購入費助成、カーブミラーなどの施設整備、交
通安全運動等を推進しました。

＜チャイルドシート購入費助成実績＞
年度 件 数 助成金額
１５ ７８件 ６３３千円
１６ ８６件 ７２１千円
１７ １００件 ８４４千円

・カーブミラー等設置工事 ３０箇所

企画費
〇第１次山県市総合計画書作成事業【総合企画課】

（予算現額 3,564千円）２，４３６千円

平成１５年度・１６年度の２箇年をかけて策定した第１次山県市総合
計画の計画書とダイジェスト版を作成し、関係各所と市内全世帯に配布
して計画の周知及び推進を図りました。

・総合計画 １０，０００部
・ダイジェスト版 １５，０００部
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【款 総務費 項 総務管理費】

企画費
〇地域振興イベント事業補助金【総合企画課】

（予算現額 2,500千円）２，５００千円

音楽を通じて地域の活性化を図る「夢先案内所」によるアマチュアバ
ンドコンテスト『バンドでどん』に対する支援と、高富青雲太鼓の振興
・保存及び伝承を図り、市の活性化・文化の振興等に努めている高富青
雲組の活動に対して支援を行いました。

・文化芸術奨励事業補助金（バンドでどん） 2,000千円
・高富青雲太鼓補助金 500千円

〇男女共同参画計画策定経費
（予算現額 356千円）３３４千円

男女共同参画社会の実現を目指すための「男女共同参画プラン」を策
定するにあたり、大学教授や市民の一般公募者を含む１４名で構成する
「男女共同参画推進懇話会」を平成１７年１０月に立ち上げました。当
年度は、男女共同参画に関する市民意識調査の内容検討、調査票の配布
を行いました。

・配 布 者 １，５００人 ※ １８歳～７４歳の市民の無作為抽出
・回収結果 ５１０人 ※ 回答率 ３４．２％
・懇話会の開催状況

[第１回] １０月６日 ※ 役員選出、策定スケジュールの検討等
[第２回] １月２５日 ※ 市民意識調査の実施方法の検討

〇花の都ぎふ推進協議会負担金
（予算現額 4,000千円）３，６８３千円

花は、人の心を和ませ、夢を抱かせ、希望を与えてくれると言われま
す。このため、県が推進している「花の都ぎふ」運動に呼応し、市民参

「 」 、「 」加型の 山県市花の都ぎふ推進協議会 へ負担金を拠出して 花づくり
「花かざり 「人づくり」が一体となった活動を行いました。」

【活動内容】
＜花づくり講習会開催状況＞

開 催 日 参加者数
７月２８日（木） ４６人

１０月２７日（木） ４７人
１２月２１日（水） ６３人
３月１７日（金） ６３人

＜花かざり推進団体補助実績＞
区 分 金 額 団体数

老 人 ク ラ ブ １，０５０千円 １１クラブ
自 治 会 ９５０千円 １９自治会
ボランティア団体 １７０千円 ４団体
グループフラワー９１ ８４０千円

・花かざりコンクール
６団体応募（すべて奨励賞）

・その他の活動
「花フェスタ２００５ぎふ」へ参加
・市町村花壇植栽 ４月１５日（金）
・花の歌フェスタ決戦大会 ６月１０日（金）
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【款 総務費 項 総務管理費】

企画費
○自主運行バス補助金【総合企画課】

（予算現額 114,511千円）１０８，２７３千円
【特定財源】
県支出金 ４２，４２８千円

市民の交通手段を確保するため、自主運行バスの運行を岐阜乗合自動
車（株）に委託し、これに係る経費を補助しました。

＜利用実績＞（平成１６年１０月１日～平成１７年９月３０日）
区 分 輸送人員 運送収入 実車走行距離
岐 北 線 90,142人 37,333千円 277,229㎞
板 取 線 55,921人 21,960千円 92,803㎞
ハ ー バ ス 29,784人 2,835千円 101,952㎞
大 桑 線 17,994人 1,713千円 57,750㎞
伊自良線 11,790人 1,122千円 44,202㎞

〇イベント事業負担金【産業振興課】
（予算現額 26,200千円）２６，１７８千円

市内の各地域が持つ地域資源や特産品を積極的に内外にＰＲするとと
もに、交流人口の拡大や物販を通じた消費拡大など、地域活性化のため
の重要な役割を果たしました。

＜イベント開催実績＞
区 分 事 業 費 開催日 来場者数

ふるさとまつり ７，３７２千円 ４月２４日 ６，０００人
いじら湖夏まつり ３，９７４千円 ８月 ７日 ３，０００人
ふるさと栗まつり １４，８３２千円 １０月 ２日 ５３，０００人
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【款 総務費 項 徴税費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
総務費 徴税費 ２０２，３５７ ２００，０１７

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

賦課徴収費
○市税賦課・収納管理等システム業務委託事業【税務課】

（予算現額 19,885千円）１９，８８１千円

適正な市税の賦課・収納管理等のため、これらに係る電算処理業務、
また、それらのシステム保守の業務委託を行いました。

○土地・家屋評価システム等業務委託事業
（予算現額 23,983千円）２２，７３９千円

固定資産税（土地・家屋）の適性かつ公平な賦課のため、固定資産税
の算定基礎資料の作成、また、家屋評価システム保守の業務委託を行い
ました。

・固定資産基礎資料整備事業 13,755千円
平成１８年度評価替え準備の最終年として、現況図の修正及びデー
タの作成を行いました。

・家屋評価システム保守点検委託 630千円
適正な家屋評価のため、システムの保守点検を行いました。

・公図修正業務委託 584千円
。平成１６年中の土地の分合筆等の資料により公図修正を行いました

・空中写真撮影業務委託 7,770千円
最新の土地・家屋の現況を把握し、適切な賦課のため、空中写真撮
影を行いました。

○固定資産土地鑑定評価委託事業
（予算現額 7,784千円）７，７５３千円

平成１８年度土地評価替えにあたり、時点修正業務委託及び標準宅地
図・路線価図作成業務委託を行いました。

・時点修正業務委託 3,154千円
平成１８年度土地評価替えにあたり平成１７年１月１日を価格調査
の基準日として鑑定評価を実施しましたが、依然として地価が下落し
ているため、半年間の地価下落率を鑑定し、評価に反映させるための
措置を講じました。

・標準宅地図・路線価図作成業務委託 4,599千円
平成１８年度土地評価替えに伴う土地評価業務を適性かつ公平化を

、 、図るため 土地評価の現状資料の全面的な見直しを実施するとともに
課税客体を効率的に把握でき、公平で適正な評価を実施するための基
礎資料を作成しました。
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【款 総務費 項 徴税費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

賦課徴収費
○税務諸証明等交付事務【税務課】

＜税務諸証明等取扱件数＞
取扱件数（支所・出張所取扱分含む）
１６年度 １７年度

税務諸証明書交付 ６，２３２件 ５，７１６件
臨時運行許可書交付 １，４３８件 １，１１６件

２３７件 ２１１件
広域窓口発行取扱 （委託分：１１７件） （委託分： ８６件）

（受託分：１２０件） （受託分：１２５件）

○徴税事務（課税収入状況）

＜市税収納率・不納欠損額一覧表＞
現年課税分(％) 滞納繰越分(％) 合 計(％) 不納欠損額(千円)区分・年度
16年度 17年度 16年度 17年度 16年度 17年度 16年度 17年度税目区分

市 民 税 98.4 98.4 21.4 18.0 94.4 94.0 3,063 2,635
固定資産税 97.3 97.3 28.2 18.5 92.4 91.4 18,666 4,495
軽自動車税 97.8 97.4 36.1 22.7 95.6 94.2 107 81
た ば こ 税 100.0 100.0 － － 100.0 100.0 0 0
鉱 山 税 100.0 100.0 － － 100.0 100.0 0 0

－ － 0.0 0.0 0.0 0.0 0 0特 別 土 地 保 有 税
合 計 97.9 97.9 25.1 17.7 93.4 92.6 21,836 7,211
※ 固定資産税については、交付金及び納付金を含まない
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【款 総務費 項 戸籍住民基本台帳費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
総務費 戸籍住民基本台帳費 ８７，３２５ ８４，９０９

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

戸籍住民基本台帳費
〇戸籍謄抄本･住民票等交付事務【市民課】

正確かつ迅速な窓口業務を行い、市民サービスの向上に努めました。

＜謄抄本・証明等取扱件数＞
（ ）取扱件数 支所・出張所取扱分含む

１６年度 １７年度
戸 籍 謄 抄 本 ７，３１７件 ７，０９０件
( ･ )戸籍の全部 個人事項証明書
除 籍 謄 抄 本 ４，２０４件 ４，４３１件
( ･ )戸籍の全部 個人事項証明書
住 民 票 謄 抄 本 １６，５３８件 １６，５４１件
戸 籍 附 票 １，１３５件 １，１３０件
印 鑑 証 明 １３，９７１件 １３，８９０件
諸 証 明 ６６０件 ７７１件

計 ４３，８２５件 ４３，８５３件

○広域行政窓口事務委託事業

岐阜地域９市町、西南濃地域１１市町及び中濃地域２市の県内２２市
町と相互発行協議書を締結して、平成１２年７月から開始した戸籍･ 住
民票等の広域相互発行を継続実施して、市民の利便性とサービス向上を
図り窓口の充実に努めました。

＜謄抄本・証明等取扱件数＞
取 扱 件 数（支所・出張所取扱分含む）

他市町受付分 山県市受付分
１６年度 １７年度 １６年度 １７年度

戸 籍 謄 抄 本 ９５１件 ９１８件 ４６０件 ４６０件
除 籍 謄 抄 本 １７１件 １１８件 ６２件 ３７件
住 民 票 謄抄 本 １３４件 １１８件 １２３件 １０８件
戸 籍 附 票 ２０件 ２６件 １７件 ２３件
印 鑑 証 明 １１５件 １０３件 ５６件 ５７件
諸 証 明 ５１件 ５６件 ３０件 ２８件

計 １，４４２件 １，３３９件 ７４８件 ７１３件
※ 広域行政窓口事務経費は、諸証明等交付１通当り１５０円

○住基ネットワークシステム事業
（予算現額 2,769千円）２，６９２千円

全国の住民基本台帳ネットワークシステムの稼動に必要な経費を支出
し、全国共通の本人確認と住民基本台帳カードを申請者に交付し転出入
手続きの簡素化と普及促進に努めました。

・住基ネットワークシステム機器等保守委託料 1,007千円
・住基ネットワークシステム機器使用料 1,474千円
・ＩＣカード発行機保守委託料 211千円
・住基カード発行 ２９枚
・電子証明書発行 １０枚
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【款 総務費 項 選挙費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
総務費 選挙費 １９，２２１ １８，４５７

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

衆議院議員選挙費
【総務課】 （予算現額 17,862千円）〇衆議院議員選挙 １７，５１１千円

【特定財源】
県支出金 １７，５１１千円

法律で定められた委員会事務を適正に執行し、パソコン等の活用によ
り民主政治の基盤である選挙の管理事務を公平公正に遂行しました。ま
、 （ ） 、 。た 防災行政無線 同報系 等の活用により 選挙啓発にも努めました

＜平成１７年９月１１日執行 衆議院議員総選挙＞

【小選挙区】
当日有権者数 投票者数 投票率

男 １２，２１６人 ８，２１２人 ６７．２２％
女 １２，９７６人 ８，８５９人 ６８．２７％
計 ２５，１９２人 １７，０７１人 ６７．７６％
※ 前回投票率 ５９．８８％

【比例代表】
当日有権者数 投票者数 投票率

男 １２，２２５人 ８，２１５人 ６７．２０％
女 １２，９８５人 ８，８６１人 ６８．２４％
計 ２５，２１０人 １７，０７６人 ６７．７４％
※ 前回投票率 ５９．８５％
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【款 総務費 項 統計調査費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
総務費 統計調査費 １３，５２５ １２，３４７

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

指定統計調査費
○平成１７年国勢調査【総合企画課】

（予算現額 13,495千円）１１，２１４千円
【特定財源】

県支出金 １１，０９６千円

統計法に基づき、日本に住んでいる全ての人を対象とする最も基本的
な統計調査で得られる数値は、市町村行政上欠くことのできない資料と
なります。
指導委員及び調査員においては、この調査の趣旨内容を十分理解し個

、 。人情報保護への指導を徹底し １人の漏れもないよう調査を行いました

・調査基準日 平成１７年１０月１日
・調 査 区 ２０３調査区
・指 導 員 １８名
・調 査 員 １６３名
・調査速報値 人 口 ３０，３１３人

世帯数 ９，４７２戸
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【款 民生費 項 社会福祉費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
民生費 ２，８８０，０５２ ２，７６５，２６１

社会福祉費 １，８２３，８４０ １，７４１，０８２

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

○社会福祉協議会補助金社会福祉総務費
【社会福祉課】 （予算現額 64,933千円）４４，４５２千円

地域福祉事業の充実を図るため、山県市社会福祉協議会の運営費に対
し補助金を支出しました。

＜補助金内訳＞
内 訳 金 額

人件費分補助 ４２，３８２千円
事務費分補助 １，９６９千円
事業費分補助 １０１千円

【不用額】 ２０，４８１千円
◇主な理由： 効率的な人員配置により人件費が減額となりました。

○民生・児童委員協議会補助金
（予算現額 3,544千円）３，２６９千円

民生委員児童委員の職務の遂行及び市民の福祉の増進を図るため、民
生委員児童委員協議会に対し、補助金を支出しました。

（予算現額 2,227千円）〇遺族会補助金 ２，２２７千円

英霊の顕彰、各地区戦没者遺族会の福祉増進と相互扶助による慰藉を
行う市遺族連合会に対し、補助金を支出しました。

〇ハッピーライフ相談室事業
（予算現額 740千円）７１３千円

縁結び活動により結婚を促進するため、相談事業として会員受付３３
名、お見合い１５件、進行中１件の実績がありました。また、グリーン
プラザ美山で行われた「ふれあい交流会」には男女４１名の参加があり
出会いの促進を図りました。

＜事業費内訳＞
内 訳 金 額

相談員（１人 ・協力員（７人）謝礼 ４１０千円）
通信費 ３３千円
ハッピーライフ推進協議会補助金 ２７０千円

〇青波福祉プラザ改修事業
（予算現額 4,302千円）４，２２７千円

【特定財源】
県支出金 ８９６千円

交流の促進及び健康の保持増進を図るため、乳幼児から高齢者までの
交流の場及び生活支援の場を提供する福祉施設として、青波保育園を転
用し、施設の改修をしました。
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

社会福祉総務費
〇精神障害者居宅介護等補助事業【社会福祉課】

（予算現額 2,301千円）１，３５２千円
【特定財源】

県支出金 １，０１３千円

居宅で生活される精神障害者に対し、ホームヘルプサービス、ショー
。 、トステイを提供し安心して地域で生活できるよう支援をしました また

自宅で生活困難な精神障害者に対しては、住居の確保と生活支援のため
にグループホームへの入居の補助を行いました。

＜事業実績＞
事業内容 実人員 利用数 事業費

ホームヘルプ ４人 ４７９時間 ７２９千円
ショートステイ １人 １５日間 １０６千円
グループホーム １人 １２ヶ月 ５１７千円

計 ６人 １，３５２千円

【不用額】 ９４９千円
。◇主な理由： 新規利用者がなかったため事業費が少なくなりました

〇緊急通報システム設置事業【長寿福祉課】
（予算現額 1,773千円）１，７１２千円

ひとり暮らし高齢者等を対象に緊急通報システムを設置し緊急時に必
要な措置ができるように事業を実施しました。また、機器設置後年数が
経過したもの（３年）の保守点検業務を実施しました。

・対象者 ３２７人（平成１８年３月３１日現在）

＜事業実績＞
区 分 台 数

移設設置工事 ２８台
撤 去 工 事 ４０台
機 器 修 繕 ２台
保 守 点 検 ２２５台

（予算現額 1,979千円）○介護人慰労扶助事業 １，４１９千円

認知症高齢者等を在宅で介護している介護者に対して、介護人慰労金
として、１人月額３，０００円を支給する事業を実施しました。

＜事業実績＞
区 分 １６年度 １７年度
受 給 者 数 ６５人 ６６人
支給延べ件数 ５８６件 ４７３件
※ 平成１７年度で事業終了

老人福祉費
【長寿福祉課】 （予算現額 505千円）○長寿者褒賞金 ５０４千円

１００歳の高齢者を対象に、お祝い状及びお祝い金を授与しました。

・対象者 １人
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

老人福祉費
○シルバー人材センター補助金【長寿福祉課】

（予算現額 12,870千円）１２，８２０千円

健康で働く意欲のある概ね６０歳以上の人を対象として設立されたシ
ルバー人材センターに対して、補助金を交付し、その活動の促進を図り
ました。

＜補助金内訳＞
内 訳 金 額

人件費分（５人分） ９，９５５千円
事務費分 ７６０千円
事業費分 ２，１０５千円

○ヘルパー派遣事業委託
（予算現額 1,863千円）１，７９８千円

【特定財源】 その他 １４５千円

ひとり暮らし高齢者（介護保険認定者除く）を対象に炊事、洗濯、買
い物等の家事援助を実施。また、通院の困難な要介護高齢者を対象に、
リフト付き移送車両で市内医療機関へ送迎サービスを実施しました。

＜ホームヘルプサービス事業実績＞
区 分 １６年度 １７年度

利 用 実 人 員 ５人 ６人
利用延べ時間数 ８８ｈ ２０３ｈ

＜外出支援サービス事業実績＞
区 分 １６年度 １７年度

利 用 実 人 員 ６１人 ６３人
利用延べ回数 ４８０回 ５０２回

○独居老人配食サービス事業委託
（予算現額 4,571千円）４，３６６千円

【特定財源】
県支出金 ３，１３６千円

調理が困難な高齢者世帯等に対して、居宅を訪問し、栄養バランスの
とれた食事を配達するとともに、利用者の安否確認を行う事業として、
独居老人配食サービスを実施しました。

＜事業実績＞
区 分 １６年度 １７年度

利 用 実 人 員 ９７人 ７６人
延 べ 配 食 数 １２，５８６食 １１，４８７食

（予算現額 84千円）○軽度生活支援事業委託 １６千円
【特定財源】 その他 １千円

高齢者世帯等を対象に、軽易な日常生活の援助を行う事業として、軽
度生活支援事業を実施しました。

＜事業実績＞
区 分 １６年度 １７年度

利 用 実 人 員 １人 １人
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

老人福祉費
○独居・寝たきり老人布団乾燥事業委託【長寿福祉課】

（予算現額 458千円）２６４千円
【特定財源】 その他 ２６千円

ひとり暮らし高齢者等を対象に布団の洗濯、乾燥、消毒サービスを実
施しました。

＜事業実績＞
区 分 １６年度 １７年度

利 用 実 人 員 ５６人 ６１人
延 べ 利 用 数 ８７回 １２６回

○高齢者元気生活支援事業委託
（予算現額 13,158千円）１３，０５３千円

【特定財源】
県支出金 ９，０６１千円
その他 ９８９千円

比較的元気な高齢者を対象に、健康・生きがいづくり、介護予防や疾
病予防をねらいとして、市が委託した有償ボランティア（どんぐり会）
が、各地域の公民館（高富７，伊自良２，美山７）で日常動作訓練、健
康相談、レクリエーション等のサービスを実施しました。

＜事業実績＞
区 分 １６年度 １７年度

参 加 実 人 員 ３５８人 ３００人
延 べ 人 数 １０，３８０人 ９，８９９人

○紙おむつ購入助成事業
（予算現額 3,627千円）３，６０５千円

【特定財源】
県支出金 １，８２０千円

寝たきりの高齢者等に対して、紙おむつクーポン券を支給しました。

＜事業実績＞
区 分 １６年度 １７年度

利 用 実 人 員 １１６人 １０６人
延べ利用件数 ９４９件 ７７８件

○老人クラブ連合会補助金
（予算現額 6,782千円）５，１２３千円

【特定財源】
県支出金 ２，５６０千円

市老人クラブ連合会運営費、講演会、軽スポーツ大会、体育大会等に
対して助成を行いました。

【不用額】 １，６５９千円
◇主な理由： 美山地域老人体育大会中止により事業費減となりまし

た。
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

老人福祉費
【長寿福祉課】 （予算現額 4,995千円）○老人クラブ補助金 ４，４４４千円

【特定財源】
県支出金 １，９４５千円

高齢者が生きがいと健康づくりを目的として行う、市内の単位老人ク
ラブに対して、支援を行いました。

・単位老人クラブ数 ５０クラブ（平成１６年度 ５４クラブ）
・均等割 １クラブあたり ３０，０００円
・会員数割 １人あたり ７５０円

（予算現額 8,573千円）〇敬老会実施事業 ８，４２４千円

、多年にわたり社会に尽くされた市内の高齢者を対象に長寿を祝うため
敬老会を実施しました。

＜事業実績＞
区 分 １６年度 １７年度

開 催 場 所 山県市総合体育館 山県市総合体育館
対 象 年 齢 ７５歳以上 ７５歳以上
対 象 者 数 ３，２３５人 ３，３４２人
参 加 者 数 １，２０７人 １，３０１人

千円 千円記 念 品 代 等 ２，５８５ ２，５００
77,88,99歳の方

千円 千円余 興 委 託 費 ４，９９０ ４，８００
千円 千円バス借り上げ料 １，０１９ １，１２４

〇老人福祉施設入所者措置費生活費扶助事業
（予算現額 92,396千円）９２，３２６千円

【特定財源】
その他 １４，６４５千円

市内の６５歳以上の高齢者で、身体上、精神上、環境上の理由で居宅
での生活が困難な方を養護老人ホームへ入所措置を行いました。

・管内施設 ３３人
・管外施設 ８人

○介護サービス平準化交通費扶助事業
（予算現額 1,890千円）１，８８１千円

居宅サービスの地域間格差の是正を目的として、市内北部への事業者
の参入を促し、介護保険事業の適正な運営、推進を図るため交通費を助
成しました。

＜事業実績＞
支 給 額 延べ回数

１人１回につき １６年度 １７年度（ ）
北 山 ２，４００円 ４８１回 ５３０回
葛 原 １，８００円 ２２５回 ２２５回
柿野洞 １，０００円 ２６０回 ２０４回
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

老人福祉費
○いきいき高齢者推進券配布事業【長寿福祉課】

（予算現額 13,579千円）１３，４４６千円

市内の７５歳以上の要支援・要介護認定を受けていない高齢者を対象
に、推進券１人５，０００円分を交付し、特定サービスを利用した場合
の一部を助成することにより、高齢者の健康の保持、福祉の増進を図り
ました。

＜事業実績＞
内 訳 １６年度 １７年度
対象者数 ２，６３０人 ２，６３１人

千円 千円交付総額 １３，１５０ １３，１５５
千円 千円利用総額 １２，０３８ １２，２５１

利 用 率 ９１．５％ ９３．１％
千円 千円印刷費等 ３６４ ３９６
千円 千円郵 送 費 ８１２ ７９９

＜業種別利用状況＞
金 額（千円） 利用総額に対する割合（％）

１６年度 １７年度 １６年度 １７年度
美 容 室 ４，６１７ ５，０４３ ３８．３ ４１．２
理 容 室 ３，５１６ ３，６２４ ２９．２ ２９．６
乗 合 バ ス ２，２５２ ２，２３３ １８．７ １８．２
タ ク シ ー ５２１ ４５２ ４．３ ３．７
はり・灸・ ４１６ ３６６ ３．５ ３．０
マッサージ
公 衆 浴 場 ３２９ ２６９ ２．７ ２．２
温 泉 ３８７ ２６４ ３．３ ２．１

福祉医療費
〇各種福祉医療費助成事業【社会福祉課】

（予算現額 243,035千円）２３５，５５０千円
【特定財源】

県支出金 １０６，９９７千円
その他 ３２，００７千円

６９歳老人、乳幼児、重度心身障害者並びに母子家庭等の母及び児童
に対し、医療費の一部を助成することにより、保健の向上、福祉の増進
を図りました。

＜制度助成状況＞（平成１８年３月３１日現在）
区 分 受給者数（人） 受診件数（件） 助成額（千円）

６ ９ 歳 老 人 １４ １，０４９ ３，２０７
県 単 乳 幼 児 １，６８８ １２，９６２ ３４，６２８
市 単 乳 幼 児 １，０３４ １７，８５４ ３８，９５５
重度心身障害者 ３５７ ８，３３４ ７３，５２３
母 子 家 庭 等 ３６９ ４，２０９ １１，００１
重度心身障害老人 ５６９ １８，３１９ ７４，２３６
合 計 ４，０３１ ６２，７２７ ２３５，５５０
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

福祉医療費
〇医師会・歯科医師会負担金【社会福祉課】

（予算現額 1,799千円）１，７９８千円
【特定財源】
県支出金 ８９８千円

福祉医療制度が円滑に実施できるよう山県医師会や山県歯科医師会に
対して協力費を負担しました。

障害者福祉費
【社会福祉課】 （予算現額 914千円）〇身障者協議会補助金 ９１４千円

障害者福祉行政を効果的に推進するため、山県市身障協会へ補助金を
交付し、在宅の障害者に対して、ふれあい研修事業や軽スポーツ大会等
を開催して、障害者の社会参加や健康づくりを推進しました。

〇身障者各種扶助事業
（予算現額 20 ,676千円）１５，６８７千円

【特定財源】
国庫支出金 ５，１７２千円
県支出金 １，０４７千円

身体障害者等へ車椅子やネブライザー等の給付及び自動車運転席の改
造や住宅玄関の改修の助成をしました。

・更生医療給付費 87千円
障害者が手術などによって、障害の程度を軽くしたり、障害の進行
を防ぐために行った医療費の自己負担金の助成をしました。
・心臓疾患者 １人

・進行性筋萎縮症者措置費 4,165千円
【特定財源】

国庫支出金 １，８２１千円
１８歳以上の進行性筋萎縮症者の方に対し、指定された独立行政法
人国立病院機構等の医療機関において入院による療養費の助成をしま
した。
・対象者 １人

・重度身体障害者日常生活用具給付費 590千円
【特定財源】

県支出金 １９４千円
重度身障者（児）へファックス、透析液加温器、ネブライザー等の
日常生活用具を給付しました。
・支給件数 １６件

・重度身障者補装具給付費 4,714千円
【特定財源】

国庫支出金 ２,３１９千円
重度身障者へ車いす、補聴器、ストマ等の補装具を給付しました。
・支給件数 １０３件

・障害児日常生活用具給付費 111千円
【特定財源】

県支出金 ２６千円
聴覚障害児用通信装置の日常生活用具を給付しました。
・支給件数 １件
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

障害者福祉費
〇身障者各種扶助事業（つづき）【社会福祉課】

・障害児補装具給付費 3,020千円
【特定財源】

国庫支出金 １,０３２千円
車いす、座位保持装置、紙おむつ等の補装具を給付しました。
・支給件数 ２３件

・重度身障者日用品給付費 91千円
【特定財源】

県支出金 ４５千円
紙おむつの購入費用の助成をしました。
・支給件数 ５件

・自動車操作訓練、改造助成、自動車購入等助成事業 769千円
【特定財源】

県支出金 ３３４千円
運転免許取得、自動車改造、介護自動車購入等助成をしました。
＜事業実績＞
区 分 支給件数
運転免許取得 ２件
自動車改造 ２件
自動車購入 ２件

・障害者いきいき住宅改善助成費 348千円
【特定財源】

県支出金 １７４千円
住宅の手すり取り付け、玄関改修等の助成をしました。
・支給件数 １件

・ニュー福祉機器給付費 580千円
【特定財源】

県支出金 ２７４千円
パソコン、 （血中酸素測定器）の助成をしましパルスオキシメーター

た。
・支給件数 ６件

・介護人慰労金扶助費 1,212千円
障害１・２級で下肢、体幹に障害のある障害者を介護する者に慰労
金を支給しました。
・支給件数 ３２人

【不要額】 ４，９８９千円
、 、◇主な理由： 補装具の支給件数や 住宅改修の補助件数等が少なく

重度身障者補装具給付費や障害者いきいき住宅改善助成
費等が少なくなりました。
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

障害者福祉費
〇障害者施設訓練等支援費【社会福祉課】

（予算現額 232,312千円）２０９，３０１千円
【特定財源】
国庫支出金 １０５，０５９千円

障害者支援費制度に則り、身体・知的障害者援護施設等の入所・通所
利用者（１８歳以上障害者）に、必要な費用を支援しました。

＜支援実績＞
区 分 入所・通所 施設数 金 額利用者実人数

入 所 ３ ６人 １０，９４９千円身体障害者授産施設
通 所 １ １人 ２９８千円
入 所 ４ ８人 ３３，８５４千円身体障害者療護施設
通 所 １ １人 ３，４１５千円
入 所 １ ３人 ８，６９２千円知的障害者授産施設
通 所 ４ １６人 ３０，０８９千円
入 所 １２ ３５人 １０１，３４６千円知的障害者更生施設
通 所 ５ １５人 ２０，６５８千円

【不用額】 ２３，０１１千円
◇主な理由： 知的障害者更生施設入所者が、通所利用（併せて地域

生活援助事業＝グループホーム入居）に移行するケース
等があり、支出が減少しました。

〇障害者居宅生活支援費
（予算現額 17,516千円）１７，５１６千円

【特定財源】
国庫支出金 ９，７７０千円
県支出金 ４，３７５千円

障害者支援費制度に則り、身体・知的障害者、障害児の居宅サービス
利用者に、必要な費用を支援しました。

＜支援実績＞
区 分 障害区分 利用回数等 金額（千円）利用者実人数

身体障害者 １０人 2230.5時間 ４，７９１
居宅介護等事業 知的障害者 ４人 140.5時間 ２９２

障 害 児 ４人 22.5時間 ７３
身体障害者 ５人 １２８日 ９６１

短期入所等事業 知的障害者 １１人 ２８６日 ９９９
障 害 児 ８人 １７１日 ９０３
知的障害者 ５人 １３２回 ７６３デイサービス事業
障害児(注) １人 １回 ５

地域生活援助事業 知的障害者 ９人 ９６月 ８，７２９
※ 市営児童デイサービス（ピッコロ療育センター）利用分を除く
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

福祉センター費
〇保健福祉センター管理事業【健康課】

（予算現額 15,010千円）１３，７７７千円
【特定財源】

その他 ３，０５２千円

保健福祉センター施設設備等について、安全で適正な管理、運営を行
いました。

・需用費 7,396千円
・役務費 577千円
・委託料 5,604千円
・使用料及び賃借料 200千円



- 39 -

【款 民生費 項 児童福祉費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
民生費 児童福祉費 ９８６，７７０ ９６０，９５３

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

〇次世代育成支援計画推進事業児童福祉総務費
【社会福祉課】 （予算現額 325千円）２５７千円

次世代育成支援対策推進法による次世代育成支援行動計画前期計画 や「
まがたっ子 すくすく プラン」の推進のため、次世代育成支援対策協議
会、親グループワーク、プロジェクトチーム会議等を開催し、具体的な
計画実行の取り組みを開始しました。

・次世代育成支援対策協議会（構成員１８人） ２回開催
・親グループワーク ５回開催
・プロジェクトチーム会議 ２回開催
・評価チーム ２回開催

（予算現額 99千円）〇児童福祉審議会 ９４千円

児童福祉行政の効率的かつ円滑な運営と児童福祉に関する事項を調査
審議するため、山県市児童福祉審議会を設置して審議しました。

・児童福祉審議会（構成員７人） ３回開催

〇放課後児童健全育成事業
（予算現額 5,503千円）５，４２１千円

【特定財源】
県支出金 ２，１５２千円

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校低学年児童（１～３年
生）を預かり、子育てを支援しました。

＜事業実績＞
区 分 実人数 年間延べ人数
高富小学校区 ３７人 ４１６人
富岡小学校区 ４８人 ５２３人
合 計 ８５人 ９３９人

〇児童みちくさクラブ事業
（予算現額 4,837千円）４，２１４千円

市単独事業により、保護者が家庭の事情・労働等により昼間家庭にい
（ ） 、 。ない小学校低学年児童 １～３年生 を預かり 子育てを支援しました

＜事業実績＞
区 分 実人数 年間延べ人数

梅原小学校区 ９人 ２９人
桜尾小学校区 ３人 ２６人
大桑小学校区 １７人 １４５人
伊自良小学校区 １７人 １３８人
西武芸小学校区 ７人 １３人
富波小学校区 ２人 １５人
乾 小 学 校 区 ５人 １５人
いわ桜小学校区 ２人 １３人
合 計 ６２人 ３９４人
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

児童福祉総務費
〇コミュニティママ子育てサポート事業【社会福祉課】

（予算現額 336千円）２７９千円
【特定財源】

県支出金 ５７千円

育児の援助を受けたい利用会員の要望により、育児の援助を行うサポ
ート会員が預かり、子育てを支援しました。

・利用延べ人数 ３３人
・利用延べ日数 ３３日

児童措置費
〇児童手当給付事業【社会福祉課】

（予算現額 137,850千円）１３７，７８０千円
【特定財源】

国庫支出金 ９６，８３７千円
県支出金 １９，５２５千円

児童養育者及び家庭における生活の安定に寄与するとともに、次代の
社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上を図るために児童手当を給
付しました。

＜給付実績＞
区 分 給付額延べ児童数

被 用 者 児 童 手 当 3,981人 22,870千円
非 被 用 者 児 童 手 当 2,004人 11,955千円
特 例 給 付 509人 2,795千円
被用者小学校第３学年終了前特例給付 12,231人 70,505千円
非被用者小学校第３学年終了前特例給付 5,180人 29,655千円

〇児童扶養手当給付事業
（予算現額 58,113千円）５７，７８７千円

【特定財源】
国庫支出金 ４３，３７４千円

母子家庭等の生活の安定と自立を助け、児童の福祉の増進を図るため
児童扶養手当を給付しました。

＜給付実績＞
区 分 延べ児童数 給付額
全部支給者 808人 33,849千円
一部支給者 617人 19,789千円
第２子加算分 714人 3,570千円
第３子加算分 193人 579千円
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

児童措置費
〇特別障害者手当給付事業【社会福祉課】

（予算現額 14,901千円）１４，８４１千円
【特定財源】
国庫支出金 １１，１３０千円

精神又は身体に著しく重度の障害があるため、日常生活において常時
特別な介護を必要とする在宅の重度障害者の福祉増進を図るため、特別
障害者手当、障害児福祉手当を給付しました。

＜給付実績＞
区 分 月 額 延べ人数 給付額

特別障害者手当給付費 26,520円 466人 12,359千円
障害児福祉手当給付費 14,430円 172人 2,482千円

母子福祉費
【社会福祉課】 （予算現額 680千円）〇母子福祉会補助金 ６８０千円

会員相互の交流事業や親子のふれあい事業等を通して、母子家庭及び
寡婦の自立促進を図るため山県市母子福祉会の活動を支援しました。

保育園費
〇保育園運営費【社会福祉課】

（予算現額 704,664千円）６８５，４８７千円
【特定財源】
国庫支出金 ２，１０３千円
県支出金 ４，４８５千円

市内１０保育園において、安全で安心して保育ができ、子どもの健や
、 、 。かな成長のため 適切な保育士等の配置 保育環境の充実を図りました

・園児数 ８４７人 （平成１８年３月３１日現在）

＜園児数一覧表＞ （単位：人）
保育園名 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計
高 富 4 19 29 51 37 53 193
富 岡 5 13 22 45 53 54 192
梅 原 1 3 13 13 14 14 58
桜 尾 0 0 4 13 14 12 43
大 桑 2 2 7 11 7 10 39
伊 自 良 0 4 10 37 27 41 119
西 武 芸 2 4 20 23 33 26 108
富 波 0 2 4 7 10 8 31
乾 0 0 3 5 11 7 26

い わ 桜 0 1 4 10 10 13 38
合 計 14 48 116 215 216 238 847
※ 山県市内保育園のみ
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

保育園費
〇広域（管外）保育委託料【社会福祉課】

（予算現額 1,412千円）１，４１０千円

山県市外で働く保護者の子育て支援として、広域入所協定市町村と児
童の相互受け入れを行いました。

・延べ利用園児数 ４人
・委託明細 岐阜市３人（公立２人、私立１人）

美濃市１人（私立１人）

＜園児数一覧表＞ （単位：人）
０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計

延べ利用人数 ０ ０ ０ ２ １ １ ４

児童館費
【社会福祉課】 （予算現額 17,422千円）○児童館事業 １５，９１４千円

児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操を豊かにす
ることを目的とする施設として、児童の健全な遊びの個別的又は集団的
な指導、知識の普及向上を図りました。

＜利用実績＞
区 分 開館日数 １日平均利用者数 年間延べ利用者数

高 富 児 童 館 ２８２日 １６人 １０，６３１人
子どもげんきはうす ２８２日 ５８人 ２３，３７１人

＜幼児クラブ開催実績＞
区 分 開館日数 延べ参加組数

高 富 児 童 館 ２６日 １７３組
子どもげんきはうす ２９日 ６５８組

【不用額】 １，５０８千円
◇主な理由： 効率的な施設管理・運営に努めたため不用額が生じま

した。
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【款 民生費 項 生活保護費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
民生費 生活保護費 ６８，５３２ ６２，３５７

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

生活保護費
【社会福祉課】 （予算現額 66,999千円）〇生活保護扶助費 ６０，８６７千円

【特定財源】
国庫支出金 ４７，７０２千円

生活に困窮し最低限度の生活を維持することのできない者に対し、そ
の困窮の程度に応じて必要な保護を行うとともに、自立の助長を図りま
した。

・被保護世帯 ３０６世帯
・被保護人数 ３８３人 （平成１８年３月３１日現在）

＜生活保護の状況＞
区 分 金 額 延べ世帯数 延べ件数
生活扶助 １２，８７５千円 ２０３世帯 ２８０人
住宅扶助 ３，６３１千円 １５０世帯 １８０人
教育扶助 １０９千円 １２世帯 １２人
介護扶助 ３，１１４千円 ６９世帯 ３１０人
医療扶助 ４０，８７６千円 ２７７世帯 ６９人
生業扶助 ９６千円 １世帯 １人
葬祭扶助 １６６千円 １世帯 １人
合 計 ６０，８６７千円 ７１３世帯 ８５３人

【不用額】 ６，１３２千円
◇主な理由： 医療扶助の減少や被保護者死亡により保護費の減少の

ため不用額が生じました。
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【款 民生費 項 災害救助費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
民生費 災害救助費 ９１０ ８７０

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

災害救助費
【社会福祉課】 （予算現額 910千円）〇災害見舞金 ８７０千円

雪害等による家屋の被害に対して、災害見舞金の支給を行いました。

＜支給実績＞
区 分 件数 金 額
住 家 １件 ５０千円
非住家 ４１件 ８２０千円
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【款 衛生費 項 保健衛生費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
衛生費 ９０２，８３９ ８８３，１０７

保健衛生費 ２５７，２１０ ２４４，９５５

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

保健衛生総務費
〇ふれあい健康カレンダー配布事業【健康課】

（予算現額 160千円）１５８千円

住民健診、乳幼児健診等の案内を全戸に配布することにより、市民の
健診受診率を高め、健康管理の支援を行いました。

・年２回市内全戸に健康カレンダー配布（印刷製本費）

〇健康づくり推進事業
（予算現額 1,228千円）７１４千円

健康フェアを開催し、健康チェックや体験コーナー等で市民に健康へ
の関心度が高まるよう啓発しました。

・開 催 日 １１月２０日
・参加人数 約１，２００人

〇健康日本２１地方計画策定事業
（予算現額 2,894千円）２，５６３千円

市民の健康増進を総合的に推進していくために、グループワーク等で
課題検討を行い、山県市の目指す姿の具体的目標を設定した健康づくり
計画を策定しました。

・計画策定委員報酬（３回開催分） 154千円
・計画策定委託料 2,400千円
・健康を語る会（５回開催） 9千円

予防費
【環境衛生課】 （予算現額 603千円）〇畜犬登録事務事業 ４８３千円

【特定財源】その他 ４８３千円

狂犬病予防（集合注射３０箇所８８７頭）と野犬防止に努めるととも
に、犬の飼い方（糞尿処理等）の啓発を行いました。

・犬の鑑札・案内はがき・注射済票の購入 222千円
・犬の立て看板の購入 102千円
・ペット用処理袋等の購入等 126千円
・狂犬病予防注射済シールの作成 33千円
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

予防費
〇予防接種事業【健康課】

（予算現額 21,101千円）２０，２４５千円

予防接種法に基づき、乳幼児・学童及び６５歳以上の方を対象に集団
接種と個別接種の方式で実施し、感染症の予防を図りました。

＜事業実績＞ （単位：人）
区 分 対象者数 接 種 者 数

集団接種 個別接種
三種混合 １，２５６ － ８２８
二種混合 ３０７ ２９４ １１
ポ リ オ ６８４ ４２１ １
麻 し ん ３８６ － ２４０
風 し ん ５２７ － ３３８
日本脳炎 １，７２０ ４０３ １４５
＊ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ ６，８４８ － ３，１００
＊ 高齢者対象

・予防接種委託料 19,022千円
・その他の経費（ワクチン等） 1,223千円

（予算現額 964千円）〇結核対策事業 ５９８千円

結核予防法に基づき、乳幼児を対象としたＢＣＧ接種事業を実施しま
した。

・対象者 ２２４人
・実施者 ２０６人

母子保健費
〇妊婦一般健康診査事業【健康課】

（予算現額 3,071千円）２，７８０千円

母子保健法に基づき、妊婦の健康診査のために医療機関に委託して健
康診査を実施しました。

・受診券発行者数 ４４０人
・受診券利用者数 ４００人
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

母子保健費
【健康課】 （予算現額 2,712千円）〇乳幼児健康診査事業 ２，６０５千円

【特定財源】
国庫支出金 １１千円 （１６年度追加負担金）
県支出金 １１千円 （１６年度追加負担金）

３・４ヶ月児、１０・１１ヶ月児、１歳６ヶ月児、３歳児を対象に心
身の発達状況の観察や、医師、歯科医師の診察を実施し、健全な発育、
発達を促すための健康診査等を行いました。

＜事業実績＞ （単位：人）
区 分 対象者 受診者数 要観察 要精密検査

３・４ヶ月児 ２００ １９６ ４１ ５
10・11ヶ月児 ２０５ １９７ ３４ ４
１歳６ヶ月児 ２２７ ２１４ ４１ ５
３ 歳 児 ２４５ ２３２ ４６ ９

・賃金 795千円
・報償費 1,810千円

〇乳幼児相談・両親学級・乳幼児学級事業
（予算現額 343千円）１９５千円

子育てのための乳幼児相談、両親学級、乳幼児教室の開催や訪問によ
る保健指導などを行い、ゆとりを持ち安心して子育てができるよう支援
しました。

＜事業実績＞
区 分 回 数 参加者数等
乳 児 訪 問 １０９回 ８３人
乳幼児相談 １８回 延べ２１７人
両 親 学 級 ６回 ５８人
乳幼児教室 ２１回 延べ４７９人
離乳食教室 ７回 ９８人

・賃金 12千円
・報償費 183千円

（予算現額 1,355千円）〇歯科保健事業 １，３３８千円
【特定財源】 その他 ５６千円

虫歯予防事業として、保育園、幼稚園、小・中学生を対象にフッ化物
洗口事業を昨年度から継続して行いました。

・フッ化物洗口実施 ３，０１０人／３，１０６人中
・虫歯予防教室 １２回 ６１８人
・はみがきけんしん ２４回 ５６６人
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

老人保健事業費
〇基本健康診査・各種がん検診事業【健康課】

（予算現額 47,852千円）４５，４１９千円
【特定財源】

国庫支出金 ３，１２４千円
県支出金 ３，８８１千円
その他 ６，６８２千円

老人保健法に基づき、生活習慣病予防のための基本健康診査や健康相
談、健康に関する意識の高揚を図るための運動講座、生活習慣病予防講
座を実施しました。また、がんの早期発見、早期治療のための各種がん
検診を実施しました。

＜事業実績＞ （単位：人）
受診者 異常を 要指導 要医療 要精密 判 定 要 再

認めず 検 査 不 能 受 診
基本健康診査 2,164 171 1,064 929 － － －
胃 が ん 検 診 1,732 1,542 36 － 152 2
大腸がん検診 2,042 1,892 － － 150 － －
乳 が ん 検 診 1,415 1,077 200 － 69 － 69
子宮がん検診 1,054 959 38 52 5 － －
肺 が ん 検 診 2,990 2,722 155 － 113 － －
前立腺がん検診 465 211 233 － 21 － －
歯 科 健 診 399 62 107 230 － － －
骨粗しょう症 385 169 92 124 － － －
※ １８歳以上の受診者全員分

・賃金 896千円
・印刷費等 1,097千円
・役務費（通信費） 3,762千円
・委託料 39,664千円

【不用額】 １，４３８千円
◇主な理由： がん検診の受診者が見込み数より下回ったため、不用

額が生じました。

〇健康相談・健康教育事業
（予算現額 660千円）４６８千円

生活習慣病に関する正しい知識の普及を図り、生活習慣の改善や健康
保持、増進のための相談や講座を開催しました。

＜事業実績＞
区 分 実施回数 延参加者数

保 健 相 談 ２２回 ３７０人
栄 養 相 談 ２２回 ２７７人
歯 科 相 談 ２２回 ４０７人
運 動 講 座 ３３回 ３３１人
はつらつ健康ｾﾐﾅｰ １２回 ２３２人
訪 問 指 導 １０４回 １０４人
健 や か の 会 ４回 ８２人
市 民 講 座 ４回 １３５人
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

地域保健費
【健康課】 （予算現額 3,019千円）〇休日・夜間診療事業 ３，０１９千円

【特定財源】
県支出金 ７３千円
その他 ６８６千円 (関市)

関市の一部（板取・洞戸・武芸川）と市内及び近郊の医療機関での休
日・夜間の救急医療体制を確保するため、山県医師会及び岐北病院によ
る休日・夜間在宅当番医制の運営委託、救急後方病院ベッド確保事業を
行いました。

＜事業実績＞
参加医療機関 実施日数 受診人数 後方ベッド利用件数
１７機関 ６７日 ２，０１１人 １７件
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

環境衛生費
【環境衛生課】 （予算現額 850千円）〇環境保全監視員委嘱事業 ８３３千円

環境保全施策の円滑な推進を図るため、環境保全監視員を委嘱し、情
報収集及び対応策の検討を行いました。

・委嘱式及び研修会の開催：３回

（予算現額 778千円）〇水質検査事業 ７５０千円

生活環境の保全と水質汚染の防止を図るため、河川の水質調査を行い
ました。

・河川水質検査 ２８箇所（年２回）

（予算現額 525千円）〇蜂駆除助成事業 ５０７千円

生活安全対策として、蜂の巣駆除の助成を行い、蜂による被害の防止
に努めました （助成基準１件当たり５千円）。

＜事業実績＞
１６年度 １７年度 比 較

助 成 金 １５５千円 ５０７千円 ３５２千円
駆除件数 ３１件 １０３件 ７２件

〇犬猫等収集処理委託事業
（予算現額 2.993千円）２，５０１千円

【特定財源】
その他 ９６４千円

犬猫等の死骸を回収処理し、環境衛生の向上に努めました。

・回収件数 ２３１頭

〇環境基本計画策定事業
（予算現額 1,930千円）１，７１２千円

山県市の環境保全等に関する施策を市民・事業者・市の積極的な連携
・協力のもと、総合的かつ計画的に推進するための基本計画を策定しま
した。

公害対策費
【環境衛生課】 （予算現額 1,316千円）〇公害対策事業 １，１０９千円

公害等により水質汚染・土壌汚染が危惧されている箇所の定期的検査
を実施し、環境の汚染対策に努めました。

・調査場所 ９箇所（計２３回）



- 51 -

【款 衛生費 項 清掃費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
衛生費 清掃費 ６４５，６２９ ６３８，１５３

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

〇ごみ処理事業塵芥処理費
（ ）【環境衛生課】 予算現額 348,281千円３４３ ３２３千円，

【特定財源】
県支出金 １９千円
その他 ７０，４８１千円

市内から排出されるごみの処理を行いました。また、ごみの減量化を
図るため、分別収集や資源回収を行いました。

＜事業実績＞
区 分 １６年度 １７年度 比 較

千円 千円 千円ごみ収集運搬委託料 82,255 83,470 1,215
可 燃 ご み 4,253㌧ 4,350㌧ 97㌧
不 燃 ご み 113㌧ 112㌧ △ 1㌧
粗 大 ご み 92㌧ 85㌧ △ 7㌧

計 4,458㌧ 4,547㌧ 89㌧
千円 千円 千円分 別 収 集 委 託 料 56,064 55,901 △ 163

び ん 253㌧ 239㌧ △ 14㌧
ア ル ミ 缶 28㌧ 29㌧ 1㌧
ス チ ー ル 缶 57㌧ 54㌧ △ 3㌧
ペ ッ ト ボ ト ル 57㌧ 62㌧ 5㌧
白 色 ト レ イ 5㌧ 4㌧ △ 1㌧

計 400㌧ 388㌧ △ 12㌧
千円 千円 千円ごみ袋等販売手数料 3,583 3,726 143

家 庭 系 ご み 袋 746,000枚 772,800枚 26,800枚
粗 大 ご み 処 理 券 28,015枚 27,445枚 △ 570枚
不 燃 ご み 袋 17,570枚 17,600枚 30枚
事 業 系 ご み 袋 61,530枚 69,110枚 7,580枚

計 853,115枚 886,955枚 33,840枚
千円 千円 千円可燃ごみ焼却処理委託料 168,258 145,439 △22,819

処理量（岐阜市） 5,831㌧ 5,898㌧ 67㌧
千円 千円 千円クリーン作戦処理委託料 452 357 △ 95

不法投棄物回収量 9,680kg 9,350kg △ 330kg
延 べ 回 数 335回 318回 △ 17回

千円 千円 千円環境パトロール委託料 2,664 2,664 0
不法投棄物回収量 9,870kg 10,570kg 700kg

千円 千円 千円資源回収事業補助金 13,568 13,834 266
回 収 量 1,368㌧ 1,395㌧ 27㌧

団体 団体 団体実 施 団 体 数 27 30 3
延 べ 実 施 回 数 68回 72回 4回

千円 千円 千円生ごみ処理機購入補助金 340 421 81
基 数 27基 33基 6基

・分別収集自治会補助金 3,044千円
均等割: １０，０００円 世帯割:１８０円
自治会：１５４（世帯数：８，３５５戸）

・岐阜市掛洞ごみ処理負担金 18,469千円
平成１６・１７年度 ２年分

・ごみ処理施設建設事業 4,309千円
、 、地域計画書の策定業務 既存の施設解体に生ずるダイオキシン調査

生活環境影響調査等を行い、ごみ処理施設建設に向けての資料作成が
できました。
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【款 衛生費 項 清掃費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

塵芥処理費
〇クリーンセンター管理事業【環境衛生課】

（予算現額 16,608千円）１５，９５４千円
【特定財源】

その他 ７３２千円

不燃ごみ、粗大ごみの適切な処理が行えるよう、施設の管理、機械設
備の修繕及び最終処分場施設の管理運営のための水質検査等を行ないま
した。

・粗大ごみ処理施設・浸出水処理施設等修繕 3,664千円
・ダイオキシン類測定分析委託料 332千円
・最終処分場放流水・地下水検査委託料 1,826千円
・クリーンセンター施設管理費（人件費除く） 10,132千円

し尿処理費
〇し尿処理事業【環境衛生課】

（予算現額 232,090千円）２３２，０８２千円
【特定財源】

国庫支出金 ２１，９２４千円
県支出金 １１，５０２千円

生活雑排水による水質汚染は深刻な社会問題となっており、これを解
消するため、合併浄化槽設置者に補助金を交付しました。
また、し尿処理・火葬場運営を行う一部事務組合である岐北衛生施設
利用組合に負担金を支出しました。

・合併浄化槽設置補助金 34,506千円

＜事業実績＞ （単位：基）
１６年度 １７年度 比較増減

補助金設置基数 １０４ ７９ △２５
その他の地域 ４８ ２６ △２２
豪雪指定地域 ５６ ５３ △ ３

・岐北衛生施設利用組合負担金（し尿処理） 143,768千円
・岐北衛生施設利用組合負担金（火葬場運営） 53,749千円
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【款 農林水産業費 項 農業費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
農林水産業費 ８４９，０７６ ７９４，３０２

農業費 ６５８，０５３ ６３３，３４４

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農業委員会費
〇農業委員会会議の開催状況及びその処理状況【農林水産課】

・定例委員会 １２回

＜農地法第３条処理状況＞
件 数 （件）

総数 不許可許 可
うち知事

４８ ４８ ２ －

＜農地法第４・５条処理状況＞
件 数（件）区 分

総数 許可受理 不許可不受理
４条許可 ２０ ２０ －
５条許可 ９５ ９５ －
合 計 １１５ １１５ －

＜その他処理状況＞
区 分 件数（件）

農 賃貸借権設定 １１
用集 使用貸借権設定 １００
地積 賃貸借権移転 －
利計 所 有 権 移 転 －
用画 合 計 １１１

農業振興費
【農林水産課】 （予算現額 5,000千円）〇高能率農業機械購入補助金 ４，５８４千円

地域農業を担う農業組織及び３ha以上耕作する大規模農家の育成を目
的に、農作業の効率化のために導入される高能率機械の購入に対して助
成金を交付しました。

・対象 ６組織 2,587千円
４個人 1,997千円

〇健康で豊かな学校給食支援事業
(予算現額 850千円)８５０千円

【特定財源】 県支出金 ４２４千円

学校給食において、米をはじめとする県内産農産物の供給・活用体制
等の整備を図るとともに、少年期からの食農教育の推進等により、農業
に対する理解を深めることで、県内産農産物の需要拡大、県内食料自給
率の向上を促進しました。
また、安全･安心･健康な県内産農産物の供給を促進することにより、

児童・生徒等の健康増進とともに、望ましい日本型食生活の定着に努め
ました。

・対象校 小学校 １１校
中学校 ３校

・対象生徒数 ３，０１３人
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農業振興費
〇中山間地域等直接支払交付金事業【農林水産課】

（予算現額 6,831千円）６，８１４千円
【特定財源】

国庫支出金 ２，５９４千円
県支出金 ２，０６５千円

中山間地域（特定農山村法に基づき指定された地域）の耕作放棄の防
止や多面的機能の確保を図るとともに、適正な農業生産活動が維持され
洪水や土砂崩壊を防止し、地域の経済活動や生活環境が改善されること
を目的に交付金を交付しました。

・参加農家 ４２０戸
・参加集落協定数 １４集落
・交付対象面積 １，０１８k㎡
・直接支払交付金 ６，５１８千円
・推進事業費 ２９６千円

〇有害鳥獣防止柵設置助成事業
（予算現額 1,484千円）１，１５８千円

有害鳥獣から農作物等の被害を防止するため、農地の境界に新しく防
止柵を設置した農家に対して、助成金を交付しました。

・助成件数 ５９件

〇ぎふクリーン農業生産流通総合整備事業補助金
（予算現額 2,453千円）２，４５３千円

【特定財源】 県支出金 ２，４５３千円

「安全･安心な農産物の生産」と「環境保全を図る」ぎふクリーン農業
拡大のために機械化営農組合が導入する高性能大型機械の購入資金に対
して助成しました。

・助成件数 １件（大桑機械化営農組合）

（ ）〇集落営農活動促進事業 ２ ００９千円， 予算現額 2,192千円
【特定財源】

県支出金 ６５０千円

集落における農業者の基礎的集団である農事改良組合の活動を促進し
地域（集落）農業の健全な育成を図り、また、大豆・飼料作物・ソバ等
の生産振興の促進を図りました。

・対象農家数 ２，５２９戸

（予算現額 39千円）○農業近代化資金借入利子補給 ３８千円

農業企業化のための設備資金に対して、借り入れ金利の負担を軽減す
るため利子補給をしました。

・対象者 ２名
・補給率 ０．２８％～０．４１％
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農業振興費
○農業経営基盤強化資金利子補給【農林水産課】

（予算現額 168千円）１０１千円

認定農業者が借入れた農業企業化のための設備資金に対して、借入れ
金利の負担を軽減するため利子補給をしました。

・対象者 ５名
・補給率 ０．２５％（スーパーＬ資金）

（予算現額 100千円）○利平栗苗普及補助金 １００千円

利平栗の栽培普及のため、苗木購入農家に対して助成しました。

・助成対象農家 ５２戸
・助成対象苗木本数 ９７２本

（予算現額 5,126千円）○農産物直売所建設事業 ５，０９３千円

伊自良地区「ふるさとクリーン村」の農産物販売促進と地域の活性化
を図るため建設する農産物直売所の造成工事及び建物の設計業務を行い
ました。

・造成工事費等 2,923千円
・設計委託料 1,575千円
・境界確定料 367千円
・その他経費 228千円

畜産業費
【農林水産課】 （予算現額 5,000千円）〇畜産環境衛生事業補助金 ３，４８７千円

畜産業の適正な管理を行ってもらうため、畜舎から発生する「ハエ」
の駆除に必要な薬剤購入費に助成を行うとともに、環境保全に対する指
導に努めました。

・補助金交付農家 ２４戸

（予算現額 2,500千円）〇畜産公害調査委託業務 ２，３６０千円

、地域の良好な定住環境の整備と環境保全及び畜産業の振興を図るため
畜産業の現状及び住民の意向調査等を行いました。

農地費
〇富岡排水機場除塵機流木処理施設等整備補修工事【農林水産課】

（予算現額 5,799千円）５，５９０千円
【特定財源】
県支出金 ３，４４４千円

維持管理適正化事業により、富岡排水機場除塵機修理及び流木処理施
設の設置を行いました。
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農地費
【農山村整備課】 （予算現額 11,000千円）〇農業用施設改修事業 １０，５８５千円

【特定財源】
その他 ５９０千円

、 、 、農道 用水路 排水路等の農業用施設を良好な状態で利用できるよう
修繕を行いました。

・井戸尻地区用水路新設
・塚洞地区揚水機修繕
・その他小修繕 １３件

（予算現額 24,708千円）〇県単かんがい排水事業 ２３，９６４千円
【特定財源】

県支出金 １０，１７５千円
市債（合） ６，０００千円
その他 １，９８６千円

県単独補助事業により、排水路、揚水機、頭首工の農業用施設の整備
を行い、農作業の効率化を図りました。

・金屋洞地区排水路工事 Ｌ＝２５７ｍ
・四日市地区揚水機改良工事 一式
・大門地区揚水機改良工事 一式
・金坂地区頭首工改良工事 一式

（予算現額 26,064千円）〇県単農道整備事業 ２５，２３５千円
【特定財源】

県支出金 １０，０９４千円
市債（合） １１，０００千円

県単独補助事業により、農道の舗装工事を行い、農作業の効率化を図
りました。

・七日市地区 Ｌ＝３１８ｍ
・藤倉地区 Ｌ＝２４０ｍ
・上願地区 Ｌ＝８７０ｍ
・岩佐東沖地区 Ｌ＝３４８ｍ

（予算現額 46,078千円）〇基盤整備促進事業 ４６，０６６千円
【特定財源】

県支出金 ３１，４６９千円
市債（合） ９，４００千円
その他 ４，６０６千円

青波地区の用排水施設として、老朽化した揚水機の改修しました。
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農地費
〇土地改良施設維持管理適正化事業【農山村整備課】

（予算現額 5,793千円）５，７６８千円
【特定財源】
県支出金 ２，７６３千円
その他 ３０６千円

農業用施設の機能維持と耐用年数の確保をしました。

・小倉地区揚水機 一式
・土地改良施設維持管理適正化事業負担金

（予算現額 7,162千円）〇県営事業負担金 ７，１５５千円
【特定財源】
市債 ２，５００千円

平成１６年度から県営事業にて老朽化が著しい中濃用水改修が着手さ
れ、１７年度事業分に対する分担金を支出しました。
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【款 農林水産業費 項 林業費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
農林水産業費 林業費 １９１，０２３ １６０，９５９

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

林業振興費
〇流域公益保全林整備事業補助金【農林水産課】

（予算現額 7,560千円）７，５６０千円

間伐、下刈り等整備の必要な流域の保全を図るため、補助金を活用し
て森林整備を実施しました。

・実施面積 ２１０．０ｈa

〇森林整備地域活動支援補助金
（予算現額 9,540千円）９，５４０千円

【特定財源】
県支出金 ７，１５５千円

岐阜県森林整備地域活動支援交付金事業を活用し、３５年生以下の人
工林の伐採及び歩道の整備をしました。

・人工林伐採 ２９箇所 Ｌ＝１５，４７０ｍ

〇野生鳥獣被害防止助成金
（予算現額 3,500千円）３，４９５千円

【特定財源】
県支出金 ５２２千円

生活環境や農林産物等に対する野生鳥獣被害を防止するため、野生鳥
獣捕獲の助成金を交付しました。

＜捕獲実績＞
イノシシ １３６頭 サル ２３頭 ハクビシン ７頭
ニホンシカ １２頭 アナグマ １頭 アライグマ １９頭
ヌートリア １７頭 カラス １４８頭 ドバト ２０頭
カモシカ ４頭

〇岐阜中央森林組合出資金
（予算現額 5,504千円）５，５０４千円

【特定財源】
県支出金 ２，７５２千円

平成１７年４月１日発足した岐阜中央森林組合（岐阜市、各務原市、
山県市）に対し、出資しました。

（予算現額 1,470千円）〇環境整備枝打工事 １，３１３千円

国・県道において、林内密度が高く、風倒木による景観の損なわれた
森林の枝打ち倒木除去等環境整備を実施しました。

・面積 ２．０２５㎡
・延長 ４，０５０ｍ
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【款 農林水産業費 項 林業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

治山林道費
【農山村整備課】 （予算現額 16,482千円）〇治山林道事業 １５，０４４千円

【特定財源】
市債 ７，５００千円

市内にある林道の維持（除草・倒木処理等 、修繕工事、交通安全施設）
工事、舗装工事と林道開設工事に伴う立木補償を行うとともに、各種協
議会に負担金を支払いました。

・修繕工事 １１路線
・交通安全施設 １路線
・舗装工事 ３路線（ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装 Ｌ＝576ｍ）

(予算現額 47,076千円)〇公共林道開設事業 ２４，０６０千円
【特定財源】
県支出金 １０，４２５千円
市債 １２，５００千円

今年度より新たに事業を開始した日永線の林道開設工事を行いまし
た。

・日永線
Ｌ＝313.5ｍ Ｗ＝4.0ｍ

◇ 平成１６年度繰越分
５６，９１０千円 (予算現額 57,000千円)

【特定財源】
県支出金 ４０，９５０千円
市債 １２，９００千円

平成８年度から事業を行っている、椿野～はじかみ線の１６年度繰
越工事を行いました。

・椿野～はじかみ線（完成）
Ｌ＝167.0ｍ Ｗ＝5.0ｍ

◆ 翌年度繰越額 ２２，９５９千円

日永線・

〇ふるさと林道開設事業
（予算現額 23,000千円）２０，４３９千円

【特定財源】
市債 １９，９００千円

平成１０年度より行っている高田～斧田線の林道開設工事を継続して
行いました。

・舗装工
Ｌ＝729ｍ Ｗ＝5.0ｍ

（予算現額 7,073千円）〇大規模林道整備事業 ６，５６０千円

緑資源幹線林道関ヶ原・八幡線の美山区間工事に関係する経費を支出
しました。
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【款 農林水産業費 項 林業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

治山林道費
【農山村整備課】 （予算現額 4,529千円）〇県単林道事業 ４，５２９千円

【特定財源】
県支出金 ２，２５０千円

葛原大倉線林道の改良工事を行いました。

・横断溝、重力式擁壁、排水工
Ｌ＝40ｍ Ｗ＝3.6～4.0ｍ
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【款 商工費 項 商工費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
商工費 ２７３，４６３ ２６２，１３９

商工費 ２７３，４６３ ２６２，１３９

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

商工振興費
【産業振興課】 （予算現額 34,981千円）〇商工会補助金 ３４，９８１千円

、 、合併２年目として組織事業の効率化を図り ビジネス塾やＩＳＯ対策
情報化対策の研修など中小零細企業の立場に立った事業を行い、地域総

、 。合経済団体として 会員及び地域経済発展のための事業を展開しました

＜経営指導員の指導実績＞
区分 件 数 企業数
巡回指導 １，９４６件 ５４８社
窓口指導 １，５９６件 ４６６社

＜講習会等の開催による指導実績＞
区分 開催回数 受講者数
集団指導 ８回 ２６４人
個別指導 ２６回 ８７５人

＜金融の斡旋実績＞
区 分 斡旋件数 貸付件数 斡旋総額 貸付金額

国民生活金融公庫 ２５件 ２１件 108,200千円 81,400千円
県 制 度 融 資 ４件 ４件 19,500千円 19,500千円
合 計 ２９件 ２５件 127,700千円 100,900千円

＜社会保険等に関する事務の代行実績＞
区分 事業所数 従業員数
労働保険 ３０３件 ９５１人
社会保険 ３０件 ２５０人

〇商工会地域振興活性化事業補助金
（予算現額 1,000千円）１，０００千円

山県市商工会が事務局となり、山県市美山北部地域における現状の課
題とその将来像について、実行委員会を設置して検討したものを報告書
としてまとめました。また、過疎化に悩む谷合地区にて商店街イルミネ
－ション灯りイベントなどを実施しました。

（予算現額 60,000千円）〇小口融資預託金 ６０，０００千円

中小企業者が設備投資・運転資金を必要とする時、迅速かつ低利で借
入れができ、経営の安定を図ることができるように原資を金融機関に預
託し 貸付事業を実施しました。

・融資件数 １１件
・融資額 ５１，９００千円

（予算現額 1,950千円）〇小口融資保証料補てん金 １，６２２千円

融資申込者が、岐阜県信用保証協会の保証を受けるために必要な保証
料を補てんしました。
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【款 商工費 項 商工費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

観光振興費
【産業振興課】 （予算現額 33,385千円）○香り会館管理事業 ２５，６５０千円

【特定財源】
その他 １３，４７０千円

、 （ ）香り会館運営は 香りやハーブを中心としたオリジナルの商品 事業
開発、ローコスト追求を目標に掲げ事業運営を実施しました。
特にブルーベリージュースは、販売が初めて２，０００杯を越え、ま
た苗栽培についても温室を活用したことにより、苗の販売金額が対前年
比１２０％となりました。

＜運営実績＞ （単位：千円・人）
平成１６年度 平成１７年度

香り会館 ﾊｰﾌﾞﾚﾝﾄﾞ 合 計 香り会館 ﾊｰﾌﾞﾚﾝﾄﾞ 合 計
人 件 費 8,147 6,344 14,491 6,802 4,905 11,707
材 料 費 6,714 5,007 11,721 5,124 3,381 8,505
管 理 費 2,342 2,467 4,809 2,504 2,932 5,436
費用合計 17,203 13,818 31,021 14,430 11,220 25,650
収 入 8,179 8,264 16,443 6,589 6,881 13,470
利用者数 14,769 15,317 30,086 10,513 17,865 28,378

【利用者減少の主な理由】
◇ 万博開催や豪雪の影響により、香り会館の利用者が減少したもの
と考えられます。

○グリーンプラザみやま管理事業
（予算現額 52,349千円）４８，４５４千円

【特定財源】
その他 ３５，４３２千円

グリーンプラザみやまは、山県市を訪れる都市住民を受け入れと、地
、域住民の雇用機会の増大と地域の活性化を図るために設置されたもので

本年度もサービスの向上及び施設増加に対する事業を展開しました。
・利用者の増加を図るためＨＰの更新
・施設維持のため棟の外壁塗装の実施
・既利用者への情報を提供と新聞広告等によるＰＲ
・他市町村の公共施設等へパンフレットの配置

＜運営実績＞ （単位：千円・人）
平成１６年度 平成１７年度

ｷｬﾝﾌﾟ場 ｺﾃｰｼﾞ村 合 計 ｷｬﾝﾌﾟ場 ｺﾃｰｼﾞ村 合 計
人 件 費 3,438 4,900 8,338 3,317 4,789 8,106
管 理 費 20,143 18,130 38,273 20,404 19,945 40,349
費用合計 23,581 23,030 46,611 23,721 24,734 48,455
収 入 14,075 23,325 37,400 13,368 22,064 35,432
利用者数 8,610 9,255 17,865 8,150 9,658 17,808
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【款 商工費 項 商工費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

観光振興費
○伊自良キャンプ場管理事業【産業振興課】

（予算現額 2,161千円）２，０８１千円
【特定財源】
その他 ４２６千円

＜運営実績＞ （単位：千円・組）
１６年度 １７年度

委 託 料 370 332
管 理 費 910 1,165
工 事 費 0 ＊ 584
費用合計 1,280 2,081
収 入 397 426
利用組数 46 45
＊ キャンプ場案内看板の新設及び縁石設置工事の実施

（予算現額 2,000千円）〇市観光協会補助金 ２，０００千円

観光産業振興のため、山県市観光協会が行う以下の事業に対し助成し
ました。

・啓発活動事業
岐阜やまがた物産展の開催（8回 、県･他市町村への出店（3回））
観光土産品の育成

・情報活動事業
店舗紹介等のネット接続・ホームページ作成
観光マップ・推奨土産品等のカタログ印刷

・イベント支援事業
いじら祭り実行委員会への支援
岐阜やまがたフォトコンテスト実行委員会への支援
美山西武芸TORO会への支援

・観光施設管理事業
市内観光看板の設置・修理

○り・ふれっ旬やまがたツアー委託料
（予算現額 576千円）５７５千円

山県市の魅力をＰＲするため、体験型施設での各種体験や、自然・歴
史などを見学していただく「り・ふれっ旬やまがたツアー」を山県市観
光協会へ委託し、実施しました。

＜事業実績＞
ツ ア ー 名 実施日 参加者

春の舟伏山登山体験ツアー ５月１４日 １３名
あじさい・ホタル鑑賞ツアー ６月１８日 １４名
涼味体験ツアー ７月３１日 ２２名
栗拾い体験ツアー ９月１７日 ４５名
秋の舟伏山登山体験ツアー １１月 ５日 ２３名
連柿づくり体験ツアー １１月２０日 １５名
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【款 土木費 項 土木管理費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
土木費 １，３８０，１９１ １，２１０，７８０

土木管理費 ２４５，５３８ ２３８，９３９

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

土木総務費
【管理課】 （予算現額 45,824千円）〇道路台帳デジタル化事業 ４５,８２４千円

【特定財源】
県支出金（合） ４５,５００千円

※ 県支出金（合）は、合併支援交付金

行政情報のデジタル化に向け、道路及び道路地物の位置、形状をデジ
、 、タル化することにより 事務の合理化と住民サービスの向上を図るため

平成１６年度から平成１８年度の３箇年計画で実施しています。

平成１７年度は、伊自良・美山地域の現地調査として次の事業を実施
しました。

・資料収集整理
・道路平面測量
・橋梁調査
・道路水路付属物及び占用物調査

＜年度別事業費＞
年 度 決 算 額 予算現額

平成１６年度 ４５,３０５千円 ４５,３０５千円
平成１７年度 ４５,８２４千円 ４５,８２４千円
平成１８年度 ４５,３７３千円

（予算現額 7,967千円）○地籍調査事業 ７，４４０千円
【特定財源】

国庫支出金 ３，６５０千円
県支出金 １，８２５千円

土地の実態を正確に把握し、土地の有効利用と保全を図る目的で平成
１５年度より継続的に地籍調査事業を進めており、平成１７年度は以下
の地区について事業を実施しました。

）・谷合１（向井・岩野） （0.15㎢
地籍細部測量
地籍測定
地籍図、地籍簿案作成

）・谷合２（市場・北町・登利） （0.12㎢
地籍図根多角測量
一筆調査
地籍細部測量
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【款 土木費 項 道路橋梁費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
土木費 道路橋梁費 ６２９，７８０ ５９０，８８２

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

道路橋梁維持費
【建設課】 （予算現額 120,000千円）〇除雪委託事業 ９８，８０４千円

【特定財源】
国庫支出金 ３０，０００千円

基本積雪量１５㎝を超えた降雪に対して除雪を行い、出勤、通学時に
おける交通の確保を行いました。

・除雪委託料
４７事業者に除雪作業を委託（H17/12 ～ H18/3）

〇各種道路橋梁維持事業
（予算現額 50,931千円）４８，８９５千円

市道における舗装補修、小修繕工事、交通安全に関する施設整備、橋
梁塗装工事等、適正な管理を行いました。

・工事請負費
舗装点々補修工事 市内一円 ４０１箇所 17,652千円
道路小修繕工事 市内一円 ２３５箇所 26,265千円
路側線補修工事 市内一円 2,946千円
交通安全柵 １箇所 299千円
橋梁塗装工事 上馬場橋外１箇所 1,733千円

（予算現額 1,260千円）〇照明灯設置工事 ９２３千円

道路照明灯を設置し夜間の通行における防犯及び交通安全の確保を図
りました。

・照明灯設置工事 高富小学校前

（予算現額 4,000千円）〇橋梁耐震調査 ３，１５０千円

昨年度の橋梁耐震調査の予備設計を基に、３橋の詳細設計を行いまし
た。今後も順次補強工事を行う予定です。

・調査委託料
大北橋他２橋 橋梁補修、耐震補強詳細設計業務委託

〇特定交通安全施設等整備事業
（予算現額 13,600千円）１３，２９０千円

【特定財源】
国庫支出金 ２，４００千円
県支出金（合） １０，０００千円

高富地区あんしん歩行エリアの基本計画策定のため調査設計を行いま
した。

・あんしん歩行エリア整備事業調査業務委託 13,290千円



- 66 -

【款 土木費 項 道路橋梁費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

道路新設改良費
【管理課】 （予算現額 3,995千円）○登記手数料 ３，８３０千円

【特定財源】 市債（合） １００千円

大森他１１路線の市道改良工事等に伴い、２物件６１筆分(買収４０筆
寄付２１筆）の登記業務を行いました。

（予算現額 4,133千円）○道路改良補償費 ３，９１２千円
【特定財源】

市債（合） １００千円
市債 ６００千円

大森他５路線の市道改良工事等に伴い、全１２件（工作物３件 立木
９件）を補償しました。

◇ 平成１６年度繰越分 １９０千円 （予算現額 190千円）
【特定財源】
＊市債 １５０千円

・中野茶屋前線道路改良補償費分

＊ 地方債は１０万円単位の借入れとなっていますが、同一事業の割
り振りのため万円単位としてあります。

◆ 翌年度繰越額 ５０千円

・浦町道路改良補償費分

（予算現額 30,847千円）○道路改良用地買収費 ２９，５１６千円
【特定財源】

市債（合） ３，９００千円
市債 ２３，２００千円

大森他６路線の市道改良工事等に伴い、全３８筆（1,271.51㎡）の用
地を買収しました。

◇ 平成１６年度繰越分 ５０千円 （予算現額 50千円）
【特定財源】
＊市債 ５０千円

・中野茶屋前線道路改良用地分

＊ 地方債は１０万円単位の借入れとなっていますが、同一事業の割
り振りのため万円単位としてあります。

◆ 翌年度繰越額 ８４０千円

・大門、浦町道路改良用地分
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【款 土木費 項 道路橋梁費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

道路新設改良費
【建設課】 （予算現額 34,812千円）〇道路改良委託料 ３３，８３２千円

【特定財源】
市債 ３１，７００千円

道路改良事業に伴う測量設計及び用地測量（境界確定）を実施しまし
た。

・不動産鑑定委託料
市道浦町線不動産鑑定委託 305千円

・調査設計委託料
高富東地区排水路調査業務委託 5,819千円
伊自良南地区排水路調査設計業務委託 3,570千円
市道中野線測量設計業務委託 4,043千円
その他２路線 935千円

・丈量測量業務委託料
市道浦町線丈量測量業務委託 2,644千円
市道雉洞線丈量測量業務委託 4,326千円
市道中島線丈量測量業務委託 4,736千円
その他３路線 2,095千円

・境界確定業務委託料
市道相戸線境界確定業務委託 2,845千円
その他６路線 2,514千円

（予算現額 274,788千円)〇道路改良工事 ２６６，１９５千円
【特定財源】
市債 ２２６，３００千円

幹線市道を中心に道路の拡幅・舗装改良を行い、生活基盤の向上を図
りました。

・工事請負費
市道南線道路改良工事 21,000千円
市道尾右～向イ東線道路改良工事 23,100千円
市道相戸線道路改良工事 11,025千円
市道出戸線道路改良工事 28,245千円
市道柿野線道路改良工事 13,125千円
市道富永線道路改良工事 19,719千円
市道小原・西植野線道路改良工事 27,825千円
市道中野茶屋前線道路改良工事 13,704千円
市道辷石線舗装改良工事 7,455千円
市道岩佐線舗装改良工事 5,670千円
その他 ３７路線 95,327千円

◇ 平成１６年度繰越分
６２，６８５千円 （予算現額 62,685千円）

【特定財源】市債 ６２，５００千円

・工事請負費
市道出戸線道路改良工事 16,695千円
市道柿野線道路改良工事 27,090千円
市道中野茶屋前線道路改良工事 18,900千円
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【款 土木費 項 道路橋梁費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

道路新設改良費
〇県営道路改良事業負担金【建設課】

（予算現額 17,648千円）１７，６２８千円
【特定財源】市債 ３，９００千円

県が発注する、県単独工事の事業費に対する負担金（１０％）を支出
しました。

・県営事業負担金
一般県道岐阜美山線 谷合工区 898千円
一般県道柿野・谷合線 相戸工区 4,368千円
一般県道伊自良・高富線 大桑工区 425千円
一般県道神崎・高富線 青波工区 350千円
一般県道神崎・高富線 相原工区 586千円
一般国道４１８号 田栗工区 548千円
一般国道４１８号 中洞工区 69千円
一般国号２５６号 佐賀～高木工区 385千円
一般国号２５６号 岐阜市長良他 500千円
一般国号２５６号 高木工区 93千円
鳥羽川改修アロケーション 9,406千円



- 69 -

【款 土木費 項 河川費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
土木費 河川費 ３０，２９０ ３０，２８４

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

河川維持費
【建設課】 （予算現額 27,650千円）〇河川除草委託料 ２７，６５０千円

【特定財源】
県支出金 ８，８２０千円

一級河川及び準用河川の保全管理として、堤防除草を行いました。

・河川除草委託料
一級河川 鳥羽川 外８本
準用河川 長尾川 外２本

急傾斜地崩壊
防止事業費

〇急傾斜地崩壊防止事業負担金【建設課】
（予算現額 1,640千円）１，６４０千円

【特定財源】その他 ８２０千円

県が公共事業で行う急傾斜地崩壊対策事業に対し、受益者から２．５
～５％の負担金を徴収し、市から５～１０％の負担金を支払いました。

・柿野洞東急傾斜地崩壊防止事業 負担金 1,640千円
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【款 土木費 項 都市計画費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
土木費 都市計画費 ４６７，１４６ ３４４，０９４

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

都市計画費
〇都市計画マスタープラン修正検討業務【都市計画課】

（予算現額 2,886千円）２，８８６千円

総合計画との整合性の確保のため、策定委員会で最終確認を行い、素
案として取りまとめました。
素案に対するパブリックコメント及び県への意見照会を実施し、原案
を作成しました。
原案縦覧後、都市計画審議会の承認を得て、都市計画マスタープラン
を策定しました。
都市計画区域変更（拡大）について、伊自良地域住民との意見交換会
を実施しました。

・都市計画マスタープラン（Ａ４版製本） １００部
・都市計画マスタープランダイジェスト版 １０，０００部
・都市計画区域変更（拡大）協議書素案 ３部

〇ＩＣ周辺排水計画策定業務委託
（予算現額 3,000千円）２，３１０千円

山県市富岡地内において国道２５６号高富バイパスの北進、東海環状
自動車道インターチェンジ建設に伴うインター周辺の土地開発など、将
来予想される排水状況の変化を踏まえ、鳥羽川、三田叉川、新川の改修
計画の遅延による排水能力の限界などを考え合わせ、暫定改修計画を立
案する業務を委託しました。

、 、三田叉川の現況流下能力を検証した結果 流下能力は５ｍ /秒であり３

三田叉川～新川合流後の流下能力の改善策として、三田叉川サイホン下
流側から関本巣線新新川橋付近までを暫定河床掘削することで、流下能
力が１０ｍ /秒まで改善されることが算定されました。３

このことにより、現在建設が進められている（仮称）高富浄化センタ
ーより排出される最終処理水の流下を確保することが可能となります。
また、落堀川については、国道２５６号バイパスの北進により改修が
必要となるため必要流下能力を満足する断面形状を計画しました。

〇地理情報デジタル化事業
（予算現額 29,892千円）２９，８９２千円

【特定財源】
県支出金（合） ２９，５００千円

山県市の管内図及び都市計画基本図のデジタル化を平成１５年度から
３箇年で行い、本年度は、伊自良・美山地域を作成し市全域完成しまし
た。
今後、各業務で使用（導入）する地図の一元化を図ることにより、経
費の節減及び事務の効率化が期待できます。
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【款 土木費 項 都市計画費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

公園費
〇鳥羽川サイクリングロード施設整備【都市計画課】

(予算現額 67,130千円)４８，５５４千円
【特定財源】
市債（合） ４４，９００千円

鳥羽川サイクリングロードを基軸とした「いやし健康ネットワーク」
を構築するため、改修済みの鳥羽川右岸側に続いて、大桑クリーンセン
ター西側にトイレ、四阿、駐輪場などを設けた公園施設「おおが健康広
場」を整備しました。
大桑農業集落排水管理組合より健康遊具の寄贈がありました。

・休憩施設造成工事 26,894千円
舗装工 Ａ＝９０８㎡
排水工 Ｌ＝２０１ｍ

・休憩施設建設工事 21,660千円
トイレ １棟 Ａ＝４８．２㎡
四 阿 １基
駐輪場 １基

◆ 翌年度繰越額 １１，０２５千円
【特定財源】

市債（合） １０，４００千円

・さくら橋調査設計業務委託

【不用額】 ７，１６１千円
◇主な理由： 工事入札差金及びサイクリングロードの用地買収を取り

止めたことにより丈量図作成業務を行わなかったため、不
用額が生じました。
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【款 土木費 項 都市計画費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

街路費
【都市計画課】 (予算現額 16,882千円)〇南～八京線道路整備事業 ９，５０２千円

【特定財源】 市債 １，７００千円

市計画道路南～八京線は主要地方道路関・本巣線のバイパス道路とし
て、また、東海環状自動車道（仮称）山県ＩＣのアクセス道路としての
重要性も高く、平成１２年度～平成１６年度までを国庫補助事業として
行い、平成１７年度からは市単独事業にて事業を進めました。
なお、工事については地下埋設物の移転等に時間を要したため、工事
完了が平成１８年８月３１日となり、それに伴い工事費の繰越を行いま
した。

・市道高1126号線道路改良工事（前払い分） 3,100千円
用地費 Ａ＝ 55.02㎡ 4,633千円
補償費 １ 件 1,769千円

◆ 翌年度繰越額 ７，１９０千円

・市道高1126号線道路改良工事

◇ 平成１６年度繰越分
， （ ）１３９ ５３１千円 予算現額 145,971千円

【特定財源】
国庫支出金 ７３，６１０千円
県支出金 １３，３８４千円
市債 ４７，０００千円

・工事費 Ｌ＝1,010.4 ｍ 139,531千円

【不用額】 ６，４４０千円
◇主な理由： 工事費の残額により、不用額が生じました。



- 73 -

【款 土木費 項 住宅費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
土木費 住宅費 ７，４３７ ６，６０３

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

住宅管理費
○木造住宅耐震診断補助事業【管理課】

（予算現額 750千円）５２５千円
【特定財源】
国庫支出金 ２１０千円
県支出金 １０５千円

木造住宅の耐震診断を行なった市民に対して補助金を交付しました。

・実施件数 ２１件

○木造住宅耐震補強工事費助成事業
（予算現額3,000千円）２，７３６千円

【特定財源】
県支出金 １，３６８千円

木造住宅の耐震診断を行ない、耐震補強工事を実施した市民に対して
補助金を交付しました。

・実施件数 ５件
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【款 消防費 項 消防費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
消防費 １，１０１，２１２ １，０８１，５６０

消防費 １，１０１，２１２ １，０８１，５６０

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

常備消防費
○常備消防事業【消防本部】

常備消防は、１本部・２署を配置しており、平成１７年の出動状況等
は、次のとおりとなっています。

＜出動状況＞
出動内容等 件 数 備 考

火 災 出 動 １７件
救 急 出 動 １，０６８件 高度救命処置１４件
救 助 出 動 ２１件
緊急通報システム利用 １，３３４件
救急医療情報案内 ２５３件

(予算現額 5,084千円)○教育研修費用 ４，５８９千円

・職員研修
消防職員として専門知識を習得するとともに、技術力と資質の向上
を図りました。

＜研修実績＞
区 分 人員 研 修 先 研修期間

救 助 科 １人 消 防 大 学 校 ２ヶ月
初 任 教 育 １人 岐 阜 県 消 防 学 校 ６ヶ月
救 急 科 １人 岐 阜 県 消 防 学 校 ２ヶ月
研 修 生 派 遣 １人 岐 阜 県 消 防 学 校 ６ヶ月
警 防 科 １人 岐 阜 県 消 防 学 校 １５日
特 殊 災 害 科 １人 岐 阜 県 消 防 学 校 ７日
救 助 科 １人 岐 阜 県 消 防 学 校 １ヶ月
水 難 救 助 科 １人 岐 阜 県 消 防 学 校 １２日
消 防 操 法 指 導 科 ２人 岐 阜 県 消 防 学 校 １日
気管内チューブ追加講習 １人 岐 阜 県 消 防 学 校 １５日
気 管 挿 管 実 習 １人 岐 阜 県 立 病 院 ４ヶ月
救 急 救 命 士 養 成 １人 名古屋市救急救命士養成所 ７ヶ月

・救急講習
市民がいざという時に役立つために、人工呼吸の方法などの救急講
習を実施しました。

＜講習実績＞
講習名 回数 人 数

普通救命講習 １７回 １６８人
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【款 消防費 項 消防費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

常備消防費
○消防本部施設整備事業【消防本部】

(予算現額 85,025千円)８４，９４５千円
【特定財源】
市債（合） ７２，７００千円

市民が安心して暮らすことのできる災害に強い街づくりを目指すため
に消防本部の施設充実を図りました。

・耐震補強事業（計画及び設計）
・携帯電話１１９番直接受信工事
平成１８年１月１２日から変更

・訓練場整備事業
面積 １，２０４㎡

非常備消防費
○消防団運営関係費【消防本部】

(予算現額 49,401千円)４８，１４３千円

消防団の運営に必要な経費を支弁するとともに、各種災害に備え、団
体規律・訓練を実施し、組織力の強化と団員の資質向上に努めました。
消防団は、１本部９分団をもって組織し、定数６００人に対して、平

成１７年度の実員は、５８８人となっています。

○可搬ポンプ、積載車購入事業
(予算現額 21,297千円)２０，５７０千円

【特定財源】
市債 １７，８００千円

消防団の災害に対する機動力向上のため分団に可搬ポンプ、積載車を
配備しました。

＜配備状況＞
内 訳 台数 配 備 先

可 搬 ポ ン プ ４台 第２分団、第３分団、第７分団(２台)
積載車(ポンプ付) １台 第５分団
軽積載車(ポンプ無) ２台 第８分団(２台)

消防施設費
【消防本部】 (予算現額 11,445千円)○消火栓管理事業 １０，９８６千円

災害発生時における消防水利の維持を図るため消火栓の修理、ホース
等を補充し消防力の強化を図りました。

・消火栓補修 １０４箇所
・消火栓用備品設置 ホース、収納箱等
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【款 消防費 項 消防費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

消防施設費
○消防施設整備事業【消防本部】

(予算現額 52,131千円)４８，４４５千円
【特定財源】

市債 １４，７００千円

大地震発生時において消防水利の確保を図るため耐震型防火水槽を設
置しました。また、水利の不足している地域に消火栓を設置し、消防力
の充実整備を図りました。

・耐震型防火水槽新設 ２基(６０㎥)
・消火栓新設 １０４基
・防火水槽蓋・網設置 ６箇所
・ホース乾燥塔設置 ２基(第１分団、第９分団)
・火の見やぐら撤去 ２箇所

防災対策費
○防災対策（経常）【総務課】

（予算現額 17,938千円）１６，５３８千円

防災体制を強化するため、備蓄資材・非常食、総合防災訓練の資材等
を購入するとともに、地域防災計画の修正、通信機器の保守点検等を行
いました。また、県防災ヘリコプターの管理運営に対し負担金を支出し
ました。

○防災対策（臨時）
（予算現額 406,271千円）４０６，１６９千円

【特定財源】
県支出金（合） ２０，０００千円
市債（合） ３６８，０００千円

防災行政無線（同報系）の高富・伊自良地域の戸別受信機の設置を行
ったほか、本庁の防災用、非常用発電機の設置を行い、停電時の防災用
電源を確保しました。
また、気象観測システム設置工事を行い、雨量・気温・河川水位のデ
ータを情報提供できるようにしました。
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【款 教育費 項 教育総務費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
教育費 ２，８１１，７３８ ２，７３８，１５６

教育総務費 １９３，６６８ １９０，８０３

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

教育委員会費
○教育振興会交付金【教育総務課】

（予算現額 10,400千円）１０，３０８千円

市の教育の振興と充実を図るとともに、各種教育関係団体の支援を行
うため、山県市教育振興会に対し必要経費を助成しました。

・人件費等 事務局職員（３名分）
・事業費 文化講演会（５回 、スポーツ大会（２回））

事務局費
〇私立幼稚園就園奨励費補助事業【教育総務課】

（予算現額 12,108千円）１１，６９５千円
【特定財源】
国庫支出金 ３，４２０千円

幼児教育を促進するため、低所得世帯における満３歳児、３歳児、４
歳児及び５歳児が幼稚園に入園しやすいよう、授業料を減免（基準に基
づくもの）した場合に必要な経費について補助しました。

＜事業実績＞
人 数

所 得 階 層 区 分 １６年度 １７年度 比 較
生活保護世帯・市民税非課税世帯 ７人 ８人 １人

所得割非課税世帯 １５人 ４人 △ １１人市民税所得割
一定以下の世帯 １２８人 １４７人 １９人

合 計 １５０人 １５９人 ９人

教育指導費
【教育総務課】 （予算現額 12,384千円）〇教育相談員報酬 １２，３８４千円

【特定財源】
県支出金 １，７７０千円

児童・生徒が悩み等を気軽に相談し、心にゆとりが持てるような環境
を提供するため、高富・富岡・乾小学校、高富・伊自良・美山中学校に
教育相談員６名を配置しました。学校・家庭・生活相談員との連携を図
り、児童・生徒をより理解することができました。

（予算現額 4,860千円）○生活相談員報酬 ４，８６０千円

不登校又は生徒指導上集団での生活に適応できない児童・生徒に対し
て、学校と離れた場所で指導・援助を行うことにより、児童・生徒の自
立を支援し、学校生活に復帰できるよう、高富・伊自良の中央公民館、
みやまジョイフル倶楽部に教室を設置し、生活相談員６名を配置しまし
た。
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【款 教育費 項 教育総務費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

教育指導費
○教育センター次長報酬【教育総務課】

（予算現額 2,040千円）２，０４０千円

学校教育・生涯教育に関する調査・研究及び教育関係者の研究並びに
教育相談等を円滑に行うため、市教育センターに次長を配置し、新規
１５事業を開設し研修等の充実に努力しました。

○セキュリティポリシー設計業務委託事業
（予算現額 2,000千円）１，８９０千円

教育委員会及び各教育機関の情報資産を厳重に保護、管理し、利便
性を損なうことなく情報セキュリティを実現するために、教育委員
会情報セキュリティポリシーを策定し、情報資産を取り扱う職員が、
その対策を遵守することで、安全・適切な情報管理を実現しました。

○学校間ネットワーク整備事業
（予算現額 9,000千円）８，７４８千円

山県市地域イントラネットの構築に併せ、市内小中学校の情報発信
強化、情報通信・情報セキュリティの一元管理を行うため教育委員
会にセンターサーバーコンピュータを設置し、安全な学校インター
ネット等の教育ネットワークを構築しました。
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【款 教育費 項 小学校費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
教育費 小学校費 ４８８，３９９ ４７３，０９６

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

学校管理費
【学校教育課】 ＜就学児童数一覧表＞（平成１７年５月１日現在） （単位：人）

学 年 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合 計
高 富 小 83 49 67 74 82 72 427
富 岡 小 73 88 66 82 75 72 456
梅 原 小 12 18 17 25 19 17 108
大 桑 小 10 20 10 17 11 12 80
桜 尾 小 12 18 13 22 13 15 93
伊自良南小 26 15 23 28 22 36 150
伊自良北小 12 8 6 9 12 10 57
西 武 芸 小 31 38 29 28 25 31 182
富 波 小 10 10 10 18 8 14 70
乾 小 10 4 9 10 6 13 52
い わ 桜 小 16 21 24 19 25 16 121

（予算現額 4,821千円）○小学校医報酬 ４，８００千円

校医による健康診断（内科・歯科・眼科・耳鼻科）を実施することに
より山県市の小学校児童の健康管理に寄与し、健全育成を図りました。

＜報酬内訳＞
内 訳 金 額
内科医報酬 １，４６０千円
歯科医報酬 ８２０千円
眼科医報酬 ８２０千円
耳鼻科医報酬 ８２０千円
薬剤師報酬 ８８０千円

○学習支援非常勤講師報酬
（予算現額 8,824千円）８，８２２千円

複式学級を持つ学校に対し、学習支援非常勤講師３名を配置すること
により、児童のみの活動（自習）が少なく、また、活動への見届けがで
きるようになり、児童は学習への満足感を得ることができるようになり
ました。

○自立支援非常勤講師報酬
（予算現額 8,256千円）８，２３５千円

障害のある児童のために自立支援非常勤講師４名を配置することによ
り、学習がスムーズに進まなかったり授業に集中できなかったりする児
童が、自分なりのペースで活動を進めたり、最後までやり通したりする
とができるようになりました。

○新入生用安全グッズ配布事業
（予算現額 1,176千円）１，０９６千円

自転車用ヘルメット配布及び近年急増する子どもを狙った凶悪な犯罪
から身を守るため、新入学児童に携帯用防犯ブザーを支給しました。
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【款 教育費 項 小学校費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

学校管理費
○小学校スクールバス業務委託事業【学校教育課】

（予算現額 2,262千円）２，２６２千円

特殊学級児童・生徒の通学にかかる送迎を業者に委託しました。

＜スクールバス特殊学級児童・生徒送迎状況＞（単位：人）
人 数

路 線 名 16年度 17年度 比較
大桑地区⇔富岡小学校 ５人 ５人 ０人
大桑地区⇔伊自良南小学校 １人 １人 ０人
大桑地区⇔高富中学校 － １人 １人
梅原地区⇔高富中学校 １人 １人 ０人
梅原地区⇔伊自良南小学校 １人 １人 ０人

合 計 ８人 ９人 １人

○耐震補強計画作成委託事業【教育総務課】
（予算現額 27,862千円）２７，７７４千円

【特定財源】
県支出金（合） ２７，０００千円

新耐震基準施行（昭和５６年）以前に建築された学校施設について、
５校６棟分の耐震補強計画策定業務を委託しました。

学校名 対象施設
富岡小学校 南校舎
大桑小学校 校舎
西武芸小学校 東校舎・特別教室棟
乾 小 学 校 校舎
いわ桜小学校 校舎

○小学校各種工事
（予算現額 101,496千円）１００，０８４千円

【特定財源】
国庫支出金 ４，８９５千円
市債 ９，８００千円

児童が安全で快適な学習環境のもとで学べるよう、校舎等学校施設の
整備を行いました。

・件数 ４２件
・内訳 体育館屋根改修工事、空調設備工事、教室照明改修工事

校舎改修工事、アスベスト除去工事 他

【不用額】 １，４１２千円
◇主な理由： 入札差金により不用額が生じました。
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【款 教育費 項 小学校費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

学校管理費
○高富小学校普通教室増室工事（繰越明許）【学校教育課】

（予算現額 11,550千円）１１,５５０千円

平成１７年度からの小学校１年生の少人数学級導入に伴い、高富小学
校に普通教室２部屋を増室しました。

○車椅子仕様車購入事業
（予算現額 4,400千円）３，７６８千円

平成１８年度より、伊自良北小学校区から伊自良南小学校へ指定学校
を変更して通学する肢体不自由児童を送迎するために購入しました。

教育振興費
○小学校就学援助事業【学校教育課】

（予算現額 1,839千円）１，７６８千円
【特定財源】
国庫支出金 ２６千円

経済的理由によって、就学困難な児童の保護者に対し、就学に必要な
援助（学用品費・修学旅行費・医療費）を実施しました。

＜事業実績＞
１６年度 １７年度 比 較

支給対象者数 ８８人 ８８人 ０人

○小学校健康・体力つくり推進事業
（予算現額 400千円）４００千円

【特定財源】
県支出金 ４００千円

小学生の健康・体力の低下が憂慮される現状を踏まえ、推進校による
健康・体力つくりに関する研究実践を行うことにより、教職員の指導力
や意識を高め、次代を担う小学生の健康・体力の向上に資するため事業
を実施しました。その結果、全学年が県平均を下回っていましたが、半
数近くの学年が県平均を上回りました。

○豊かな体験活動推進事業
（予算現額 501千円）５００千円

【特定財源】
県支出金 ５００千円

山と海の両方の自然体験・自然観察を通して、その土地だけでなく広
がりを持った視点で環境を考えることができました。これから地元で環
境を守る活動を継続していく上で、大切にしたい見方考え方を育成する
ことができました。
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【款 教育費 項 中学校費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
教育費 中学校費 １，６０５，３１９ １，５８５，７０１

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

学校管理費
【学校教育課】 ＜就学生徒数一覧表＞（平成１７年５月１日現在）

（単位：人）
学年 １年 ２年 ３年 合計
高 富 中 １９９ １９９ ２００ ５９８
伊自良中 ３０ ４５ ４２ １１７
美 山 中 ８５ ６８ ８６ ２３９

（予算現額 1,627千円）〇中学校医報酬 １，６１３千円

校医による健康診断（内科・歯科・眼科・耳鼻科）を実施することに
、 、 。より 山県市の中学校生徒の健康管理に寄与し 健全育成を図りました

＜報酬内訳＞
内 訳 金 額

内科医報酬 ４９１千円
歯科医報酬 ２９４千円
眼科医報酬 ２９４千円
耳鼻科医報酬 ２９４千円
薬剤師報酬 ２４０千円

○英語指導助手報酬
（予算現額 12,950千円）１２，５３５千円

外国青年招致事業（ＪＥＴ）により、語学指導等を行う外国青年（Ａ
ＬＴ）３名を迎え、小学校では英語に親しみ、進んで話す姿が見られ、
中学校では英語を聞く力、話す力の向上が見られるようになりました。

○自立支援非常勤講師報酬事業
（予算現額 2,064千円）２，０６４千円

障害のある児童のために自立支援非常勤講師１名を配置することによ
り、学習がスムーズに進まなかったり授業に集中できなかったりする児
童が、自分なりのペースで活動を進めたり、最後までやり通したりする
ことができるようになりました。

（予算現額 1,850千円）○非常勤講師賃金事業 １，５２６千円

免許外教科担任を解消するための講師を配置したことにより、生徒の
。 、教科に対する興味・関心を高めることができるようになりました また

より専門的な学習活動を展開することができるようになりました。

○英語指導助手委託事業
（予算現額 8,451千円）８，４００千円

どの学校も平等に週１回以上外国青年とふれあう機会を持たせるため
に、２名のＡＬＴを委託しました。会話する機会を多く持てるようにす
ることで、小学校では英語に親しみ、進んで話す姿が見られ、中学校で
は英語を聞く力、話す力の向上が見られるようになりました。
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【款 教育費 項 中学校費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

学校管理費
○中学校スクールバス業務委託事業【学校教育課】

（予算現額 15,524千円）１４，５８５千円

美山中学校スクールバス４台の運行委託を行いました。

○中学校各種工事【教育総務課】
（予算現額 7,179千円）７，１７９千円

【特定財源】
国庫支出金 ６０６千円
市債 １，２００千円

生徒が安全で快適な学習環境のもとで学べるよう、校舎等学校施設の
整備に努めました。

・件数 １０件
・内訳 バスケットゴール取替工事、図書館屋根改修工事

トイレ改修工事、調理室調理台補修工事、職員室床補修工事
相談室教室掲示板新設工事、アスベスト除去工事 他

○高富中学校整備事業
（予算現額 1,369,363千円）１，３６７，５００千円

【特定財源】
国庫支出金 ２４０，２４０千円
県支出金 ３０，０００千円
県支出金（合） ５２，０００千円
市債（合） ９９６，７００千円

老巧化が激しく、耐震、耐力度ともに国の基準を下回る高富中学校を
平成１６年度からの３箇年事業で改築しました。

＜事業費内訳＞
内 訳 金 額

監 理 委 託 料 １８，９００千円
整 備 工 事 費 １，２８６，２１２千円
建 築 主 体 工 事 １，００８，０００千円
アスベスト除去工事 ２０，５４２千円
電 気 設 備 工 事 ７８，１２０千円
機 械 設 備 工 事 １７９，５５０千円
備 品 購 入 費 ５７，９６０千円
引 越 費 用 他 ４，４２８千円

【不用額】 １，８６３千円
◇主な理由： 入札差金により不用額が生じました。
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【款 教育費 項 中学校費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

学校管理費
○美山中学校整備事業【教育総務課】

（予算現額 11,423千円）１０，３３５千円

老朽化が激しく、耐震、耐力度ともに国の基準を下回る美山中学校改
築準備を行いました。

＜事業費内訳＞
内 訳 金 額

プロポーザルコンペ １，０３０千円
不 動 産 鑑 定 料 ４８３千円
家屋補償等調査委託料 ５，６７０千円
用 地 測 量 委 託 料 ３，１５２千円

【不用額】 １，０８８千円
◇主な理由： 入札差金により不用額が生じました。

教育振興費
○中学生国際交流事業【学校教育課】

（予算現額 8,000千円）６，３７４千円

情報化、国際化など社会環境が著しく変化する中にあって、時代の変
化に対応できる人づくりを推進するため、山県市中学校生徒代表２５名
を海外に派遣しました。異国の文化や生活に直接ふれ、交流や研修を深
めることにより、国際社会に対する理解や認識を高めることができまし
た。

【不用額】 １，６２６千円
◇主な理由：効率的な企画を採用したため、不用額が生じました。

○中学校就学援助事業
（予算現額 3,486千円）２，９０８千円

【特定財源】
国庫支出金 １５６千円

経済的理由によって、就学困難な児童の保護者に対し、就学に必要な
援助（学用品費・修学旅行費・医療費）を実施しました。

＜事業実績＞
16年度 17年度 比較

支給対象者数 ４６人 ５２人 ６人
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【款 教育費 項 社会教育費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
教育費 社会教育費 ４０２，３１３ ３７８，６９１

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

社会教育総務費
【生涯学習課】 （予算現額 2,500千円）〇文化協会支援事業 ２，５００千円

、 、市内の各種文化連盟で構成され 文化芸術活動を普及することにより
文化の向上と生涯学習の振興を活動目的とする「山県市文化協会」に対
して、補助金を交付しました。

・加盟団体数 ２４連盟（８７団体）
・会員数 １，０９２人

（予算現額 2,847千円）〇成人式実施事業 ２，０８６千円

山県市に住民登録のある昭和６０年４月２日から昭和６１年４月１日
生まれの方及び平成１２年度市内各中学校卒業生を対象に、成人式を美
山中央公民館で行いました （式典・パーテイ・記念品）。

・参加人数 ３６６人（対象者 ４５０人）

（予算現額 1,741千円）〇家庭教育支援事業 １，４８０千円

保育園及び小中学校の保護者が企画運営をし、家庭の教育力向上を目
指した講座や親子体験活動などを行いました。
＜事業実績＞ ＜事業費内訳＞
区分 学級数 内 訳 金 額
保育園 ８学級 講 師 謝 金 ２８３千円
小学校 １１学級 小中家庭教育学級補助金 ４２０千円
中学校 ３学級 子育てサポーター謝金 等 ７７７千円

各中央公民館で乳幼児教室を実施するにあたり、その企画と運営の支
援に子育てサポーターとサポーターリーダーを委嘱しました。
＜委嘱状況＞
区分 教室数 リーダー数 サポーター数

高 富教室 ２教室 ２名 ４名
美 山教室 １教室 １名 ２名
伊自良教室 １教室 １名 ２名

公民館費
〇地区公民館管理事業【生涯学習課】

（予算現額 43,322千円）４１，９０３千円
【特定財源】
その他 ２４３千円

地区公民館１２館の運営及び維持管理費を支出しました。

＜事業費内訳＞
事業費内訳 金 額 備 考

講 師 謝 金 ２，９４０千円 講座数：高富３５･美山１１
公民館活動振興補助金 ６，２５６千円
維 持 管 理 費 等 ３２，７０７千円
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【款 教育費 項 社会教育費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

公民館費
〇高富中央公民館管理事業【生涯学習課】

（予算現額 17,813千円）１５，９９３千円
【特定財源】

その他 １９７千円

地域に密着した公民館として講座の開講、発表会など生涯学習の推進
のために、諸事業を行いました （伊自良・美山中央公民館も同様）。
＜事業費内訳＞
事業費内訳 金 額 備 考

成人講座 １０教室
講座講師謝金 １，６３６千円 パソコン講座 ９教室

夏期少年講座 ８教室
乳 幼 児 教 室 １９３千円 ２教室（すくすく・のびのび）
講 師 謝 金 ８４組
文 化 祭 実 行 ５００千円 舞台発表・作品展示発表会
委員会補助金 平成１８年２月１２日
維持管理費 等 １３，６６４千円

〇伊自良中央公民館管理事業
（予算現額 13,732千円）１２，４８８千円

【特定財源】
その他 ９８千円

＜事業費内訳＞
事業費内訳 金 額 備 考

成人講座 ３３教室
講座講師謝金 ３，９４８千円 パソコン講座 ４教室

少年クラブ １３教室
乳 幼 児 教 室 ６５千円 １教室（小鳩会） １８組
講 師 謝 金
ﾌ ｪ ｽ ﾀ 実 行 ５００千円 舞台発表 平成１８年３月１２日
委員会補助金 平成１７年１１月５日作品展示発表会
ふれあい活動実 ３００千円 自治会ふれあい活動補助 １０地区
行委員会補助金
維持管理費 等 ７，６７５千円

〇美山中央公民館管理事業
（予算現額 15,350千円）１４，２３６千円

【特定財源】
その他 ３２３千円

＜事業費内訳＞
事業費内訳 金 額 備 考

成人講座 １２教室
パソコン講座 ６教室講座講師謝金 １，８５５千円
青少年育成事業ワークショップ 平成１７年 ８月 ８日
ジュニアクリスマスコンサート 平成１７年１２月１８日

２２５千円 １教室（つくしんぼ） ４５組乳 幼 児 教 室
講 師 謝 金

芸能祭 平成１７年６月１２日
ﾌ ｪ ｽ ﾀ 実 行 書初大会 平成１８年１月 ５日

５００千円
委員会補助金 平成１８年２月２５日作品展示発表会

～２６日
維持管理費 等 １１，６５６千円
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【款 教育費 項 社会教育費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

公民館費
〇高富中央公民館改修事業【生涯学習課】

（予算現額 2,900千円）２，２７９千円

使いやすく親しみのある中央公民館とするために必要な改修を行いま
した。

・ステージ改修 1,680千円
・駐車場整備等 599千円

文化施設費
○古田紹欽記念館利用状況一覧表【文化課】

区 分 １６年度 １７年度
入 館 者 数 ７，０４３人 ６，７９４人
施設使用件数 ２３件 １３件

千円 千円施設使用料 ２２９ １９４
抹茶体験者数 ２，７３８人 ２，７４５人

千円 千円抹茶体験料 １，０３９ １，０４０
※ 抹茶体験料：３５０円、市民茶会：１服４００円

○古田紹欽記念館企画展示事業
（予算現額 771千円）７０６千円

【特定財源】 その他 ６７２千円

記念館が開館し２年目を迎え、古田紹欽氏が歩んできた道をさらに知
って頂こうと『古田紹欽特別展』を企画し、未公開の作品を含め、幼い
頃から芸術を好み、学者として生き抜いた氏の功績を紹介しました。

・期 間 平成１７年８月１０日～１１月２７日
・入館者数 ２，３５８人（期間中）

○古田紹欽記念館春・秋の好日会事業
（予算現額 616千円）５１１千円

古田紹欽氏が好んだ禅語である『日々是好日』から『好日会』と名付
け子どもお茶教室の児童、茶道ボランティアの協力の下、講演会、ミニ
コンサート、市民茶会を開催し、日本文化や山県市の文化に親しんで頂
く企画を実施しました。

［秋の好日会］
期 間 平成１７年１１月 ３日
入館者数 ２０６人

［春の好日会］
期 間 平成１８年 ３月２１日
入館者数 ２７０人

○文化ゾーン整備事業
（予算現額 16,000千円）１３，９４６千円

【特定財源】
市債（合） １２，９００千円

市民が集う文化ゾーンとしての一体化利用を図ることを目的に連絡橋
の下部工事を行いました。
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【款 教育費 項 社会教育費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

文化施設費
○図書館資料購入事業【文化課】

（予算現額 7,158千円）６，７５３千円

伊自良図書館、高富中央公民館・みやまジョイフル倶楽部図書室（２
分室）において、市民の利用に供するための図書等を購入しました。

＜蔵書・貸出数等の状況＞ （単位：冊）
図書等購入数 蔵 書 数 図書等貸出数区 分
16年度 17年度 16年度 17年度 16年度 17年度

伊自良図書館 4,292 3,384 58,055 59,493 189,927 167,229
２ 分 室 1,452 1,990 36,221 38,056 28,541 29,643
合 計 5,744 5,374 94,276 97,549 218,468 196,872
※ ビデオ、ＣＤ等を含む

○伊自良美術館活用推進事業
（予算現額 469千円）４６４千円

来館者への憩いの空間と、創作意欲の向上を図るため、寄贈絵画の入
替展示と、多目的ホールの活用推進に努めました。

＜美術館利用状況＞
区 分 １６年度 １７年度
来館者数 １８，０４４人 １７，９３９人
使 用 料 １５，７５０円 １７，８５０円

＜多目的ホール利用状況＞
使 用 期 間 内 容

5月10日～ 6月 2日 阿部雄介 写真展「アジア楽園紀行」
6月 4日～ 6月18日 岐阜大学美術教育学科 美術作品展
7月18日～ 8月 6日 写遊いじら・富岡写真展
8月10日～ 8月28日 鈴木史鳳・島戸香蘭・生徒作品書道展
9月 6日～ 9月25日 石楠花の会 油彩展
10月 1日～10月22日 写遊いじら 写真展
10月29日～11月19日 トールペイント等作品展示
11月22日～12月13日 いじら少年クラブ絵画教室作品展
2月 2日～ 2月18日 写遊いじら 写真展
2月19日～ 3月10日 日本写真学術協会 写真展
3月11日～ 3月22日 いじら少年クラブ絵画教室作品展

○伊自良図書館Web公開システムサービス事業
（予算現額 6,400千円）６，２７９千円

自宅等からインターネットを介して蔵書確認、貸出状況の把握や図書
貸出しの予約も可能となりました （平成１７年１０月１日より稼働）。

＜事業実績＞
区 分 １７年度
W e b 貸 出 数 ９２冊
アクセス件数 １１，６６２件
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【款 教育費 項 社会教育費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

文化施設費
○花咲きホール事業【文化課】

（予算現額 16,068千円）１２，４０４千円
【特定財源】
県支出金 ４，１００千円

優れた芸術文化に触れる機会をつくり、市民の豊かな心を育むための
事業を展開しました。

（１）笑いと健康事業
公 演 日 事 業 名 入場者(人)

丸山浩路講演会
17年 7月30日 土 “出会い ふれあい 感動” ２２１（ ）

（美山中央公民館）
上方落語 桂 文我落語会

17年 8月20日 土 （昼：古田紹欽記念館百道庵） ３９（ ）
（夜：花咲きホール） １５３

17年 9月 4日 日 舞太鼓 あすか組 ３０７（ ）
17年10月 8日 土 三遊亭歌之介爆笑ライブ ２３４（ ）
17年12月 3日 土 清水ミチコトーク＆ライブ ３５１（ ）
18年 3月 4日 土 和泉元彌狂言への招待 ３３４（ ）

（２）助成事業
（ ）公 演 日 事 業 名 入場者 人

三井住友海上文化財団
17年 5月20日 金 ＮＨＫ交響楽団トップメンバー ３４０（ ）

による室内楽の名曲コンサート
公共ホール音楽活性化事業

６０伊自良南小学校４年生～６年生対象
17年 9月29日 木 （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ）（ ）

５０大桑小学校 ４年生～５年生対象

（ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ）
公共ホール音楽活性化事業

６０いわ桜小学校 ４年生～６年生対象

17年 9月30日 金 （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ）（ ）

４０コテージ村
（地域市民対象ﾐﾆ･ｺﾝｻｰﾄ）

17年10月 1日 土 １６２（ ） フルート＆歌＆ピアノコンサート

（花咲きホール）

17年11月26日 土 ３１８（ ） 宝くじ文化公演
ゴンチチコンサート

（３）自主事業
（ ）公 演 日 事 業 名 入場者 人

17年 6月26日 日 １４９（ ） 歌とピアノをあなたと共に
「心に響く日本の調べ]

17年 7月24日 日 ７５（ ） 小木曽典孝と仲間達による
「あったか コンサート」

17年 9月19日 月 １９２（ ） 心に響く、ぬくもりの音色
オカリナ＆ピアノコンサート

18年 1月29日 日 花咲コンサート「市民の第九」 ３５０（ ）

18年 3月26日 日 ３５０（ ） みんなで楽しくミュージカル
呪文のような不思議なことば
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【款 教育費 項 社会教育費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

青少年育成費
〇青少年育成団体支援事業【生涯学習課】

（予算現額 9,425千円）９，３２９千円

青少年の健全育成を図るため、関係団体との連携を密にし、その活動
に対し補助金を交付しました。

・市こども会育成協議会補助金 1,445千円
子ども会の連絡協調と青少年育成活動補助

・市青年団体補助金 360千円
ＹＡＣＣ活動補助

・青少年育成市民会議補助金 3,929千円
市民会議を核とした、地域に根ざした青少年健全育成活動補助

・ボーイスカウト連盟補助金 25千円
ボーイスカウト高富第１団活動補助

・ジュニアリーダークラブ活動事業補助金 340千円
ジュニアリーダーの養成（奉仕・体験活動）

・子ども文化クラブ補助金 3,230千円
小中学生の健全育成のために、各種体験活動の実施及び活動情報誌
「やまがたっ子」の発行
１１教室 ６３講座 会員数 ２８７人

青少年育成費
○国際交流海外派遣事業【文化課】

（予算現額 5,042千円）３，８２４千円

市代表団が米国フローレンス市長を訪問し、両市の市民レベルの国際
交流を目的に「友好関係都市協定書」を平成１７年８月２２日に締結し
ました。また、派遣団は両市の親善を深めるためホームステイによる交
流を実施しました。

・滞在期間 平成１７年８月１８日～２４日（７日間）
・派遣団員 １３名（青少年１０名 引率者３名）

○国際交流訪問団受入事業
（予算現額 1,160千円）７６３千円

米国フローレンス市からの国際交流訪問団を、市ホストファミリーの
会の協力を得て受け入れを行い、相互の親善を図りました。

・滞在期間 平成１７年８月２日～１０日（９日間）
・訪問団員 １６名（青少年１２名 引率者４名）
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【款 教育費 項 社会教育費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

人権教育費
【生涯学習課】 （予算現額 990千円）〇人権教育啓発事業 ９３１千円

【特定財源】 県支出金 ３８７千円

子どもを含めた人権問題の解消、市民の人権感覚を涵養するために講
演会の開催及び啓発に努めました。

・ 人権のつどい」 平成１７年１２月４日 文化の里花咲きホール「
人権作文朗読 人権の花指定校発表（富波小） 人権コンサート

・美里会館習字教室 年間４０回（教室生４５名）
・標語入り啓発物品の作成、配布
マグネットバー 「偏見や差別をなくし、人権文化をきずこう」
封筒 「育てよう一人一人の人権意識」

文化財保護費
○指定文化財保護補助金【文化課】

（予算現額 2,232千円）２，０８０千円

、 。市重要文化財保護のため 指定文化財の修繕に係る助成を行いました

・ 大福寺観音堂」の屋根修復「
・ 日比野家萱葺住宅」の屋根葺き替え修復「
・ 高札所」の屋根修復「

○市内遺跡発掘調査事業
（予算現額 4,317千円）３，４２７千円

【特定財源】
国庫支出金 １，５００千円
県支出金 １５０千円

、大桑城の南麓に展開する大桑城下町遺跡群の範囲・内容確認を目的に
大桑字斧田地内において、斧田遺跡の試掘調査を行うとともに整理作業
・報告書刊行をしました。
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【款 教育費 項 保健体育費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
教育費 保健体育費 １２２，０３９ １０９，８６８

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

保健体育総務費
〇地区体育振興会支援事業【生涯学習課】

（予算現額 5,521千円）５，３１２千円

各地区での市民運動会、グラウンドゴルフ大会、歩け歩け大会、ソフ
トバレー大会等の開催に対して補助金を交付することにより、スポーツ
人口の拡大、健康の増進及び市民間のコミュニティ意識の高揚を図りま
した。

・団体数 １２団体

（予算現額 5,000千円）〇体育協会支援事業 ５，０００千円

山県市体育協会事業に補助金を交付し、スポーツの普及振興、市民の
体力向上及びスポーツ精神の高揚を図りました。

・団体数 １９団体
・山県市ジョギング大会 ８９０名参加

〇総合型地域スポーツクラブ支援事業
（予算現額 5,200千円）５，２００千円

「 」 、 、たかとみスポーツクラブ の活動を支援することにより いつでも
どこでも、だれでも、いつまでも気軽にスポーツ活動に参加でき、生涯
にわたるスポーツの振興、心と体の健康づくりに努めました。

・会員数 １，２６６人
スポーツスクール ２５講座
スポーツ広場 ８講座
サークル ５

・市民スポーツ教室の開催
前期 ９講座
後期 １１講座

・春、夏、冬季イベントの開催 （全日本バレーボール紅白戦等）
・年２回種目別指導者研修会
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【款 公債費 項 公債費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
公債費 １，７９２，５４２ １，７９０，００６

公債費 １，７９２，５４２ １，７９０，００６

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

元金
○市債元金償還金【財政課】

（予算現額 1,430,729千円）１，４３０，７２９千円

事業を実施するための財源として、これまで発行してきた市債（旧町
村を含む）に係る元金分を償還しました。

利子
○市債利子償還金【財政課】

（予算現額 361,813千円）３５９，２７７千円
【特定財源】
県支出金 ８０千円

市債に係る利子を償還しました。
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【款 災害復旧費 項 農林水産施設災害復旧費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
災害復旧費 １３，０００ １２，８３１

１３，０００ １２，８３１農林水産施設災害復旧費

内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

林道災害復旧費
【農山村整備課】 （予算現額 13,000千円）○災害復旧事業 １２，８３１千円

【特定財源】
県支出金 １１，０９２千円
市債 ５００千円

椿野～はじかみ線の災害復旧工事を行いました。

◇ 平成１６年度繰越分 12,831千円

・法面保護工 Ｌ＝２１ｍ
・路側工 Ｌ＝２５ｍ
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【国民健康保険特別会計】

（単位：千円）
会 計 名 予 算 現 額 支 出 済 額

国民健康保険特別会計 ３，１０３，００５ ２，９１３，７６１

【款 総務費 項 趣旨普及費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

趣旨普及費
【市民課】 （予算現額 1,000千円）○健康家庭表彰記念品 ４９７千円

１年間無受診の国保世帯１３６世帯に対して記念品を贈呈しました。

【款 保険給付費 項 療養諸費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

一般被保険者
○一般被保険者給付事業療養給付費

【市民課】 （予算現額 1,369,077千円）１，３０８，３３８千円
【特定財源】
国庫支出金 ４５１，０５３千円

一般被保険者の疾病及び負傷に関して、診療、薬剤又は治療材料の支
給、処置、手術その他の治療等の医療サービスを行いました。

・支給件数 ８８，０４１件

退職被保険者等
○退職被保険者給付事業療養給付費

【市民課】 （予算現額 429,994千円）３７０，７４６千円
【特定財源】
療養給付費交付金 ２６２，９３１千円

退職被保険者の疾病及び負傷に関して、診療、薬剤又は治療材料の支
給、処置、手術その他の治療等の医療サービスを行いました。

・支給件数 ２３，４２０件

一般被保険者療養費
○一般被保険者療養費額【市民課】

（予算現額22,278千円）２２，２６６千円
【特定財源】
国庫支出金 ７，６７６千円

柔道整復・あんま・はり・灸・マッサージ師等の施術・コルセット治
療用装具等を基準に基づき支給しました。

・支給件数 ３，４４５件
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【款 保険給付費 項 療養諸費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

退職被保険者等
○退職被保険者等療養費額療養費

【市民課】 （予算現額6,006千円）６，００６千円
【特定財源】

療養給付費交付金 ４，２６０千円

柔道整復・あんま・はり・灸・マッサージ師等の施術・コルセット治
療用装具等を基準に基づき支給しました。

・支給件数 ７７９件

審査支払手数料
【市民課】 （予算現額 6,414千円）○審査支払手数料 ６，４１３千円

国保事業の円滑な推進のため診療報酬明細書を審査し、過誤を調整す
ることにより、適正な医療費等の給付に努めました。

【款 保険給付費 項 高額療養費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

一般被保険者
○高額療養費支払額高額療養費

【市民課】 （予算現額 150,000千円）１３９，８９１千円
【特定財源】

国庫支出金 ４８，２２８千円

医療水準の向上に伴い医療費の自己負担額は高額となり、高額医療費
を支給することにより一般被保険者自己負担の軽減を図りました。

・支給件数 １，５３７件

退職被保険者等
○高額療養費支払額高額療養費

【市民課】 （予算現額 48,000千円）２７，３５６千円
【特定財源】

療養給付費交付金 １９，４０１千円

医療水準の向上に伴い医療費の自己負担額は高額となり、高額療養費
を支給することにより退職被保険者自己負担の軽減を図りました。

・支給件数 ３７６件
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【款 保険給付費 項 出産育児諸費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

出産育児一時金
○出産育児一時金【市民課】

（予算現額 16,800千円）１６，２００千円
【特定財源】
その他 １０，８００千円

被保険者の出産に対して、出産育児一時金３０万円を支給しました。

・支給件数 ５４件

【款 保険給付費 項 葬祭諸費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

葬祭費
【市民課】 (予算現額 10,000千円）○葬祭費 ８，９５０千円

被保険者が亡くなった時、葬祭を行った者に葬祭費５万円を支給しま
した。

・支給件数 １７９件

【款 老人保険拠出金 項 老人保健拠出金】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

老人保健
○老人保健医療事業医療費拠出金

【市民課】 （予算現額 672,568千円）６７２，５６７千円
【特定財源】
国庫支出金 ２２１，６６２千円
療養給付費交付金 ６６，２５９千円

老人保健対象者の公平かつ適正な医療費の給付に努めました。

・対象被保険者数 ２，６２７人

老人保健
○老人保健事務費拠出金事務費拠出金

【市民課】 （予算現額 7,236千円）７，２３６千円

各医療保険の保険者間の老人加入率による負担の公平かつ適正を図る
ための事務費の拠出を行いました。
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【款 介護納付金 項 介護納付金】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

介護納付金
○介護納付金事業【市民課】

（予算現額 203,964千円）２０３，９６４千円
【特定財源】

国庫支出金 ７３，９１２千円

４０歳以上６５歳未満の国保加入者に係る介護給付・サービスのため
公正かつ適正な利用料の給付に努めました。

・介護納付金算定基礎第２号被保険者数 ４，０１３人

【款 共同事業拠出金 項 共同事業拠出金】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

高額療養費
○高額医療費共同事業医療費拠出金事業共同事業拠出金

【市民課】 （予算現額 73,198千円）６７，１６３千円
【特定財源】

国庫支出金 １６，７９１千円
県支出金 １６，７９１千円
共同事業交付金 ９４，１７５千円

高額な医療費に対する再保険事業として、レセプト１件当たり７０万
円を超えるレセプトに係る給付費の一定部分を国保連から交付金として
交付を受け、財政負担緩和を図りました。

【款 保健事業費 項 保健事業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

保健衛生普及費
【市民課】 （予算現額 500千円）○成人病自動化検診補助事業 ２３０千円

市民の健康管理のために成人病検診を啓蒙し、人間ドック検診者に一
部経費（１万円）について補助しました。

・支給件数 ２３件
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【老人保健特別会計】

（単位：千円）
会 計 名 予 算 現 額 支 出 済 額

老人保健特別会計 ３，１４２，６４７ ２，９８４，７７８

【款 医療諸費 項 医療諸費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

医療給付費
○医療給付事業【社会福祉課】

（予算現額 3,002,456千円）２，８９７，５９０千円

老人保健は、老人保健法に基づく医療の充実に係る費用を経理する会
計であり、平成１７年度の年間平均老人医療対象者数は、３，９２０人
で対前年比４．５パーセントの減となりました。
医療給付費の状況は、診療件数９３，６７８件、患者一部負担金を除

く医療給付費は、２８億９，７５９万円で対前年比０．４９パーセント
の増となりました。
医療対象者１人あたりの給付額は７３万９，１８１円で対前年比５．

０パーセントの増となりました。なお、診療１件あたりの一般の医療給
付額は３７，９５３円でした。

（ ）＜老人医療対象者数＞ 単位：人
国民健康保険 健 康 保 険

区 分 共済組合 合計 １６年度市町村 組 合 組合政府（日雇特例保険 政府（日雇特例保険
者の保険を除く） 者の保険）

７ ５ 歳 以 上 の 者 2,628 52 735 0 212 190 3,817 3,935
６５歳以上７５歳未満

76 2 21 0 3 1 103 161
で障害認定を受けた
合 計 2,704 54 756 0 215 191 3,920 4,096
注１） 「７５歳以上の者」には、老人保健法改正法附則第９条の規定により、７５歳以上の者

とみなされる者であって、老人医療受給対象者である者を含む。
注２） 「６５歳以上７５歳未満で障害認定を受けた者」には、老人保健法改正法附則第９条の

規定により、７５歳以上の者とみなされる者であって、老人医療受給対象者である者を含
まない。

＜給付費状況＞ （単位：件・日・千円）
区 分 国 保 社 保 合 計

件数 日数 給付額 件数 日数 給付額 件数 日数 給付額
医 入 院 1,992 34,323 890,819 821 14,504 361,498 2,813 48,827 1,252,317
入院外 41,446 95,803 788,114 17,569 37,067 306,135 59,015 132,870 1,094,249

科 計 43,438 130,126 1,678,933 18,390 51,571 667,633 61,828 181,697 2,346,566
歯 入 院 10 122 3,929 0 0 0 10 122 3,929
入院外 4,985 10,284 70,128 2,167 4,135 31,694 7,152 14,419 101,822

科 計 4,995 10,406 74,057 2,167 4,135 31,694 7,162 14,541 105,751
小 計 48,443 140,532 1,752,990 20,557 55,706 699,327 68,990 196,238 2,452,317
調 剤 15,945 26,190 265,805 6,044 9,253 102,586 21,989 35,443 368,391
施設医療費 0 0 0 0 0 0 0 0 0
訪 問 看 護 94 1,040 8,537 29 178 1,587 123 1,218 10,124
食事 医 科 1,800 29,201 46,400 766 12,654 20,203 2,566 41,855 66,603
療養 歯 科 10 105 155 0 0 0 10 105 155
合 計 66,282 197,068 2,073,887 27,396 77,791 823,703 93,678 274,859 2,897,590
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【款 医療諸費 項 医療諸費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

医療費支給費
○医療費支給事業【社会福祉課】

（予算現額 70,523千円）７０，３３９千円

はり・灸、高額療養費等の支給費の状況については、診療件数７，７
６５件、患者一部負担金を除く医療費支給費は７，０３３万９千円とな
りました。

＜支給費（現金給付分）の状況＞ （単位：件・千円）
区分 件 数 給付額 備 考
国保分 ５，７８７ ５１，９９０ 柔道整復師の施術、補装具、あんま・マッサージ、
社保分 １，９７８ １８，３４９ はり・灸、高額療養費等
合計 ７，７６５ ７０，３３９
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【介護保険特別会計】

（単位：千円）
会 計 名 予 算 現 額 支 出 済 額

介護保険特別会計 １，７５３，４４４ １，４２５，８４４

【款 総務費 項 介護認定費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

介護認定費
○介護認定事業【長寿福祉課】

（予算現額 15,364千円）１２，９３１千円
【特定財源】
その他 １２，９３１千円

要介護認定事務は認定調査業務や主治医の意見書作成など多方面な範
囲での処理となるため、適正な要介護認定及び事務処理に努めました。

・審査委員報酬・費用弁償等
審査会開催 ３８回 3,236千円
（１６年度 ４０回）
主治医意見書作成費等 4,516千円
主治医意見書作成件数 １，０８０件

（１６年度 １，１１４件）
決定通知・被保険者証作成費等 918千円
職員旅費 105千円
訪問調査委託・システム保守委託料 3,555千円
訪問調査委託件数 ７７６件

（１６年度 ６０８件）
消耗品費等 601千円

＜要介護（要支援）認定者数＞ （１８年３月３１日現在）
区 分 認定者数 割 合
要 支 援 １１９人 １３．９％
要介護１ ２５１人 ２９．３％
要介護２ １４５人 １７．０％
要介護３ １３２人 １５．４％
要介護４ １１６人 １３．６％
要介護５ ９２人 １０．８％
合 計 ８５５人 １００．０％
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【款 保険給付費 項 介護サービス等諸費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

居宅介護
○居宅介護サービス給付事業サービス給付費

【長寿福祉課】 （予算現額 760,777千円）６３５，４１１千円
【特定財源】

国庫支出金 １７４，０１７千円
県支出金 ８２，６１８千円
支払基金 ２０７，７５５千円
その他 １１９，１９６千円

要介護認定者の居宅サービス利用に対して給付を行いました。

＜給付状況＞
区 分 件 数 支 給 額

訪 問 介 護 １，２８６件 ５４，９１７千円
訪 問 入 浴 介 護 １７５件 ８，９８８千円
訪 問 看 護 ７３４件 ２９，５２７千円
訪問リハビリテーション ５９件 １，１３７千円
通 所 介 護 ３，５３５件 ２５５，７０９千円
通所リハビリテーション ６６３件 ４４，４８２千円
福 祉 用 具 貸 与 ２，８１３件 ３１，５４２千円
短 期 入 所 生 活 介 護 ９５７件 ９８，８２３千円
短期入所療養介護（老健） １０９件 ７，０８３千円
短期入所療養介護（医療） １件 ５８千円
居 宅 療 養 管 理 指 導 ８７２件 ５，８７２千円
認知症対応型共同生活介護 ４１１件 ９３，９１１千円
特定施設入所者生活介護 １９件 ３，３６２千円
合 計 １１，６３４件 ６３５，４１１千円

施設介護
○施設介護サービス給付事業サービス給付費

【長寿福祉課】 （予算現額 800,245千円）６１８，３１８千円
【特定財源】

国庫支出金 １５４，５８０千円
県支出金 ７７，２９０千円
支払基金 １９７，８６２千円
その他 ７７，２９０千円

要介護認定者の施設入所サービスに対して給付を行いました。
また、平成１７年１０月から施設入所者の居住費や食費が、保険給付
外となったことから、低所得者の負担軽減のため特定入所者介護サービ
ス費が創設され、所得に応じた負担限度額と基準額との差額分を給付し
ました。

＜給付状況＞
区 分 件 数 支 給 額

介 護 老 人 福 祉 施 設 １，２２５件 ３１７，７０３千円
介 護 老 人 保 健 施 設 ７４８件 １９６，２４１千円
介 護 療 養 型 医 療 施 設 ２５０件 ８４，４０７千円
小 計 ２，２２３件 ５９８，３５１千円
特定入所者介護サービス費 ８８３件 １９，９６７千円
合 計 ６１８，３１８千円
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【款 保険給付費 項 介護サービス等諸費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

居宅介護福祉
○居宅介護福祉用具購入事業用具購入費

【長寿福祉課】 （予算現額 2,484千円）１，９１４千円
【特定財源】
国庫支出金 ４７８千円
県支出金 ２３９千円
支払基金 ６１２千円
その他 ２３９千円

要介護認定者の中で、排せつや入浴など貸与になじまない福祉用具の
購入者に対し、居宅介護福祉用具購入費を支給しました。

・支給件数 ７１件

居宅介護住宅改修費
○居宅介護住宅改修事業【長寿福祉課】

（予算現額 9,419千円）９，４１９千円
【特定財源】
国庫支出金 ２，３５５千円
県支出金 １，１７７千円
支払基金 ３，０１４千円
その他 １，１７７千円

要介護認定者の中で、住み慣れた自宅で安心して暮らすために、住宅
改修費用を支給しました。

・支給件数 ８４件

居宅介護サービス
○居宅介護サービス計画給付事業計画給付費

【長寿福祉課】 （予算現額 48,450千円）４４，３７３千円
【特定財源】
国庫支出金 １１，０９３千円
県支出金 ５，５４７千円
支払基金 １４，１９９千円
その他 ５，５４７千円

要介護認定者の中で、ケアプランを作成したケアマネジャーの所属す
る居宅介護支援事業者に居宅介護サービス計画費を支給しました。

・支給件数 ５，１６９件
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【款 保険給付費 項 支援サービス等諸費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

居宅支援
○居宅支援サービス給付事業サービス給付費

【長寿福祉課】 （予算現額 35,809千円）２８，７７０千円
【特定財源】

国庫支出金 ７，１９２千円
県支出金 ３，５９６千円
支払基金 ９，２０６千円
その他 ３，５９６千円

要支援認定者の居宅支援サービス利用に対して給付を行いました。

＜給付状況＞
区 分 件 数 支 給 額

訪 問 介 護 ３６３件 ４，７１２千円
訪 問 入 浴 介 護 ０件 ０千円
訪 問 看 護 ５件 ８５千円
訪問リハビリテーション ０件 ０千円
通 所 介 護 ５１６件 １７，４１３千円
通所リハビリテーション １０３件 ２，３５１千円
福 祉 用 具 貸 与 ３６０件 ３，１０２千円
短 期 入 所 生 活 介 護 １３件 ４０６千円
短期入所療養介護（老健） ４件 １５０千円
短期入所療養介護（医療） ０件 ０千円
居 宅 療 養 管 理 指 導 ２０件 １６３千円
認知症対応型共同生活介護
特定施設入所者生活介護 ６件 ３８８千円
合 計 １，３９０件 ２８，７７０千円

居宅支援
○居宅支援福祉用具購入事業福祉用具購入費

【長寿福祉課】 （予算現額 463千円）３１０千円
【特定財源】

国庫支出金 ７７千円
県支出金 ３９千円
支払基金 ９９千円
その他 ３９千円

要支援認定者の中で、排せつや入浴など貸与になじまない福祉用具の
購入者に対し、居宅支援福祉用具購入費を支給しました。

・支給件数 １２件

居宅支援住宅改修費
○居宅支援住宅改修事業【長寿福祉課】

（予算現額 2,756千円）２，７５６千円
【特定財源】

国庫支出金 ６８９千円
県支出金 ３４４千円
支払基金 ８８２千円
その他 ３４４千円

要支援認定者の中で、住み慣れた自宅で安心して暮らすために、住宅
改修費用を支給しました。

・支給件数 ２３件
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【款 保険給付費 項 支援サービス等諸費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

居宅支援サービス
○居宅支援サービス計画給付事業計画給付費

【長寿福祉課】 （予算現額 9,396千円）９，３９６千円
【特定財源】
国庫支出金 ２，３４９千円
県支出金 １，１７４千円
支払基金 ３，００７千円
その他 １，１７４千円

要支援認定者の中で、ケアプランを作成したケアマネジャーの所属す
る居宅介護支援事業者に居宅支援サービス計画費を支給しました。

・支給件数 １，１０３件

【款 保険給付費 項 その他諸費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

審査支払手数料
○審査支払手数料【長寿福祉課】

（予算現額 2,484千円）２，０４６千円
【特定財源】
国庫支出金 ５０９千円
県支出金 ２５４千円
支払基金 ６５２千円
その他 ２５４千円

介護給付費請求の点検審査の手数料を国保連に支払いました。

・審査支払手数料 ２１，４６８件
・第三者行為求償事務支払手数料 １件

介護給付費請求電算
○介護給付費請求電算処理システム料処理システム料

【長寿福祉課】 （予算現額 300千円）２０１千円

介護給付費請求のための電算処理手数料を国保連に支払いました。
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【款 保険給付費 項 高額介護サービス費等】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

高額介護サービス費
○高額介護サービス費【長寿福祉課】

（予算現額 8,552千円）８，２２３千円
【特定財源】

国庫支出金 ２，０５５千円
県支出金 １，０２８千円
支払基金 ２，６３１千円
その他 １，０２８千円

要介護認定者に対して、１月の利用者負担額のうち所得に応じた上限
を超えた金額を払い戻しました。

・支給件数 ９８８件

高額居宅支援
○高額居宅支援サービス費サービス費

【長寿福祉課】 （予算現額 100千円）１千円

要支援認定者に対して、１月の利用者負担額のうち所得に応じた上限
を超えた金額を払い戻しました。

・支給件数 ７件
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【簡易水道事業特別会計】

（単位：千円）
会 計 名 予 算 現 額 支 出 済 額

簡易水道事業特別会計 ３７０，４０５ ３５６，４３５

【款 簡易水道管理費 項 総務管理費】
内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

一般管理費
【水道課】 （予算現額 101,065千円）○簡易水道事業 ９２，１５８千円

本事業は 伊自良・富永・谷合・中洞簡易水道で伊自良・美山地域 乾、 （
・北武芸を除く。北武芸簡易水道は平成１５年度、乾簡易水道は平成１
７年度より美山上水道区域に変更）を給水区域として運営しています。
平成１７年度の決算では、給水戸数は２，６２０戸、料金収入は８８，
７２３千円となりました。

・給与費等 42,169千円
・需用費（光熱水費・修繕費等） 22,851千円
・工事請負費 10,920千円
・委託料等 16,218千円

【不用額】
◇需用費 ４，６０１千円

電気料の契約変更による光熱水費の減少と漏水箇所の減により修繕
費が減少しました。
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【款 簡易水道事業費 項 簡易水道事業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

統合簡易水道事業費
〇統合簡易水道事業【水道課】

（予算現額 223,230千円）２２２，５６６千円
【特定財源】

国庫支出金 ５０，０００千円
県支出金 １２，５００千円
市債 １５３，０００千円

伊自良地域の２つの簡易水道（北部・南部）を統合し水道水質の悪化
対策として浄水設備の改良を行い、使用水量の増加に対応できる水源・
浄水・配水施設を各１箇所新設するとともに既存水道施設の改良拡張を
継続的に行って来ました。本事業の実施年度は平成１４年度から平成１
７年度までの４年間であり、平成１７年度は最終年度であったことから
配水管の布設を中心に事業を展開しました。

・旅費 60千円
統合簡易水道事業に係る工場検査等

・委託料 27,671千円
統合簡易水道事業実施設計

・工事請負費 194,835千円
統合簡易水道工事
（管路工事）

口 径 延 長
φ１５０㎜ １５０．５ｍ
φ１００㎜ １，０４７．０ｍ
φ ８０㎜ １４．０ｍ
φ ７５㎜ ８，５３９．９ｍ

計 ９，７５１．４ｍ

（第２水源地）
非常用発電装置更新
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【農業集落排水事業特別会計】

（単位：千円）
会 計 名 予 算 現 額 支 出 済 額

農業集落排水事業特別会計 ４３５，５７９ ４２９，４８３

【款 農業集落排水事業費 項 農業集落排水事業費】
内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

施設管理費
○農業集落排水施設管理事業【下水道課】

（予算現額 149,950千円）１４６，６５８ 千円
【特定財源】
その他 ９１，３７９千円

河川等の水質保全のため、赤尾・梅原・大桑・桜尾・伊自良左岸・伊
自良右岸の６箇所の農業集落排水処理施設による適正な汚水処理事業を
行いました。

・平成１７年度新規接続件数 ７０件

＜施設の状況＞（平成１８年３月３１日現在）
処理区 接続件数 接続率 維持管理費 使用料 汚水流入量
赤 尾 129件 100％ 7,619千円 5,868千円 52,713㎥
梅 原 413件 88 20,210千円 17,728千円 170,545㎥％
大 桑 385件 80 35,186千円 18,126千円 181,661㎥％
桜 尾 264件 63 20,300千円 11,101千円 96,120㎥％
伊自良左岸 490件 78 41,871千円 24,939千円 101,596㎥％
伊自良右岸 273件 70 21,472千円 13,617千円 221,326㎥％
計 1,954件 77％ 146,658千円 91,379千円 823,961㎥

※ 市加入口数合計 ２，５２７口



- 110 -

【公共下水道事業特別会計】

（単位：千円）
会 計 名 予 算 現 額 支 出 済 額

公共下水道事業特別会計 １，１９９，４１７ １，０３６，８０２

【款 公共下水道費 項 公共下水道費】
内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

公共下水道費
○公共下水道施設整備事業【下水道課】

（予算現額 1,137,370千円）９７６，５３０千円
【特定財源】

国庫支出金 ６４１，２３８千円
市債 ３６８，０００千円

高富・富岡小学校区の水質・自然環境保全を目的に、平成２０年４月
供用開始を目指し、管渠・終末処理場の建設工事を行いました。

・補助事業 826,520千円
管渠工事 枝線Ｌ＝６，２５３．９ｍ 279,790千円
用地取得 315,874千円
土地開発公社買戻 Ａ＝１１，５１９㎡
設計委託 管渠詳細設計 30,856千円
業務委託 処理場 200,000千円

・単独事業 150,010千円
管渠工事 枝線Ｌ＝３，１６１．６ｍ 118,715千円
業務委託 積算、現場管理、収用業務 22,324千円
補償費 水道管支障移転 8,361千円
事務費等 610千円

◆ 翌年度繰越額 １０６，３００千円
【特定財源】
市債 ９６，３００千円
その他 １，０００千円

・補助事業
管渠工事 枝線Ｌ＝１，２９１．０ｍ
業務委託 現場管理
補償費 水道管支障移転
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【地域情報化事業特別会計】

（単位：千円）
会 計 名 予 算 現 額 支 出 済 額

地域情報化事業特別会計 １，８３０，６１１ １，８０８，２４６

【款 総務費 項 総務管理費】
内 訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

一般管理費
○地域情報化事業管理【有線テレビ局】

（予算現額 75,633千円）５６，８２１千円

山県市有線テレビ加入者に対して地上波アナログ放送、地上波デジタ
ル放送、ＢＳ・ＣＳ衛星放送及びインターネット等の通信サービスの維
持管理を行いました。
なお、１７年度１０月よりエリア拡張と新たに通信サービスを開始し

たことにより、新規インターネット業務委託料、共架（添架）電柱の使
用料、ＣＳ衛星放送番組受信料、道路拡幅による支障移転電柱へのケー
ブル線張替工事費や伝送路、センター機器、サブセンターの電気料など
の維持管理費が必要となりました。

・インターネット業務委託料 19,380千円
インターネット接続希望者に通信サービスを提供しました。
接続数 ２，４３８契約（１８年３月末現在）

・電柱共架（添架）料 9,373千円
市内全域にケーブルを敷設するため、中部電力・ＮＴＴに使用料を
支払いました。
＜電柱共架本数＞（１８年３月末現在）

内 訳 本 数
中部電力岐阜営業所分 ６，３６９本
中部電力関営業所分 ４２３本
Ｎ Ｔ Ｔ ２，２６０本

・ＣＳ番組受信料 1,623千円
朝日ニュースター：１２ヶ月分
キッズステーション、ファミリー劇場：６月送出分まで

・幹線・支線等支障移転・復旧工事費等 9,115千円
＜工事費内訳＞
内 訳 金 額

支障移転工事費 ５，９１７千円
復 旧 工 事 費 ３，１９８千円

・その他経費 17,330千円
伝送路・センター機器・サブセンター機器電気料及び郵便料、
通信料、金融機関振替手数料、コピー機使用料 等
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【款 地域情報化事業費 項 地域情報化事業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

地域情報化事業費
○有線テレビ施設整備事業【有線テレビ局】

（予算現額 1,694,026千円）１，６９２，２８２千円
【特定財源】

県支出金（合） ６７，０００千円
市債（合） １，２８４，３００千円

センター機器整備及び市内全域でケーブル敷設工事を行いました。

・施設整備工事 1,686,109千円
幹線・分配線延長
光ケーブル ５０，９８６ｍ（総延長：１３８，９００ｍ）
同軸ケーブル １８９，０２４ｍ（総延長：３６５，９００ｍ）

・監理委託料 1,503千円

・その他 4,670千円
公共施設ＩＰ化工事 2,748千円
公共施設でＩＰ電話が利用できるように改修しました。
緊急通報システム設置家庭ＩＰ電話貸与 1,922千円
緊急通報家庭に単独利用可能な電話機を貸与しました。
貸与世帯 １８９世帯（高富５４・伊自良６・美山１２９）



山県市バランスシート・行政コスト計算書

・キャッシュフロー計算書

［概 要］

地方公共団体の公会計は、単年度の現金主義であることが特徴であり、1年間の収入が

どのような目的で使用されたかを明らかにすることが主目的で、過去に支出した金銭に

より形成された資産の状況は表示されません。そこで、民間企業が用いている「企業会

」 、 、計的手法 を導入して 市の行政サービスを提供するためにどのくらいの資産を保有し

その資産を保有するためにこれまでの世代がどれだけ負担をしたのか、これからの世代

、 。の負担する金額はいくらなのかを明らかにするために バランスシートを作成しました

そして、福祉サービス、各種団体への補助金、各種資産の維持管理費等の直接資産形

成に繋がらないコストについて、現金支出を伴わない減価償却費等を含めて計算すると

、 。ともに それに伴う収入の状況等明らかにするために行政コスト計算書を作成しました

また、歳入歳出決算書は款項目別に表示されていて、資本取引と損益取引の区分がない

フロー情報が中心であり、ストック情報につながらないなど資金収支の状況を明確にし

ていないため、この欠陥を補完するためキャッシュフロー計算書をあわせて作成しまし

た。

［バランスシート作成の前提条件］ ［行政コスト計算書作成の前提条件］

○ 総務省方式により、次の事項を前提として ○ 総務省方式により、次の事項を前提として

策定しています。 策定しています。

・ 普通会計を対象（特別会計などは対象外） ・ 普通会計を対象（特別会計などは対象外）

・ 取得原価主義（時価を基礎とする時価主義 ・ 人件費等の性質別経費と教育費等の目的

は採用しない。）を採用 別経費を合わせたマトリックスにより分類

・ 昭和４４年度以降の決算統計データを基礎 ・ 平成１７年度決算統計を主に利用して作成

数値として作成 ※ 現金出納に止まらず、住民に提供した行政

・ １年基準を採用し、固定配列法により表示 サービスに要した全てのコスト（現金支出に、

・ 当該年度末をバランスシート作成の基準日 減価償却費、不納欠損額等の非現金支出を

とし、出納整理期間における出納については 加えたもの）を計上し、土地譲与・寄附、前年

作成基準日までに終了したものとして処理 度との時価の差額は行政コストとして計上し

ていません。



Ｈ１７末 Ｈ１６末 差引 Ｈ１７末 Ｈ１６末 差引

［資産の部］ ［負債の部］

１．固定負債
(１) 9,864,653 8,349,579 1,515,074 (１) 21,094,272 18,324,460 2,769,812

(２) 1,959,345 2,052,083 △ 92,738

(３) 1,814,660 1,941,149 △ 126,489 (２)

(４) 21,550 26,449 △ 4,899 ① 物件の購入等 0 0 0

(５) 7,426,587 7,928,518 △ 501,931 ② 債務保証・損失補償 0 0 0

(６) 336,485 342,284 △ 5,799 債務負担行為計 0 0 0

(７) 16,015,198 16,459,133 △ 443,935

(８) 1,681,641 1,354,889 326,752 (３) 3,224,594 3,211,354 13,240

(９) 18,930,793 17,851,989 1,078,804

(10) 14,756 14,756 0 24,318,866 21,535,814 2,783,052

58,065,668 56,320,829 1,744,839

13,520,046 13,410,744 109,302 ）

58,065,668 56,320,829 1,744,839

(１) 558,367 534,565 23,802 (１) 1,329,088 1,430,729 △ 101,641

(２) 貸付金 0 0 0

(３) 基　金 (２) 0 0 0

① 特定目的基金 2,746,876 2,569,703 177,173

② 土地開発基金 506,000 506,000 0 1,329,088 1,430,729 △ 101,641

③ 定額運用基金 0 0 0

基金計 3,252,876 3,075,703 177,173

(４) 1,120,767 975,862 144,905 25,647,954 22,966,543 2,681,411

投資等合計 4,932,010 4,586,130 345,880

(１)

① 財政調整基金 1,890,620 2,305,498 △ 414,878

② 減債基金 1,193,009 1,292,297 △ 99,288 6,583,261 6,507,487 75,774

③ 歳計現金 630,595 347,210 283,385

現金・預金計 3,714,224 3,945,005 △ 230,781 4,423,618 4,504,104 △ 80,486

(２) 未収金

① 地方税 222,058 203,238 18,820 30,285,326 31,080,633 △ 795,307

② その他 6,199 3,565 2,634

未収金計 228,257 206,803 21,454 41,292,205 42,092,224 △ 800,019

3,942,481 4,151,808 △ 209,327

66,940,159 65,058,767 1,881,392 66,940,159 65,058,767 1,881,392

Ｈ１７末 Ｈ１６末 差引

※債務負担行為に係る補償等 ① 1,368,814 3,938,613 △ 2,569,799

② 1,617,583 2,388,895 △ 771,312

③ 526,957 556,573 △ 29,616

山県市比較バランスシート（普通会計）
（単位：千円）

土木費

農林水産業費

商工費

計

消防費

教育費

借　　　　方 貸　　　　方

（うち土地

その他

科  目 科  目

地方債

債務負担行為

退職給与引当金

固定負債合計

物件の購入等に係るもの

債務保証及び損失補償に係るもの

利子補給等に係るもの

１．国庫支出金

２．県支出金

３．一般財源等

正味資産合計

資 産 合 計

流動負債合計

２．流動負債
翌年度償還予定額

翌年度繰上充用金

［正味資産の部］

負債・正味資産合計

負 債 合 計

３．流動資産
現金・預金

１．有形固定資産

退職手当組合積立金

流動資産合計

有形固定資産合計

２．投資等
投資及び出資金

総務費

民生費

衛生費

労働費
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31,165人

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債
(１) 316,530 (１) 676,858

(２) 62,870

(３) 58,228 (２)

(４) 691 ① 物件の購入等 0

(５) 238,299 ② 債務保証・損失補償 0

(６) 10,797 債務負担行為計 0

(７) 513,884

(８) 53,959 (３) 103,468

(９) 607,438

(10) 473 780,326

1,863,169

433,821 ）

有形固定資産合計 1,863,169

(１) 17,916 (１) 42,647

(２) 貸付金 0

(３) 基　金 (２) 0

① 特定目的基金 88,140

② 土地開発基金 16,236 42,647

③ 定額運用基金 0

基金計 104,376

(４) 退職手当組合積立金 35,962 822,973

投資等合計 158,255

(１) ［正味資産の部］
① 財政調整基金 60,665

② 減債基金 38,280 211,239

③ 歳計現金 20,234

現金・預金計 119,179 141,942

(２) 未収金

① 地方税 7,125 971,774

② その他 199

未収金計 7,324 1,324,954

流動資産合計 126,503

2,147,927 2,147,927

※債務負担行為に係る補償等 ① 円

② 円

③ 円

住民１人当たりの山県市バランスシート（普通会計）
（平成１８年３月３１日現在）

（単位：円）

土木費

農林水産業費

商工費

計

消防費

教育費

借　　　　方 貸　　　　方

（うち土地

その他

１．国庫支出金

２．県支出金

３．一般財源等

正 味 資 産 合 計

資 産 合 計

地方債

債務負担行為

退職給与引当金

固定負債合計

負債・正味資産合計

総務費

民生費

衛生費

労働費

43,922

51,904

16,909

物件の購入等に係るもの

債務保証及び損失補償に係るもの

利子補給等に係るもの

負 債 合 計

３．流動資産
現金・預金

２．投資等
投資及び出資金

流動負債合計

２．流動負債
翌年度償還予定額

翌年度繰上充用金
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　有形固定資産明細表（平成１７年度）

（単位：千円）

17 取得価額 減価償却累計額 残存価額
Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

12,128,353 2,263,700 9,864,653
5,147,103 1,190,838 3,956,265
6,981,250 1,072,862 5,908,388
4,297,015 2,337,670 1,959,345
1,400,627 912,103 488,524
2,896,388 1,425,567 1,470,821
3,630,367 1,815,707 1,814,660
2,154,543 1,261,852 892,691

ご み 処 理 2,148,131 1,258,831 889,300
し 尿 処 理 0 0 0
そ の 他 6,412 3,021 3,391

33,589 13,969 19,620
1,442,235 539,886 902,349
122,487 100,937 21,550

19,206,658 11,780,071 7,426,587
377,932 139,064 238,868
4,134,795 2,285,292 1,849,503
103,384 37,241 66,143

0 0 0
0 0 0

10,882,496 7,332,939 3,549,557
0 0 0

3,708,051 1,985,535 1,722,516
689,809 353,324 336,485

0 0 0
275,616 143,165 132,451
414,193 210,159 204,034

34,713,339 18,698,141 16,015,198
24,055,118 16,309,035 7,746,083
2,354,309 665,983 1,688,326
2,307,098 713,630 1,593,468

0 0 0
0 0 0
0 0 0

5,207,185 652,287 4,554,898
街 路 3,693,500 326,644 3,366,856
都市下水道 3,708 1,854 1,854
区 画 整 理 4,879 1,464 3,415
公 園 1,436,815 287,798 1,149,017
そ の 他 68,283 34,527 33,756

689,832 299,531 390,301
0 0 0

99,797 57,675 42,122
　消　　　防　　　費 3,641,743 1,960,102 1,681,641

339,389 154,104 185,285
3,302,354 1,805,998 1,496,356

　教　　　育　　　費 26,320,704 7,389,911 18,930,793
11,580,657 3,839,344 7,741,313
5,805,013 1,287,643 4,517,370

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

4,266,415 1,310,405 2,956,010
4,668,619 952,519 3,716,100
82,509 67,753 14,756

104,832,984 46,767,316 58,065,668

　衛　　　生　　　費

　農 林 水 産 業 費 

　土　　　木　　　費

　総　　　務　　　費

　民　　　生　　　費

　労　　　働　　　費

　商　　　工　　　費

林 道
治 山
砂 防
漁 港
農業農村整備
海 岸 保 全

　そ　　　　の　　　　他

国 立 公 園 等
観 光
そ の 他

道 路
橋 り ょ う
河 川

　合　　　　　　　 　　計

庁 舎 等
そ の 他

保 育 所
そ の 他

清 掃 費

環 境 衛 生 費
そ の 他

造 林

そ の 他

砂 防
海 岸 保 全
港 湾
都 市 計 画

住 宅
空 港
そ の 他

庁 舎
そ の 他

小 学 校
中 学 校
高 等 学 校
幼 稚 園

そ の 他

特 殊 学 級
大 学
各 種 学 校
社 会 教 育
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　国庫・都道府県支出金算出表（平成１７年度）

（単位：千円）

17 国庫支出金 都道府県支出金 国庫支出金 都道府県支出金 国庫支出金 都道府県支出金
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ＋Ｃ Ｂ＋Ｄ

15,224 165,422 38,092 58 53,316 165,480
0 6,058 2,981 0 2,981 6,058

15,224 159,364 35,111 58 50,335 159,422
127,175 135,891 18,916 19 146,091 135,910
53,268 31,229 7,785 0 61,053 31,229
73,907 104,662 11,131 19 85,038 104,681
263,552 136,073 3,612 10,116 267,164 146,189
233,873 93,860 2,352 0 236,225 93,860

ご み 処 理 159,371 20,378 2,352 0 161,723 20,378
し 尿 処 理 59,561 58,258 0 0 59,561 58,258
そ の 他 14,941 15,224 0 0 14,941 15,224

28,751 32,276 1,260 10,094 30,011 42,370
928 9,937 0 22 928 9,959
0 0 0 0 0 0

1,448 2,618,004 894,731 251,691 896,179 2,869,695
0 175,997 55,203 9,237 55,203 185,234
0 647,087 332,092 30,539 332,092 677,626
0 20,915 0 1,205 0 22,120
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

888 1,284,141 358,290 171,111 359,178 1,455,252
0 0 0 0 0 0

560 489,864 149,146 39,599 149,706 529,463
0 20,851 1,361 92 1,361 20,943
0 0 0 0 0 0
0 6,245 577 40 577 6,285
0 14,606 784 52 784 14,658

933,938 353,202 1,532,699 238,207 2,466,637 591,409
166,402 84,206 1,090,644 35,602 1,257,046 119,808
508,265 73,667 67,605 1,269 575,870 74,936
93,947 71,656 50,644 2,213 144,591 73,869

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

85,108 109,297 323,206 199,123 408,314 308,420
街 路 85,108 87,310 270,890 199,123 355,998 286,433
都市下水道 0 0 0 0 0 0
区 画 整 理 0 0 0 0 0 0
公 園 0 19,387 52,316 0 52,316 19,387
そ の 他 0 2,600 0 0 0 2,600

80,216 11,556 600 0 80,816 11,556
0 0 0 0 0 0
0 2,820 0 0 0 2,820

　消　　　防　　　費 5,870 65,841 186,695 105 192,565 65,946
0 16,731 0 38 0 16,769

5,870 49,110 186,695 67 192,565 49,177
2,398,922 420,235 161,026 7,811 2,559,948 428,046
1,476,364 124,389 22,463 0 1,498,827 124,389
724,696 132,533 46,978 0 771,674 132,533

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

168,062 120,250 78,657 2 246,719 120,252
29,800 43,063 12,928 7,809 42,728 50,872

0 0 0 0 0 0

3,746,129 3,915,519 2,837,132 508,099 6,583,261 4,423,618

　そ　　　　の　　　　他

　合　　　　　　　 　　計

庁 舎 等
そ の 他

保 育 所
そ の 他

清 掃 費

環 境 衛 生 費
そ の 他

　民　　　生　　　費

住 宅

道 路

造 林

国 立 公 園 等
観 光
そ の 他

　商　　　工　　　費

林 道
治 山
砂 防

高 等 学 校
幼 稚 園

空 港
そ の 他

庁 舎
そ の 他

　教　　　育　　　費

合　　　　　計

　衛　　　生　　　費

そ の 他

特 殊 学 級
大 学
各 種 学 校
社 会 教 育

小 学 校
中 学 校

　土　　　木　　　費

償却対象分（償却後）

海 岸 保 全
港 湾

償却対象外

　農 林 水 産 業 費

　総　　　務　　　費

　労 　 　働  　　費

漁 港
農業農村整備
海 岸 保 全

都 市 計 画

河 川
砂 防

そ の 他

橋 り ょ う
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山県市バランスシート（普通会計）財務分析①

比　　較

正味資産合計 41,292,205 42,092,224
資産合計 66,940,159 65,058,767

負債合計 25,647,954 22,966,543
資産合計 66,940,159 65,058,767

比　　較

資産合計 66,940,159 65,058,767
歳入合計 15,541,624 15,129,482

比　　較

46,767,316 43,711,855
91,312,938 86,621,939

Ｈ１７年度末 Ｈ１６年度末

61.69%

Ｈ１７年度末 Ｈ１６年度末

51.22% ＝ 50.46%

老　朽　化　比　率

　減価償却対象資産の減価償却率により、資産の老朽化率を示す指標
で、高いほど有形固定資産の老朽化が進んでいて、再整備等の検討が
必要と言えます。

0.75%
減価償却累計額

土地以外の有形固定資産の取得価格
＝

4.30年＝ 4.31年 ＝

　本市の平成１7年度の経常収支比率は昨年度に比べ1.７ポイント高い90.4％となりました。ちな
みに平成16年度の県内市町村平均８5.2％、全国市町村平均90.5％となっており年々上昇の傾向に
あります。この比率が高くなった要因は普通交付税等の一般財源の減少、公債費、扶助費の増加な
どによるもので、比率が高いほど財政構造の弾力化が低下していると言えます。

　一般的には、「予算額対資産比率」が低く、社会資本形成の世代間負担比率における「後世代の
負担比率」が高い場合の財政運営は厳しく、「予算額対資産比率」が高く、社会資本形成の世代間
負担比率における「後世代の負担比率」が低い場合は健全であると考えられます。
　本市の場合、類似団体に比すると平均的な位置にあると考えられます。

△3.01%

0.01年

35.30%

前世代

後世代 ＝ 38.31% 3.01%

社会資本形成の世代間負担比率

　資産形成の資源状況を表す比率で、「財政の健全性」という面から
は、「後世代」の負担率が低い方が望ましいと言えます。ただし、将
来の利用人口等が見込まれる場合には、世代間公平の政策上「後世
代」の負担率を高くするという考え方もあります。
　ちなみに、平成１6年度の類似団体(バランスシートの公表を行って
いる全国類似団体４市抽出)平均は約30.4%となっています。

予 算 額 対 資 産 比 率

　予算規模に対する資産の規模を示す指標で、高いほど「社会資本の
整備」が進んでいると言えますが、維持管理費等の将来の財政負担が
大きくなる可能性があります。
　ちなみに、平成１6年度の類似団体平均は約4.5年分となっていま
す。

Ｈ１７年度末

＝ ＝ 64.70%

＝

Ｈ１６年度末
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山県市バランスシート（普通会計）財務分析②

比　　較

手許資金 6,461,100 6,514,708
減価償却累計額 46,767,316 43,711,855

※ 手許資金：歳計現金、財政調整基金、減債基金、特定目的基金

比　　較

手許資金＋起債可能額 18,323,368 18,376,976
減価償却累計額×0.75 35,075,487 32,783,891

※ 起債可能額：起債制限比率が20%未満での発行可能残額

比　　較

手許資金＋起債可能額 21,481,553 21,924,145
減価償却累計額 46,767,316 43,711,855

※ 起債可能額：起債制限比率が20%未満での発行可能残額

比　　較

15,962,260 13,240,481
2,052,176 2,034,901

　本市における１人当たりの正味資産額は約１３２万円で、平成１6年度の類似団体の平均１３０万
円とほぼ同額となっています。

① △3.82%＝ 56.05%

地方債残高－手許資金
1.27年

有形固定資産の更新資金の手当率
　有形固定資産を再整備するための手許資金がどの程度予定されてい
るかを表す指標で、この数値が高い程望ましいと言えます。

Ｈ１６年度末

Ｈ１７年度末

＝

経常一般財源－（経常経費充当一般財源－公債費）

＝

　・　市債の年利率２％､返済期間は１５年、償還額の１／２が地方交付税算入ありと想定

② △4.22%

＝ 7.78年 ＝ 6.51年

　有形固定資産を再整備する際に発行することができる市債及び手許
資金が、再整備の際にがどの程度予定されているかを表す指標で、こ
の数値が１００％以上でない場合は現状施設の更新は困難と言えま
す。

Ｈ１７年度末

Ｈ１７年度末 Ｈ１６年度末

45.93% ＝ 50.16%

＝

Ｈ１７年度末 Ｈ１６年度末

　・　再整備の際の国庫補助等の負担率を１／４とし、市債の年利率２％､返済期間は２５年を想定

13.82%

地方債返済可能年数
　市債から手許資金を差し引いた残額に対し、返済に充てることが可
能な金額のすべてを持って返済する場合の所要年数で、少ない程健全
状態であると言えます。

14.90%

Ｈ１６年度末

＝ 52.24%

△1.09%

有形固定資産の更新資金の手当可能率
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平成１７年度　山県市行政コスト計算書 (自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）

[ 行政コスト ] （単位：千円）

総    額 （構成比率） 議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 諸支出金 不納欠損額

（１）人件費 2,710,421 23.9% 172,902 468,278 671,336 156,554 0 130,285 67,551 209,942 400,449 433,124 0

（２）退職給与引当金繰入 88,005 0.8% 5,614 15,205 21,798 5,083 0 4,230 2,193 6,817 13,002 14,063 0

小計 2,798,426 24.7% 178,516 483,483 693,134 161,637 0 134,515 69,744 216,759 413,451 447,187 0

（１）物件費 1,803,562 15.9% 6,472 347,347 264,011 270,053 0 20,730 72,224 178,889 87,538 556,298 0 0

（２）維持補修費 220,588 1.9% 0 8,990 6,211 3,900 0 6,345 2,835 158,334 5,781 28,192

（３）減価償却費 3,055,462 26.9% 0 263,871 119,164 126,489 4,899 736,693 23,292 1,078,108 219,338 483,608 0

小計 5,079,612 44.8% 6,472 620,208 389,386 400,442 4,899 763,768 98,351 1,415,331 312,657 1,068,098 0 0

（１）扶助費 968,925 8.5% 959,223 0 9,702

（２）補助費等 966,135 8.5% 3,138 195,783 121,985 385,023 40 51,952 41,948 6,380 46,166 113,720 0 0

（３）繰出金 1,077,262 9.5% 0 711,565 21,770 0 334,496 0 3,896 5,535 0 0 0

（４）普通建設事業費
　　（他団体等への補助金等）

69,451 0.6% 0 5,523 0 34,507 0 10,154 0 19,267 0 0 0

小計 3,081,773 27.2% 3,138 201,306 1,792,773 441,300 40 396,602 41,948 29,543 51,701 123,422 0 0

（１）災害復旧事業費 13,043 0.1% 13,043

（２）失業対策事業費 0 0.0%

（３）公債費（利子分のみ） 364,768 3.2% 364,768

（４）債務負担行為繰入 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（５）不納欠損額 7,243 0.1% 7,243

小計 385,054 3.4% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13,043 364,768 7,243

11,344,865 188,126 1,304,997 2,875,293 1,003,379 4,939 1,294,885 210,043 1,661,633 777,809 1,638,707 13,043 364,768 0 7,243

1.7% 11.5% 25.3% 8.8% 0.0% 11.4% 1.9% 14.6% 6.9% 14.4% 0.1% 3.2% 0.0% 0.1%

[ 収入項目 ]

1 使用料・手数料等       b 656,935 0 237,141 214,755 84,244 0 8,812 54,619 19,675 13,069 24,620 0 0 0

b / a 5.8% 0.0% 36.1% 32.7% 12.8% 0.0% 1.3% 8.3% 3.0% 2.0% 3.7% 0.0% 0.0% 0.0%

2 国庫(県）支出金         c 1,046,692 106,477 627,284 17,544 0 39,617 0 181,834 0 62,763 11,092 81 0

c / a 9.2% 10.2% 59.9% 1.7% 0.0% 3.8% 0.0% 17.4% 0.0% 6.0% 1.1% 0.0% 0.0%

3 一般財源                  d 8,262,458

d / a 72.8%

収　入  ( b + c + d )    e 9,966,085

4
正味資産国庫（県）支出金
償却額                     f

583,473 ①　人にかかるコスト

5 期首一般財源等 31,080,633 ②　物にかかるコスト
差　引　( e - a + f )
一般財源等増減額

△ 795,307 ③　移転支出的なコスト

6 期末一般財源等 30,285,326 ④　その他のコスト

　※「一般財源」…地方税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金、
　　　　　　　　　地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金

　※「使用料・手数料」…分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、諸収入

①

②

行政コスト                      a

（構成比率）

④

③

-
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(単位：千円)

項 目

Ⅰ　行政活動によるキャッシュ・フロー

1.税収 3,208,640

2.使用料及び手数料収入 336,628

3.人件費による支出 -2,930,091

4.物件費による支出 -1,887,365

5.維持補修費による支出 -136,785

6.扶助費による支出 -968,925

7.諸収入 218,277

小計 -2,159,621

8.交付金による収入 5,027,729

9.国県支出金による収入 1,047,410

10.分担金・負担金寄付金による収入 40,388

11.補助費等による支出 -1,048,629

行政活動によるキャッシュ・フロー 2,907,277

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

1.有形固定資産の取得による支出 -4,800,301

2.国県支出金による収入 578,759

3.財産売却・運用収入 19,323

4.貸付金元利収入 63,000

5.貸付金の貸付による支出 -63,000

6.投資及び出資による支出 -23,776

7.他会計・基金からの繰入による収入 39,641

8.積立基金への積立による支出 -177,845

9.他会計・定額運用基金への操出による支出 -1,077,262

投資活動によるキャッシュ・フロー -5,441,461

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

1.地方債の発行による収入 4,098,900

2.地方債の償還による支出 -1,430,729

3.支払利子及び公債諸費による支出 -364,768

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,303,403

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減 -230,781

Ⅴ　現金及び現金同等物の繰越残高 3,945,005

Ⅵ　現金及び現金同等物の年度末残高 3,714,224

内訳）

財政調整基金 1,890,620

減債基金 1,193,009

歳計現金 （形式収支） 630,595

3,714,224

平成17年度　山県市キャッシュ・フロー計算書

金　　　額
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